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序章 
課題背景 
昨今，大学教育における正課内外の教育プログラムでは学生参画型の取組み
が盛んになってきている。加えて，大学教育改革の中で，学習者の学びの過程
に主軸を置いた教育（学習）改善の取組みが様々な文脈で試みられている。授
業方法においては「アクティブ・ラーニング」や「ディープ・ラーニング」の
探究がこれを牽引し，「単位の実質化」や「学修時間の確保」という要請か
ら，正課内外を通じた学習者の学びの経験の再評価，再構築が課題となってい
る。また，学生をとりまく学習環境全体に目を向ける志向の高まりとともに，
「ラーニング・コモンズ」の概念が普及し，キャンパス全体を学びの空間とし
て再構築する動きも加速している。「教育から学習への転換」を統一テーマに
掲げた大学教育学会第 35 回大会（2013 年 6 月開催）では，テーマ趣旨文に
おいて，大学教育における学習者中心主義への転換が大学教育全体の構造的変
化をもたらすことを指摘した。そして，正課教育だけではない「キャンパス空
間全体の再構築」と，従来教員が担っていた役割を「キャンパス全体において
再統合」する必要性を謳っている。特に後者においては，「TA，スチューデ
ント・アドバイザー，教務関係職員，図書館職員，情報センター職員など教育
関係職員の役割」の拡大が指摘され，大学における教育機能の担い手に「学生
の力」が含まれるとの認識を示している 1)。 
この背景には，「廣中レポート」（文部省 2000）を契機に「質的転換答
申」（文部科学省 2012）にて明示された教育から学習へのパラダイム転換が
大学教育において促進されていることが挙げられる。この理念を実体化するた
めに，昨今多くの大学が「学生の力」に着目し，学生同士の支援体制を構築す
る傾向は年々強まっている（日本学生支援機構 2010，2011a，2014a，
2017a）。さらに，学生支援は教育・研究を主とする大学において補助的なも
のとされがちであるが，組織的かつ戦略的な教育的関与としての可能性を検討
されるべき領域であり（川島 2014），大学教育の質保証を議論する上で避け
ては通れない領域として位置づき始めている。 
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具体的な学生参画型支援プログラムとしては，TA・SA をはじめ，ピア・サ
ポーター，ピア・チューター，学生 FD 等が挙げられ，各大学によって活動内
容も就業形態も多種多様な現状にある（中出 2003; 小笠原ら 2006; 北野 
2006; 清水ら 2009; 青山ら 2010; 白井 2010; 谷川 2012; 吉田 2013; 沖 
2013; ホートン広瀬ら 2014; 岩崎 2014 など）。沖（2011）は各種学生参画
実践を業務内容（授業内／授業外）と対象（学生／教職員）から整理し，機能
別に①ピア・サポーター，②学生 FD，③学生参画型大学運営の分類を試みて
いるが，一口に学生参画型支援プログラムといっても，それが意味する活動は
正課内外問わず広範であり，かつ実態としても，各大学の制度やカリキュラ
ム，学生の特質，課題状況等に応じて柔軟に運用されている状況である。 
本来大学教育の受益者かつ学習者である学生に大学教育の一端を担わせる際
に，共通の課題として認識されるようになったのが「質保証」体制をいかに構
築するかについてである。もちろん TA 実践が普及するタイミングから研修制
度の必要性は叫ばれており，TA 研修制度も一部では構築されてきた（北野 
2006; 小笠原ら 2006; Hosokawa 2011 など）。しかし，近年の動向は大学院
生が対象であった TA 実践とは異なり，学部学生までを含みこんでいる状況で
あり，むしろ，学生参画型支援プログラムの主要なアクターが学部学生である
という実践が拡大する中で，「質保証」体制構築の必要性はより一層増してき
ている。しかしながら，学生参画型支援プログラムの実践的な広がりに比し
て，その運営等といった「質保証」体制の課題に紐づく研究に対しては必ずし
も多くの力は割かれていないのが現状である。 
実際に日本で行われている「質保証」の取組みとして，米国に本部を置く学
術団体である CRLA（College Reading and Learning Association）の国際標準
チューター育成プログラム（ITTPC: International Tutor Training Program 
Certification）に基づいて研修を実施している名桜大学や公立はこだて未来大
学の実践が挙げられる（Karen & Russ 2012; 津嘉山 2011; メタ学習センター 
2013）。その他，学生目線で授業観察等を行い，授業改善の支援を行う
SCOT（Students Consulting on Teaching）プログラムを担う学生の研修と立
命館アジア太平洋大学のピアリーダー養成においては，いずれも集中的に研修
を実施する点で共通している（ホートン広瀬ら 2014; 秦ら 2015）。異なる
研修の方向性として，三重大学の「キャリア・ピア・サポーター資格教育プロ
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グラム」のように，育成・研修要素を正課カリキュラムに組み込む形態も存在
する（中川 2015）。 
これらの取組みにも認められるように，教育・学習支援効果を一定に担保す
る必要があるピア・サポート・プログラムには，厳格な選抜や組織的な研修が
不可欠であり，ピア・サポート活動の推進のためには，とりわけ研修による担
い手の資質向上が重要であるとされる（沖 2015; 山田 2010）。ITTPC に代
表される先進的な取組みは，「質保証」の面で外部への説明責任を果たすとと
もに，実態としても極めて有用なシステムであることはいうまでもない。  
しかしながら，現実的には支援に参画する学生が自身の学業やそれ以外の活
動と両立させながら支援に従事する現状において，その取組みの「質」を担保
することは容易ではない。上述の取組みにも見られるように，支援する側の学
生にとって活動の強力なインセンティブになり得る要素―サーティフィケート
プログラムや単位化，報酬等を組織的に提供できればこの限りではないが 1)，
これらを満たすことが難しい取組みにおいては，学生を支援主体とした活動を
継続すること自体に大きな困難を抱えており，藤原ら（2013）もピア・サポ
ートの取組みを継続していくために，ピア・サポーターの活動意欲を高めるた
めの運営の工夫が必要であることを指摘している。 
 
研究目的と論文の構成 
本研究では，昨今の大学教育実践において幅広い領域で展開されている学生
参画型支援プログラムの中でも，特に学習支援の取組みに焦点化し，その「質
保証」体制の構造を明らかにすることを目的とする。 
「学生の力」を活用する取組みの普及に伴い，その「質保証」と「継続性」
をどのように担保し得るかが学生参画型学習支援実践を展開する上での課題と
なっている。言い換えれば，支援に従事する学生の人材マネジメントをいかに
行うかということであり，具体的には採用・選抜 2)，研修のデザインを検討す
ることともいえる。上述の先進的な事例においては，これらいずれかの項目に
工夫が施されている点が特徴的である。一方で，「学習者」と「支援者」とい
う二面性を有しながら活動に従事する学生にとって，自身の学業と支援組織へ
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の適応・能力形成を両立させることが簡単ではない現状にあることも認識して
おくべき課題である。 
これらの課題を組織社会化研究 3)の知見を借りて解釈するのであれば（中原
ら 2014; 高橋 1993 など），前者の課題は運営側が主体となって支援に従事
する学生に対して組織への適応を働きかける「組織による社会化」のあり方を
検討することであり，後者の課題は支援に従事する学生の主体的行動によって
組織適応を促す「個人による社会化」の過程を検討することであろう。「学生
の力」を活用した取組みに関する先行研究の多くは前者の課題意識にもとづい
ており，後者の課題意識も踏まえてアプローチした研究の蓄積はそれほど多く
はない実情にある。具体的には，活動に従事する学生に焦点を当て，学生自身
がどのように日々の支援活動や研修等を意味づけ，自己成長や活動そのものへ
の認識をいかに変化させているのかといった点に関する検証が，実践開発の進
捗に比して深め切れてはいないということである。 
 あわせて，大学教育の充実を担う新しいかつ重要なファクターである支援主
体としての学生を考慮した際，その「質保証」体制の構築に向けては学生が有
する特徴を踏まえながら運営上の多様な仕掛けをいかに「システム」として有
機的に機能させられるかが重要となる。学生参画型学習支援実践において，保
証されるべき「質」とは何か，それはどのようにして保証し得るのかは，現在
の高等教育研究でも実践的に検証するに値する課題である。  
そこで，本研究は高等教育段階において学生が参画することの意義を再検討
すると同時に，どのようにして取組みの「質」を保証するのかについて，具体
的に学生参画型学習支援実践を分析・検証することで，そのシステムを明らか
にするものである。論文の構成として，①理論的背景（第 1 章），②政策的
意義（第 2 章），③実践的展開（第 3 章），④実践開発・検証（第 4・5 章）
を分析枠組みとして論じていく。特に④における学生参画型学習支援の実践開
発研究を核として，実践事例の分析を精緻化することで，より実践的な「質保
証」体制の検証を行っている点が特徴である。各章の構成は以下の通りであ
る。 
まず第 1 章で，高等教育のパラダイム転換がもたらした大学教育の変化と
対象領域の拡大について，米国を中心とした理論的背景を整理し，学生参画と
質保証を論じるための前提を示す。大学教育において，特に米国を中心に形成
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された学習パラダイム論について概観し，その上で学習者中心主義の定着によ
ってもたらされる大学教育の変化について理解を深める。これらの変化によっ
てもたらされた正課教育と学生・学習支援の一体的展開がラーニング・アウト
カムズを含みこんだ質保証の価値を高めたことを検証した上で，現在の大学教
育に求められる「質保証」体制に関して概括する。 
次に第 2 章では，日本の高等教育政策において学生参画型支援プログラム
がどのように位置づけられてきたのかを主に政策過程の分析から明らかにして
いく。TA 制度をはじめとして大学教育における学生参画が政策的に推進され
てきた経緯と，大学教育の質的転換に伴って「学生の力」を活用する領域の拡
充策について分析する。 
そして第 3 章では，政策的な動向を受けて展開されてきた学生参画型支援
プログラムに着目し，日本における学生参画型の取組みの傾向を明らかにす
る。「廣中レポート」以降を分析範囲とし，主にピア・サポートと FD 活動に
おいて取組みの特徴を示すと同時に，多角化する学生参画型の取組みの類型化
を試みる。さらには，類型化によって導かれた学生参画型教授学習支援領域に
特化して先進的実践事例を取り上げ，学生を大学教育における支援者として位
置づける方策について分析する。 
さらに第 4 章と第 5 章では，学習支援のチューター分野の取組みである東
北大学高度教養教育・学生支援機構学習支援センター（CLS）における SLA
（Student Learning Adviser）実践に焦点化し，「質保証」体制の構築に向け
て検証が必要となるチューター学生（SLA）の特性と CLS の組織的な育成の
仕掛けについて分析を行う。第 4 章においては，SLA の活動モチベーション
と自己成長認識に関する分析を行うとともに，学習支援者としての成長プロセ
スを明らかにする。 
最後に第 5 章では，第 4 章で示した学習支援に従事する学生の特徴を踏ま
えた上で，学生参画型学習支援実践の「質保証」体制構築に向けた SLA 育成
の組織的な取組みについて分析を行う。学生を学習支援者として育成するため
に実施している OJT と Off-JT の取組みの特徴を示すとともに，人的・物的リ
ソースを活かした協働的な「省察」を核として展開される各種育成の仕掛けの
構造を明らかにする。 
 
6 
 
註 
1）大学教育学会発行「大学教育学会ニュースレター」No.92（2013 年 2 月 1
日）。 
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えることを意図する組織行動のこと」であり，後者は「集団のなかから適
切な人材を選定すること」であるとしている。しかしながら，両者の境界
は次第に流動的になりつつあり，近年では統一したプロセスとして描き出
すことが一般的になりつつあるとまとめている。 
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な技能を習得し，組織に適応していく過程」と定義されている。  
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第 1 章 高等教育のパラダイム転換による質保証の課題 
本章において，高等教育のパラダイム転換に関する理論的背景を整理し，
「質保証」体制の検討に向けて必要となる前提を確認する。第 1 節では，特
に米国を中心に提唱されるようになった学習パラダイム論について概観し，そ
の上で学習者中心の大学教育の浸透によって生じる諸課題について理解を深め
る。第 2 節では，正課教育以外の文脈における学生・学習支援充実に向けた
動向を明らかにし，それに伴う大学教育での「学生の成長」を包括的に捉えよ
うとする動きの台頭について詳述する。そして第 3 節では，「ラーニング・
アウトカムズ」にもとづく質保証の必要性と大学への「質保証」体制構築の要
請，さらには昨今求められている「質保証」体制の具体的な方向性について検
討する。 
 
第 1 節 教授パラダイムから学習パラダイムへの転換 
（1）米国における大学教育改革の契機 
米国では 1960 年代前半をピークに低下の一途を辿る米国民の学力水準を国
家的課題として位置づけ，主に中等教育段階の教育改革の必要性を説いたレポ
ート『A Nation at Risk: The Imperative for Educational Reform（危機に立つ
国家―教育改革への至上命令）』（NCEE 1983）が出された。ここでは教育
水準の向上策として，①高等学校卒業要件の引き上げ，②大学入学資格要件の
厳格化，③学習時間の増加，④教員の資質向上，⑤教育関係機関の責任・権限
の強化と財政援助の 5 点について緊急に着手することを求めた。特筆すべき
点としては，高等教育機関に対する提言である②と学習に着目した③である。
前者は入学資格要件に測定可能な基準を設けることを示し，後者に関しては，
各教科の授業時間数の増加だけでなく，宿題を課すことであったり，生徒の学
習進度に応じて補習や先取り学習の機会を設けたりするといった学習の質を高
める指導の必要性についても言及している点が特徴である。  
『危機に立つ国家』レポートのインパクトは高等教育段階においても無関係
ではない。これを契機に大学教育改革に関する様々なレポートが各種高等教育
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関連機関から提示されるようになる。その代表が国立教育研究所（National 
Institution of Education: NIE）によるレポート『Involvement in learning: 
Realizing the potential of american higher education（学習への関与）』
（Study group on the conditions of excellence in higher education 1984）で，
主に①学士課程教育への高い期待を示すこと，②学生自らが学習に関与するこ
と，③改善に向けたアセスメントとフィードバックを提供することの 3 点に
関して要求しており，これまでの大学教育はインプット偏重の構造であったと
した上で，今後は大学教育のアウトカムとしての学生の学習成果重視の方向性
について言及している。本レポートの価値は「学生関与（Student 
Involvement）：学生が学習プロセスに割く労力等の総量」の理論を軸に，学
生の学習に焦点化して大学教育の質向上を促進させることを明示したことと，
アクティブ・ラーニングに関わる教授法や学習コミュニティの構築の必要性と
いった具体的な方策についても提言している点にある。 
『学習への関与』レポートに続いて，米国教育協議会（American Council 
on Education: ACE）と学生担当職の専門職団体のひとつ（National 
Association on Student Personal Administrators: NASPA）によって発表され
た声明文『A Perspective on Student Affair（学生の展望）』（ACE & NASPA 
1987）や，通称『ウィングスプレッドレポート』と呼ばれる『An American 
Inperative: Higher Expectations for Higher Education（米国の責務―高等教育
への高度な期待）』（Wingspread Group on Higher Education 1993）が提唱
された。まず『学生の展望』では，大学教育の一側面として学生支援の重要性
を説き，周辺環境の組織化等といった教育的関与としての学生支援の意義（＝
教育ミッションの促進・支援）について明らかにされた。そして米国高等教育
を牽引するメンバーで構成されたグループによる『ウィングスプレッドレポー
ト』において，学生の学習を大学教育の中心に据えることの方向性が定まった
といえる。学習中心の教育への転換により教育理念や手順，カリキュラムとい
ったこれまでの構造を再検討する必要性について説き，諸大学による独自の実
践的な変化への期待を示したレポートとなっている。これ以降，学習に焦点化
した大学教育のより実践的な方策の開発が進むこととなる。 
以上の動向を改めて米国高等教育の変遷（喜多村 1986, 1994, 2001; 江原
1994; 金子 1994; 舘 1997; 橘 2004; 絹川 2006; 谷 2006; 金子 2007）と高
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等教育システムの移行論（Trow 1976, 2000）に照らし合わせてみたい。米国
において高等教育の機会が広く社会一般に開放されたのは 1960 年代にまでさ
かのぼる。学生支援の文脈からも学士課程学生を対象とした連邦政府による奨
学金政策が充実したこともあり，1970 年代前半にかけて一気に量的拡大が進
行した。その一方で『危機に立つ国家』レポートでも確認したように，中等教
育段階における学力水準の低下が著しく，高等教育段階においてもリメディア
ル教育の必要性が高まりをみせるようになる。大学において学生が学習に従事
する前提としての基礎的な能力形成も大学教育の大きな役割として位置づけら
れた。このような状況下において，高等教育の機会は希望者の資質とは無関係
に保証され続けたことで大学教育のマス化は一層進展することとなった。 
『危機に立つ国家』レポートが発表されて以降，1980 年代はポスト大衆化
の段階として高等教育における質的な課題が顕在化した時期でもある。主要な
課題としては，①米国の経済等の国際競争力低下に伴う高度人材育成の社会的
要請，②学生の消費者意識の高まりと実学志向が挙げられる。これらの影響を
受けて，大学教育は学生のニーズを重視し，社会と密接に結びついたカリキュ
ラムの設計を積極的に行うようになる。同時に，提供される大学教育が費用対
効果に見合うだけの価値があるのかを問われる時代―アカウンタビリティにも
とづく質保証の時代へと入っていく契機でもある。 
そして 1990 年代はユニバーサル・アクセスの段階として位置づけられる
が，社会人等従来の高等教育を構成した学生層とは異なる非伝統的な学生の増
加によって成立している状況である。学生の多様化が進むことによって大学教
育は従来の教育方法の改革を強いられるとともに，学生に対して適応的であり
つつも，大学教育の質の高度化という社会・受益者からの要求にも応えなけれ
ばならない責任を負っているといえる。 
マス段階からユニバーサル・アクセス段階への移行に伴い，学生の量的拡大
だけではなく質的変容が引き起こされることは Trow（1976）によって早い段
階から指摘されてきた。質的変容は主に①大学教育の目的，②学生の選抜原
理，③教育方法，④カリキュラムにおいて促進されるが，これらの変容は学生
の学習を中心とした大学教育の志向性と結び付きながら展開されていくものと
解釈できる。つまり，ユニバーサル・アクセス段階の諸課題に応じるための発
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想の転換として，大学教育の学生の学習への焦点化の方向性は価値づけられて
きたのである。 
（2）学習パラダイムがもたらす変化 
 米国では『ウィングスプレッドレポート』をターニングポイントに，大学教
育の議論は teaching から learnig へと本格的に舵を切ることになった
（O’Banion 1997）。その後の大学教育の展開としては，理念だけでなく具体
的な実践方策の提案にまで議論のフィールドを移し，これらの蓄積が所謂「学
習パラダイム」を特徴づけていくことになる。 
 研究的には Barr & Tagg（1995）によってパラダイム転換が指摘され，「学
習パラダイム」は定義づけられたといえる。大学は「教育を提供するために存
在している機関」から「学習を創出するために存在している機関」に変化して
いくことで，大学教育の構造改革―パラダイム転換による多面的な変化が引き
起こされるという考え方である。表 1-1 は大学教育における従来までの「教授
パラダイム」と新しい「学習パラダイム」の特徴を整理し対比させたものであ
る（Huba & Freed 2000）。 
 
表 1-1 教授パラダイムと学習パラダイムの特徴比較 
教授パラダイム 観点 学習パラダイム 
知識は教員から学生へ伝授される 知識の捉え方 
学生は情報を収集し，組合せ，統合
することを通して知識を構築する 
学生は情報を受動的に受け取る 学生の主体性 学生は主体的に関与する 
知識の活用は想定されず，習得す
ることが強調される 
知識の活用 
現実の生活の新たな課題に効果的に
対処するために知識を活用し，繋げ
ることが強調される 
情報提供と評価 教員の役割 
コーチングとファシリテート，教員
と学生はともに学習活動を評価 
教授活動と評価は分断 
評価の 
位置づけ 
教授活動と評価は結びつく 
学習を管理するために活用 評価の意義 学習を促進し診断するために活用 
正しい答えが強調される 重点項目 
よりよい質問を生み，失敗から学ぶ
ことが強調される 
客観的な数値の出る試験を通じて
比直接的に評価 
学習の評価 
レポート，研究課題，成果，ポート
フォリオ等を通じて直接的に評価 
固有の学問領域に焦点化 学習の範囲 学際的な研究アプローチの適用 
競争的かつ個人的 学習文化 協働的，協調的かつ支援的 
学生だけが学習者と見なされる 学習者の定義 教員と学生はともに学ぶ 
出所：Huba & Freed（2000: 5）の表 1-2 を筆者加筆編集。 
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大学教育の使命・目的が「教育の提供」から「学習の創出」に変化すると，
これまで教員が一方的に提供してきた“正しい”とされる「知識」の位置づけが
変わる。教授パラダイムにおける知識取得の外在性―先達としての教員による
知識伝達の価値から，学習パラダイムにおける知識創造の内在性—学習者自身
による知識構築・獲得の価値に重点が移ることで，特に教員の役割に大きな変
化をもたらすことになる。それは知識伝達の専門家から学習環境のデザイナー
への転換であり，教員に求められる資質・能力の拡張を意味している。  
もともと，米国の高等教育においては研究重視・教育軽視の傾向が長く続い
たが，「Scholarship of Teaching and Learning（SoTL：教授・学習の学
識）」と呼ばれる教員による授業実践に関する学術的探究の営みを通じた教
授・学習過程を改善する取組みが普及していく中で，教員の教育活動に対する
価値が高まってきた経緯がある。SoTL 普及の背景にはカーネギー教育振興財
団による『Scholorship Reconsidered: Priorities of the Professoriate（大学教授
職の使命）』において，「teaching（教育）」の学識が「研究（「discovery
（発見）」「intergration（統合）」）」と「サービス（「intergration（統
合）」「application（応用）」の学識と同等のものとして再定義したことが影
響している（Boyer 1990）。さらに，カーネギー教育振興財団は Carnegie 
Academy for the Scholorship of Teaching and Learning（CASTL）1)を開設
し，SoTL の究極的な目的である学術的探究を通じた学部レベルの授業改善と
学習効果の向上を実現しようとしたことも，実践的な教育開発・改善が進んだ
要因である（吉良 2010）。ここで重要な点は，「teaching（教育）」の学識
は「教授パラダイム」の特徴を示しているのではないということだ。あくまで
学生の学習に焦点化した学習パラダイムの重要性が増していく過程の中で，
「teaching（教育）」の学識は SoTL へと昇華されていったのである
（Hatchings & et al 2011）。 
SoTL のような動向が活性化していく前後で，大学教育におけるより実践的
な教授学習論も提示されるようになる。代表的なものとしてまず，『The 
Seven Principles for Good Practice in Undergraduate Education（優れた授業
実践のための 7 つの原則）』が挙げられる（Chickering and Gamson 1987; 中
井・中島 2005）。これは学士課程教育の質的向上を効果的に促進するための
方法論のひとつで，優れた授業実践を実現するために「学生関与」理論を基本
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コンセプトとして，①学生と教員とのコンタクトを促す，②学生間で協力する
機会を増やす，③能動的に学習させる手法を使う，④素早いフィードバックを
与える，⑤学習に要する時間の大切さを強調する，⑥学生に高い期待を伝え
る，⑦多様な才能と学習方法を尊重するといった原則を提唱したものである。
さらに各原則に対応したチェックリストも用意されており，学生関与論にもと
づく教育実践方法の普及に多大な影響を与えた。 
他にも昨今の教育改革において声高に叫ばれている「アクティブ・ラーニン
グ」を最初に概念化した Bonwell & Eison（1991）の論も重要である。具体的
には，①授業において，学生は受動的に聴くだけでなく自ら入り込む，②情報
伝達よりも学習者のスキル育成に重点が置かれる，③より高次の思考（分析・
統合・評価）を機能させる，④学生は文献購読，議論，文章執筆の活動に取り
組む，⑤学生自身の態度や価値観の深化に重点が置かれるといった内容であ
る。特筆すべきは，単純に学生に学習活動をさせることを論じるのではなく，
より高次の力の育成を念頭に置いた議論を展開している点にある。さらには，
Fink（2003）による「意義ある学習」も学生の学習と成長に焦点化した理論
で，授業設計の核となる考え方である（表 1-2）。 
 「学習パラダイム」に関する議論は，コミュニティカレッジを中心に拡がり
を見せていたものであったが，4 年制大学―学士課程教育においても浸透して
いった（Tagg 2000）。特に研究大学では『Reinventing Undergraduate  
 
表 1-2 「意義ある学習」の特徴 
重要項目 具体的内容 
基礎知識 
●事実・用語・公式・概念・原理・関係性といった理解と記憶 
●理解のためのアイディア・視点 
応用 
●批判的な考え方で分析や評価を行う 
●創造的な考え方で想像や創造を行う 
●実践的な考え方で問題を解決し決定を下す 
●学習内容を活用するためのスキルを習得する 
●複雑なプロジェクト管理の方法を学習する 
統合化 ●関連性（類似性や相互作用）を認知し結び付ける 
人間の特性 
●自分自身について理解する 
●他人に対する理解や他人との相互関係について理解する 
関心を向ける ●関心を持ち，変化や様々な価値観を取り入れる 
学び方を学ぶ ●自信が何を学習するべきか，学習したいかを考えて学習計画を持つ 
出所：Fink（2003），L. ディー・フィンク デジタル資料 14-5 を筆者加筆編集。 
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Education: A Blueprint for America’s Research Universities（学士課程教育の
再構築－米国の研究大学のための設計図）』（The Boyer Commission 1998）
での提言が特に「研究に基づく学習」の拡大に影響を与えたとされる（Katkin 
2003）。『学士課程教育の再構築』報告書では「研究大学の学士課程教育を
変える 10 の方法」2)が示されているが，ここで学士課程学生の位置づけを
「教えられる存在ではなく，教員や大学院生とともに発見という冒険に出る探
究者」としている点は特徴的である（中島 2008）。研究大学であっても，大
学の特性に適応させながら，教育のポリシーにもとづいた上で学習に焦点化す
る動きが実質的に行われていることからも，「学習パラダイム」は現在の大学
教育実践に多大なインパクトを与えていることがわかる。  
 上記のような米国の高等教育の潮流に関して，三浦（2011）は次のように
解釈・総括している。 
 
1970 年代にアメリカで展開した FD 活動は，それまでの研究業績偏
重主義への反省に基づき，高等教育機関の在り方に関する中心的な理念
を“Research”から“Teaching”へとシフトさせたが，それは実際には教師
を中心に据えた（teacher-centered）ものであり，専ら教師による授業
の在り方にスポットライトが当てられるものであった。つまりは“How 
to Teach”に傾倒したものであった（中略）これに対して 90 年代中盤以
降における変化は“Teaching”から“Learning”へのシフト，あるいは“How 
to Teach”から“How to Learn”への転換であるといえる。そこでは学生
（の学習）が中心に据えられ（student-centered），それを実現するた
めのチームワークについて言及されることが以前に比して圧倒的に多く
なった。それはつまり教育という営為が個人のフレームワークではな
く，チームワークという観点から捉えられるようになってきていること
を物語っている（三浦 2011: 119，下線筆者）。 
 
 この既述からは，「教授パラダイム」から「学習パラダイム」への変化は
「教育者中心主義」から「学習者中心主義」という大きな流れを引き起こした
ことがわかる。パラダイムの転換自体は引き起こされたが，両者は必ずしも相
反する関係にあるわけではなく，相補的に位置づくと理解するべきであろう。
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「学習パラダイム」は「教授パラダイム」を基礎として，教授学習活動全体を
豊かに拡張・発展させるものであるとする認識が重要である（Tagg 2003; 溝
上 2014）。だからこそ，パラダイム転換によってもたらされた大学教育の主
体・対象に対する認識の転換は，方法論の枠組みをこえて大学教育のあり方を
本質から再考するに足る視点であることは強調しておきたい。「学習者中心主
義」に立脚するのであれば，大学教育における人的リソースは教員だけではな
く，職員，そして学生自身をも含めていると考えられ，大学教育はそれらの協
働において展開され得るものとして変化してきている。 
 
第 2 節 正課教育と学生・学習支援の一体的展開 
（1）学生関与論のインパクト 
 大学教育に「学習者中心主義」の考え方が浸透する背景には，学生・学習支
援の価値づけが変化してきたことも大きく影響している。大学の様々な環境要
因が学生の成長にどのような影響を与えるかに焦点化したカレッジインパクト
研究の進展がそれを後押ししているが，特に学生・学習支援の価値に関する議
論を引き起こした契機として，Astin（1984）による「Involvement Theory
（関与理論）」3)が挙げられる。これは教員や教育実践等に対する学生の関わ
り方が，学生の認知面や情緒面において学習効果をもたらすことを示唆した理
論である。教師が何をするかよりも学生が何をするかに焦点化することを高等
教育機関に奨励したことで，大学教育のあり方を検討するための視野の拡大を
促したといえる。「関与理論」のより具体的なポイントとしては，①関与には
身体的・心的エネルギーを要すること，②関与は継続することによって引き起
こされること，③関与には質的・量的側面が存在すること，④表れる成果は関
与の質と量に比例すること，⑤教育プログラムの効果は学生を関与させる力に
よることが挙げられている（Astin 1985: 135-6）。Astin によって学生の学習
時間や学生活動（正課外活動）への関与の程度，同僚学生や教員等との関係
性，正課教育だけではない大学生活全般における様々な経験といった諸要因を
包括的に扱うことで，大学教育において学生の成長を捉える範囲が拡張してい
った。 
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 いかに大学生活での様々な経験を学生自身にとって意味あるものとして位置
づけさせることができるかといった観点から，大学教育の再構築を想定した研
究は一層拡がりを見せていく。具体的には，①学生の認知的発達の要因に関し
て，専門的に分断された学生の関与よりも大学全体において統合された総括的
経験にこそ成長の効果が認められるといった，学生関与の度合いが学生の成長
に与える影響が大きいことを示唆した研究（Pascarella & Terenzini 1991; 
Pascarella & et al 1996）や，②学生・学習支援や正課外プログラムにおいて発
達を促す資質・能力が正課教育に関わる資質・能力の発達に寄与することを明
らかにした研究（Astin 1993; Whitt & Miller 1999），③日常的な学生支援の
取組みが大学に対する学生関与を促進し，学生の帰属意識を喚起し学生生活の
継続や質向上に効果を発揮するといった研究（Tinto & et al 1993），④学生
の学習活動が情緒的側面（感情，場の雰囲気等）によって影響されることを明
らかにし，学習動機付けに対する重要性を指摘した研究（Boekaerts 1993; 
Sylvester 1994）等，学生関与論に立脚して大学教育における学生の成長要因
が多方面で明らかにされていった。 
 これらの研究は，正課教育と学生・学習支援をいかに有機的に結びつけてい
くかを検討するには十分なエビデンスを示している。正課教育における学習面
だけでなく，正課内外における人間関係や生活経験といった要因の総合的な把
握が重要であり，これらに対する学生の関与をどのようにして高めていくかが
関心の中核であったことが理解できる。Kuh (2000)によれば，学生の成長に
は大学の教育目標と学生の学習目標とが一致していることが極めて重要である
とされているが，この点を踏まえると，学生の成長に資する様々な要素を大学
教育が意図的に統合し，提供する学習経験に対して学生を積極的に関与させる
ことが，学生の学習に対する効果を高める方策のひとつであることが学生関与
論によって確立されたといえる。 
 
（2）大学教育における学生・学習支援機能の拡充 
 学生関与論の台頭により，学生・学習支援に関する取組みが活性化するであ
ろうことは想像に難くない。実際に米国の『ウィングスプレッドレポート』以
降の動向として，NASPA と双璧をなす専門職団体 ACPA（American College 
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Personnel Association）4)による『The Student Learning Imperative: 
Implications for Student Affairs（学生の学習の責務）』（ACPA 1994）にお
いて，大学教育での学生・学習支援の具体的な方策が提唱されている。ここで
は各大学の学生支援ミッションを学生の学習促進に焦点化することを掲げ，学
生支援と正課教育が統合された包括的な学習経験を学生に提供するために教職
協働で新しい準カリキュラムの開発を求めている（小貫 2014: 101-2）。この
レポートが学生支援における学習志向への転換を明確に示したものとされ，学
生・学習支援の観点から学生が卒業時に保証されるべき能力まで提示している
点が特徴的である。その能力は，①省察性や批判的思考力といった複雑な認知
スキル，②実生活において直面する課題に対して知識を活用するスキル，③自
己・他者の相違理解と認識，④意思決定や課題解決に資する実践的コンピテン
シー，⑤アイデンティティや自己肯定，シチズンシップ等を統合した感性の 5
点である。これは人格的な成長に偏っていた従来までの学生支援の学習要素を
認知の発達までを含んで捉え直し，正課教育と学生・学習支援の一体的な展開
によって学生の成長を促し，学習成果を把握するという方向性を示したもので
ある。時期を同じくして学士課程段階の学生の発達課題として，①専門能力の
獲得，②感情のコントロール，③自立性・相互依存性の育成，④大人としての
対人関係の発達，⑤アイデンティティの確立，⑥目的意識の発達，⑦全体性の
発達が叫ばれていたことも確認できる（Chickering & Reisser 1993）。このよ
うな学生の多方面での発達を支えるために，大学における学生の学習は正課教
育のみならず正課外も含めて大学が組織的に検討する必要性が高まり，教員以
外の人的リソースが果たす役割にも関心が一層向けられるようになった。 
 この流れを受けて，ACPA と NASPA の共同開発による冊子『Principles of 
Good Practice for Student Affair（学生担当職のための優れた実践の原則）』
（ACPA & NASPA 1997）が出された。具体的に示されている 7 つの原則の内
容は表 1-3 の通りである。中井ら（2007）はこの冊子の特徴を次の 4 点で示
している。①学生担当職員を学生の学習や発達に積極的に関わる主体として捉
えていること（「学習志向の学生担当部署」というコンセプトの重視），②学
生担当職員の具体的な実践方法まで明示されていること，③大学の多様性が配
慮されていること（業務評価としてではなく活動の質向上のために活用），④
学生担当職以外の構成員との連携が強調されていることである。つまり本冊子 
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表 1-3 『学生担当職のための優れた実践の原則』内の「7 つの原則」 
1. Engages students in active learning（学生に主体的に学習をさせる） 
2. Helps students develop coherent values and ethical standards（学生
の価値観と倫理基準を発達させるように援助する） 
3. Sets and communicates high expectations for student learning（学生
の学習に対する高い期待を寄せる） 
4. Uses systematic inquiry to improve student and institutional 
performance（学生や大学の成果向上のために体系的な調査を行う） 
5. Uses resources effectively to achieve institutional missions and 
goals（大学のミッションや目標を達成するために資源を有効に使う） 
6. Forges educational partnerships that advance student learning（学
生のより良い学習のために連携する） 
7. Builds supportive and inclusive communities（協力的で一体感のある
コミュニティをつくる） 
出所：ACPA & NASPA（1997），中井・齋藤（2007: 174）より。 
 
は，学生支援担当者が学生の学習に関与していく所信表明であると同時に，実
践的な展開を促す上でのマニュアルとしての機能も有している。  
 学生・学習支援と正課教育の一体的な展開は，ACPA と NASPA，さらには
American Association for Higher Education（AAHE: アメリカ高等教育学会）
が共同で発表した『Powerful Partnerships: Shared Responsibility for Learning
（強力な協働―学習に対する共有された責任）』（AAHE, ACPA & NASPA 1998）
や，『Learning Reconsidered: A Campus-Wide Focus on the Student Experience
（学習の再考―大学全体での学生経験に焦点化して）』（ACPA & NASPA 2004）
によってより強固なものとされた。前者では，学生の学習の飛躍的な向上に向
けて，キャンパスすべての教職員が学生の学習に対する責任を共有し，協力す
るすることが不可欠であるとされ，その連携の対象には学生，教員，学生担当
職員はもちろんのこと，各種団体や地域の支援者等も列挙されている。また後
者では，学生・学習支援における学生の学習の定義を「これまで互いに分断，
独立するものとしてみなされてきた学問的学習と学生発達を統合した，包括的
で全体的，そして変動的な活動やプロセス」であることを明確に打ち出した。
さらに，関連領域における過去の研究成果を踏まえた上で，学生・学習支援に
おける学習成果を具体的に示したことも特筆に値する（小貫 2014: 107-8）。
この学習成果と学生・学習支援の具体的な機会を対応させたのが表 1-4 である。
学生・学習支援の文脈を含みこんだ学習成果の設定は，大学教育が管轄する（責
任を有する）範囲が拡がっていることを意味すると同時に，示された多岐に渡  
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表 1-4 学習成果に対応する大学教育における各種機会の一例 
学習成果項目 学習成果に関わる経験・機会の一例 
認知的複雑性 
・教室内での講義，リーディング，討論 ・講演 ・実践学習 ・ア
クションリサーチ ・留学 ・学習共同体 ・学寮にもとづく学習共
同体 ・大学における各種メディア ・多文化集団 ・LGBT 理解プ
ログラム ・多様性プログラム ・異集団でのグループワーク ・懲
罰委員会への関与 
知識の取得・ 
統合・応用 
・主専攻，副専攻，一般教育，各種認証プログラム ・実験室 ・ア
クションリサーチ ・研究集団 ・サービスラーニング ・協働プロ
ジェクト ・インターンシップ ・学内外でのワーク ・キャリア開
発プログラム ・学寮にもとづく学習共同体 ・WEB 技術 ・各種創
作に関する集団 
人道主義 
・学生組織における多様なメンバー ・集団での協働プログラム ・
サービスラーニング ・共同体にもとづく学習 ・文化祭 ・アイデ
ンティティにもとづく集団プログラム ・世界の信仰理解プログラ
ム ・留学 ・学際的コース ・カリキュラム改編 
市民参加 
・学生組織への関与 ・サービスラーニング ・学生組織に類する多
様な学生自治集団；学寮自治組織，通学学生組織 ・スポーツ集団 ・
各種コミュニティ組織 ・リーダーズプログラム ・公開フォーラ
ム ・ティーチイン ・抗議活動 ・学生組織への関与 
対人的・ 
個人内の 
コンピテンシー 
・同好会 ・カウンセリング ・学習計画，生活設計 ・ルームメイ
トとの対話 ・個別アドバイス ・各種支援グループ ・ピアメンタ
ープログラム ・信仰にもとづく集団 ・学生主導の懲罰委員会 ・
準専門職の役割；学寮アシスタント，ピアチューター，セクシャルハ
ラスメントアドバイザー，ピアメンター ・障がい者支援 ・学生ア
ルバイト ・授業プロジェクト集団 
実践的能力 
・レクレーションプログラム ・食生活支援および健康管理施設によ
るプログラム ・薬物やアルコールに関する教育 ・キャリア開発プ
ログラム ・会計計画プログラム j ・運動やレクレーションプログ
ラム ・社会との接続プログラム ・アカデミック・アドバイジン
グ ・ポートフォリオ ・高年次プログラム 
継続と学業達成 
・学習スキル ・接続プログラム ・ピアメンタリング ・教員やス
タッフによるメンタリング ・補修 ・オリエンテーション ・アカ
デミック・アドバイジング ・奨学金 ・障がい者支援 ・保護者プ
ログラム ・保育支援 
出所：ACPA & NASPA（2004: 21-2）を参考に筆者編集。 
 
る各種経験・機会の創出に向けて大学教育の環境を整備していくことを表して
いる。 
このように様々な学生・学習支援サービスが充実することで正課教育と有機
的に結びついた重層的な大学教育が展開されるようになる。学生の学習に焦点
化した大学教育を展開する上では，正課教育と学生・学習支援はそれぞれ独立
した領域ではなく，相互に重なり合い，かつ継続的な取組みを行う必要があ
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る。このような傾向の中で，米国ではとりわけ学生・学習支援におけるアカデ
ミック・アドバイジングの取組みがその価値を高めてきた。 
アカデミック・アドバイジングとは全学生を対象に，①カリキュラム，コー
ス，専攻，卒業必須条件等の履修情報の提供，②学生の将来目標の決定に関連
する職業，資格等のキャリアに関わる情報の提供，③学生が抱えている個人的
な課題に対して，それぞれの状況に即した助言や対応の実施を特徴とし，学生
の学習と人間形成的な側面を含めた支援であり，教員による学習内容・方法に
限定されたアドバイスとは異なるものとされる（清水 2015: 8）。この取組み
は NASPA や ACPA に代表される学生支援に関する専門職団体や，さらには
アカデミック・アドバイジングの専門職団体である National Academic 
Advising Association（NACADA: 全国アカデミック・アドバイジング協会）5)
が牽引する形で各大学教育実践へと展開され，アドバイジングを継続的に実施
するための組織や専任のアドバイザーが質の高い大学教育を構成する上での重
要な要素として位置づけられている。 
このアカデミック・アドバイジングは「学習者中心主義」の理念と親和性が
あり，アドバイジングの主体（アドバイザー）と客体（学生）とが双方向的な
関係を構築することが前提とされている。アカデミック・アドバイジングはも
ともと学生自身が必要とする資源を最大限に活用し，学習，キャリア，個人の
目的達成を支援するものとされ（Winston & et al 1984），何より学生の課題
を尊重し，主体と客体との間で積極的な関係を構築し双方向的なパートナーシ
ップを重視するものである（O’Banion 1994）。その際，アドバイジングに関
する責任は主体だけでなく，客体である学生双方が負っているという認識のも
と実施される取組みである（Frost 2000）。このような理論のもと，アカデミ
ック・アドバイジングは教育と学習のプロセスであり，それが学生の学習に影
響を与えることを示した研究は少なくない（Melander 2002; Hemwall & 
Trachte 2005; Martin 2007）。 
さらに，White（2000）はアカデミック・アドバイジングのミッションを，
大学全体のミッション設定の次点に位置づけ，その目標として，①適切な教育
計画の開発，②キャリア・人生目標の明確化，③適切なコースや他の教育経験
の選択，④所属大学の必修要件の解釈，⑤学位取得に対する学生の取組みの評
価，⑥学生の学習を向上させるために利用可能な施設設備の情報提供，⑦意思
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決定能力の向上，⑧学生を自律した学習者にすること，⑨学生のニーズ，経歴
等のデータ収集とこれらを活用した機関による意思決定を掲げている。実際に
昨今のアカデミック・アドバイジングは単なる学生へのサービスではなく，大
学教育における教育・学習プロセスのひとつとして明確に位置しており
（Thurmond & Nutt 2009），学生・学習支援機能が大学教育の構成要素の一
角を占めることを的確に表している。 
 
（3）学生の成長・学習成果を捉える視点 
大学教育において学生がどのように成長するのかという関心は，「学習パラ
ダイム」への転換と「学習者中心主義」の拡がりとともに高まりを見せてい
く。この傾向を別の角度から捉え直すのであれば，正課教育と学生・学習支援
が一体となって展開される大学教育が育成を目指す学生像に輪郭を与えるとい
うことでもある。しかしながら，大学教育において学生の成長を考慮する際そ
の範囲は極めて広範に渡るようになり，逆に捉えどころのない学生像になりか
ねない課題を有することも確かである。それ故，学生の成長自体をどのように
位置づけ捉えるのかという視点が重要となる。 
学生の成長を捉える上で，理論的な前提となっている『Student 
Development in College（大学における学生の成長）』（Evans & et al 2009）
を押さえておくことは重要であろう。これは，大学教育において学生の成長を
捉えるためのハンドブックとして，包括的な人格的成長理論を含めて示したも
のである（金子 2013; 河井 2014b）。本ハンドブックに記載された各種理論
の関係を整理した河井（2014b）によれば，学生の成長理論は，①3 つの側面
—ⅰ）認知的・認識論的成長における知識の捉え方，ⅱ）知識を支える状況の
捉え方，ⅲ）知識構成過程への関与のあり方の相互浸透，②認知的・認識論的
成長と対自的・対人的（対他的）成長との相互浸透，③理論形式における構成
的構造論として理解できるとした。つまり，様々な対象との関係性を核に学生
の成長を捉える観点は創出されることを示しているが，「発達・成長の一般理
論」と「学生・大学教育に根差した理論」の相互作用によって学生の成長が位
置づけられていることを示している。 
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図 1-1 大学教育と学生の成長の関係性 
出所：金子（2012: 212）「図 1 学習とその成果」より。 
 
あわせて，金子（2012）は学生の成長は学生自身の主体的な働きかけにも
左右されることにも言及し，正課内外問わず広い構図の中で捉えるべきとした
上で，図 1-1 の関係性を示している。さらにここでいう「専門知識」「汎用能  
力」「自己認識」はいずれも 3 つの要因から構成され，「専門知識」は①具
体的知識，②理解と応用，③分析，総合，評価によって，「汎用能力」は①基
礎スキル，②社会スキル，③批判的・論理的思考力によって，「自己認識」は
①自己・社会把握，②意味づけ，③目的・一貫性によって成立している。  
 このような大学教育における正課内外の経験を通じて学生が身につける知識
やスキル，態度等をまとめて「Learning Outcomes（ラーニング・アウトカム
ズ：学習成果）」と称されるが，厳密には「学習者が一定期間の学習を終了し
た時に，知り，理解し，できるようになることが期待されることについて表明
されたもの」とされる（Moon 2002）。あくまで学習の主体は学生であり，
教員をはじめとした大学の構成員は学習の過程も結果も統制することは困難で
あることから，望ましい方向性を示す「期待」という表現が用いられている。
さらには，「一連の学習プロセスを完了した後に学習者が知っていること，理
解していること，または行動等によって明らかに示せることについてのステー
トメント」であり，「学習者が保持するコンピテンスの水準として表される」
ものとしても定義される（Gonzalez & Wagenaar 2008）。つまり，この「ラ
ーニング・アウトカムズ」は平たくいえば，学生ができるようになることを明
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確に示すことであり，それにもとづいて大学教育のあり方（教育目標，カリキ
ュラム，評価等）を再検討させるだけの影響力を有するものであるといえる。 
 その具体例を米国の動向から確認するのであれば，2007 年に Association of 
American Colleges and Universities（AAC&U: 全米カレッジ・大学協会）が
提唱した『College Learning for the New Global Century: A Report from the 
National Leadership Council for Liberal Education & America’s Promise（新た
なグローバル時代における大学の学習）』（AAC&U 2007）における「The 
Essential Learning Outcomes（本質的な学習成果）」の内容が重要である。こ
れは大学教育の評価が卒業率等といった量的側面だけでなく，個々の学生の学
習・成長に焦点化した質的側面をも含んでなされる必要があることを，これま
での大学教育の反省にもとづき批判的に検討されたものである。その中で，全
学生が大学教育において獲得すべき「ラーニング・アウトカムズ」として明文
化したものが表 1-5 である。 
この特徴は，汎用的能力とされる批判的思考力や問題解決力等の認知的成長
に関わる側面と，倫理的な思考や市民性といった認識論的成長に関わる側面の
両方から構成されていることである。つまり，「大学教育の全分野を横断する
必要不可欠な目的と成果」として形作られたものであり，大学教育―特に学士
課程教育におけるフレームワークとして位置づいている。さらに AAC&U
は，「本質的な学習成果」を示したプロジェクト「Liberal Education & 
America’s Promise（LEAP）」の一環である「Valied Assessment of Learning 
in Undergraduate Education（VALUE: 学士課程教育における学習の効果的な
測定）」プロジェクトにおいて，学習の質を評価することを目的とした
VALUE ルーブリック 6)の開発に着手した。VALUE ルーブリックは学位取得
の達成に対して期待される学習のパフォーマンスの質を評価するものであり，
標準化とは異なる共通のスタンダードを創出する手段である。ここで示された
15 領域は，①探求と分析，②批判的思考力，③創造的思考，④文章コミュニ
ケーション，⑤口頭コミュニケーション，⑥読解，⑦数値リテラシー，⑧情報
リテラシー，⑨チームワーク，⑩問題解決，⑪地域社会・国際理解と市民参
加，⑫異文化理解と対応力，⑬倫理的思考，⑭生涯学習の基礎と技術，学習の
統合と応用であり，「本質的な学習成果」との対応関係を確認することができ
る。 
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表 1-5 「本質的な学習成果」 
変化の激しい 21 世紀の社会に参画していくために，学校教育を経て，高等教育機関のレベ
ルで継続的に獲得が目指される力： 
●人類の文化と物理・自然界に関する知識 
・科学と数学，社会科学，人文学，歴史学，言語学，そして芸術に関する学習を通じて獲
得する 
⇒現代的で，普遍的な大きな課題に取り組むことに焦点化するべきである。 
●知的かつ実践的なスキル（以下を含む） 
 ・探求と分析 
 ・批判的，創造的思考力 
 ・文章と口頭によるコミュニケーション 
 ・計量的リテラシー 
 ・情報リテラシー 
 ・協働と問題解決力 
⇒カリキュラム全体を通じて，より困難な課題やプロジェクトに対して，一層高度な水準で
これらのスキルは実践されなければならない。 
●人として，そして社会的な責任（以下を含む） 
 ・地域市民，世界市民として求められる知性や振る舞い 
 ・異文化に関する理解とコンピテンス 
 ・倫理的な思考 
 ・生涯学習のための基盤とスキル 
⇒多様なコミュニティへの積極的参画と現実世界の課題に対する取組みに関与しなければ
ならない。 
●統合的な学習（以下を含む） 
 ・一般教育と専門教育での学習を通して，より高度な統合を達成させる 
⇒新しい状況や，複雑な課題に対して，知識とスキルと責任を用いることによって実現され
る。 
出所：AAC&U（2007: 12），川嶋（2008: 182）より筆者編集。 
 
 日本においても VALUE ルーブリックに対する分析的な研究が確認できる
（笠原 2011; 森 2011a，2011b，2012; 吉田 2011a，2012; 松下 2012; 山岸 
2014）。松下（2012: 83）によれば，パフォーマンス評価といっても①標準化
を志向するものと，②標準化を否定するものの 2 つの方向に分化しつつある
という。VALUE ルーブリックは後者に該当するものであり，その特徴はそれ
ぞれの大学が独自のパフォーマンス課題を設定し，フレームワークを共有しつ
つも各大学の固有性に応じて評価基準を作成し得る点にある。一方で，標準化
志向の方策は統一された諸条件のもとパフォーマンス課題を大規模な標準テス
トの形式で提供し，同一の評価基準で評価を実施する。学習成果に関する説明
責任を大学に果たさせるための最も適切な手段として標準テストは社会的に位
置づけられてきたが（山岸 2014: 25），AAC&U によるルーブリックの開発
は，学習成果の数値的提示への動きへの反作用 7)のようなものであることも指
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摘されている（森 2012; 115）。山岸（2014）によれば，VALUE ルーブリッ
クには①機関単位の比較評価が実施される可能性を低める役割と，②リベラル
教育を基盤とした大学教育の刷新という 2 つの戦略的な役割が組み込まれて
いるという。実際に，学習成果を直接的に測定できる唯一の手段としての標準
テストの意義は認められるが（Shavelson 2010），各大学における文脈（環
境，学生の状況等）を考慮に入れた学生の学習成果の質を担保する視点も重要
である。学生の成長や学習成果を適切に捉えるためには，量的指標によって一
義的に分析するだけではなく，多層的でかつ柔軟性のある手法の組み合わせが
求められるようになってきていると理解することができよう。  
以上の動向からも明らかな通り，「ラーニング・アウトカムズ」は大学教育
の再構築に資する重要な枠組みであると同時に，大学教育の責任を明確に求
め，その改善を実践的に促し得る考え方であることも認識しておく必要があろ
う。求められる「ラーニング・アウトカムズ」は認知的側面から認識論的側面
まで領域的にも広く，かつ質的にも深いもので，それをいかに評価し得るかと
いう点に関しては，依然として議論の途上であることは確かである。しかしな
がら，直接的・間接的どちらのアプローチも学生の成長と学習成果を適切に把
握するためには不可欠である。この議論は，いかにして学習成果を保証する大
学教育の質を高めるかという課題へと拡張し，高等教育全体のあり方を検討す
るための重要な要素として位置づいていく。 
                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                     
第 3 節 大学教育の質保証とそのアプローチ 
（1）質保証の多様化 
 大学教育の質保証に対する理解とアプローチは決して単純化できるものでは
ない。まずは，その状況を端的にあらわした以下の記述を確認したい。  
 
高等教育の質に関する一般的な定義はない。そのため当然のことなが
ら，それを評価する共通の評価基準もない。しかし，ボローニャプロセ
スの影響や，国際移動を前提とした学習内容や学位等の認証の共通化を
はかる必要性から，質保証は，共通の基準を定め関係者に情報を提供す
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る手段として重要性を増している。質保証の方法については統一の方向
にあることは明らかであり，また，グッドプラクティスの一般原則に関
する合意も進んでいる。ただし，各国はそれぞれ国内事情が異なるた
め，質保証には固有の目的がある。例えば，質の低い教育から消費者を
保護すること，教育水準を引き上げることである。質保証制度が確立さ
れれば，政府，学生，雇用者だけでなく，社会全体が高等教育機関や高
等教育プログラムについて情報を得ることができる。そうした情報によ
り，アカウンタビリティや透明性が高まり，政策立案者，教育機関の責
任者，学生，雇用者等は，十分な情報に基づいて決定を下せるようにな
る（OECD 教育研究革新センター・世界銀行 2008: 16，下線筆者）。 
 
 この記述からも明らかな通り，もともと質保証に関する議論は政治・経済・
文化のグローバル化とともに，世界的な競争的な高等教育市場において展開さ
れてきた（米澤 2008）。この世界的な潮流の中で，大学教育において国際的
通用性をいかに担保しうるかという観点から質保証は論じられる。それはつま
り，大学教育の成果を問う社会からのアカウンタビリティの要求といえる（山
田 2012）。それをいかにして成し遂げるのかという質保証制度は各国様々で
あるが，その方策にアプローチした研究は少なくない（山田 2009; 羽田ら 
2009; 深堀ら 2012; 大学評価・学位授与機構 2015 など）。本稿では質保証
の全体像を示すことはできないが，主にその理念と方向性に関して，輪郭を明
らかにしたい。 
 高等教育における「質」の捉え方として，①「卓越性」としての質：伝統的
な考え方，高い水準を超えている，②「完全性」あるいは「一貫性」としての
質：欠陥ゼロ，質文化の定着，③「目的適合性」としての質：顧客の要望・満
足，条件の充足，質の保証，④「投資に見合う価値」としての質：業績指標，
顧客検証，⑤「変換」としての質：参加者の成長・自律性向上，付加価値が示
されている（濱名ら 2013）。これらの中でも特に，③の認識にもとづいて昨
今の「質保証」体制は構築される傾向にあるといえよう。組織的なミッション
や目標が達成されているかを関心の中核に，米国を中心に大学教育の多様性を
担保する方策として展開されてきた「質」の捉え方である。これは高等教育が
マス・ユニバーサル段階にある国において位置づきやすく，あくまで各大学の
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教育の質の「水準」を評価するものであり，大学同士を比較したり優劣をつけ
たりするために用いられるものではない。 
教育の「質」と「水準」に関しては，英国の Quality Assurance Agency for 
Higher Education（QAA: 高等教育質保証機構）による「高等教育レビュー」
について分析している田中（2015: 22-3）の記述が明確である。それは「教育
の水準とは『各機関が個々に策定し，維持している学位や科目の水準』のこと
である。なお，各機関が定める教育の水準は『学位の枠組み』に記載されてい
る教育の『最低限の水準』を上回るべきものだと考えられている。教育の質と
は『学生が学位の水準を満たすために必要な学修機会の質』のことである。学
修機会の質を適切に保つためには，大学が優秀な教職員を雇用し施設設備（講
義室や図書館等）の利便性を高め，効果的な教育サービス（学修支援等）を提
供しなければならない。とはいえ，学修機会の質が十分に高くても，すべての
学生がその機会を有効に活用できるとは限らないため，教育の質が高くても，
教育の水準が低いままというケースも考えられる」といった内容である。  
 質保証における最大のインパクトは「外部質保証」であるといえよう。つま
り，大学の質保証の評価を第三者評価機関によって行う仕組みであるが，杉本
（2009）は代表的な「外部質保証」のアプローチを表 1-6 の通りに類型化し 
 
表 1-6 高等教育質保証の 4 類型 
アプローチ 特徴 
アクレディテーション 
ある機関や教育プログラムが一定の地位（例えば，活動許可
や助成金受給権）や適切さを有しているかについての決定や
再確認を行うための評価。あらかじめ設定された，教員資格・
研究活動・学生の受入れ・学習資源等に関するミニマムの基
準に則って行う。 
オーディット 
機関内部の質保証の取組や手続き（責任の所在，機関内の意
思疎通や調整作業等）の整備状況や効果についての点検。プ
ログラムレベルよりも機関レベルで実施されることが多い。 
アセスメント 
機関，教育プログラム，特定の構成要素の質の程度について
の測定。インプット・プロセス・アウトプットに関して機関
内外で設定された基準（ベンチマーク）に照らした質的・量
的測定が行われ，等級付けや合否判定を行うこともある。 
水準の外部点検 
（外部試験） 
学生の生み出す成果（学習成果・専門職としての能力）に基
づいて教育プログラムの学術的・専門的水準が適切なレベル
にあることを保証するための評価。セクター内や学問領域内
における水準の同等性を担保し，単位の累積・互換制度の整
備が可能となる。 
出所：杉本（2009: 5）より。 
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ている。評価の単位としても，①プログラム別評価，②分野別評価，③機関別
評価，④混合型に大別されるが，アプローチ方法と評価単位の多様な組み合わ
せによって各国独自の「質保証」体制を構築している。秦（2015: 10）はさら
に昨今の諸外国の質保証制度の動向を次のようにまとめている。それは①質保
証のプロセスから内容の重視（成果主義）へ，②プログラム評価から機関別･
混合型評価へ，③自己認証制度の設定，④評価の義務化，⑤政府の管理統制強
化，⑥中央集権型と非中央集権型の評価制度，⑦質保証機関の統合で，各国の
文脈に応じた方向性を選択的に洗練している状況といえる。  
国際的にも質保証の提言は活発に行われてきている。具体的には，ユネスコ
と OECD（経済協力開発機構）による『国境を越えて提供される高等教育の
質保証に関するガイドライン』（2005）や INQAAHE（高等教育質保証機関
国際ネットワーク）による『質保証の適正実施に関する指針』（2007），
APQN（アジア太平洋質保証ネットワーク）の『アジア太平洋地域のための高
等教育の質保証の原則（千葉原則）』（2008），ENQA による『欧州高等教
育圏における質保証の基準とガイドライン（ESG）』（2009）等である。中
でも『千葉原則』によって示された質保証原則の枠組みが日本のそれと親和性
があることから，内容を確認しておこう。枠組みの構造としては①内部質保証
と②質保証機関によって，③質の評価が行われるというものだ（秦 2015: 
38）。各項目の記載内容は次の通りである。 
 
＜①内部質保証＞ 
・質保証の文化が形成・定義・支援・普及されている 
・質保証が機関全体の目的・目標の一部として定められている 
・内部の質管理に関するシステム・方針・手順が適切である  
・教育プログラムや学位授与の承認・監視・見直しが定期的に行われている  
・継続的な質の向上に関する戦略が策定・実施されている  
・教員の質が維持されている 
・機関情報や教育プログラム・学位・成果等の最新情報が適切に公開されてい
る 
 
＜②質保証機関＞ 
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・独立性・自立性を保持し，評価結果が第三者の影響を受けない  
・理念・目的・目標が明文化されている 
・人材・財源が十分である 
・評価の方針・手順・報告書がすべて公表されている 
・評価の基準・方法・プロセス・判定基準・意見申立手順が明文化されている  
・活動内容やその効果等について定期的な検証が実施されている  
・海外の質保証機関等との連携協力が図られている 
・研究活動が実施され，情報提供や助言が行われている 
・上記の内容は，アクレディテーション，オーディット等の多様な評価に適用
できる 
 
＜③質の評価＞ 
・機関別またはプログラム別に質保証活動が周期的に実施されている  
・評価基準の策定過程に利害関係者が関与している 
・評価基準が公開され，一貫性を保持している 
・評価者の利益相反が生じないよう公式手順が適切に定められている 
・以下の基本手順を含んでいる 
 1．自己評価 
 2．評価者による評価及び訪問調査 
 3．判定結果及び提言を示した報告書の公表 
 4．提言に基づく取組状況を評価するためのフォローアップ  
・意見申立てが可能である 
・上記の内容は，機関別，プログラム別またはこれらの複合型の形態に適用で
きる 
 
特筆すべきは，「内部質保証」を前提に「質保証」体制を論じている点であ
る。同様の傾向は上述の QAA，ESG 等にも確認することができる。野田ら
（2010）によれば，高等教育の質保証システムを考える場合，大きく①高等
教育のガバナンスのあり方を規定する法規範による質保証制度のレベルと，②
個別機関の内部質保証メカニズムを構成するサブシステムのレベルに分けられ
るという。本研究における質保証の射程は主に後者であり，組織内部における
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質保証のサイクルをいかに構築するのかという点が論点となる。しかしなが
ら，「内部質保証」の動きもより大きな文脈である「外部質保証」の影響を強
く受けていることはいうまでもなく，大学教育全体の質保証は両者の相互作用
によって展開されていると理解する必要がある。各国の質保証システムは，
様々なアプローチが多様に構造化されたものであり，それ故，質保証システム
に作用する同一要因がそれぞれ異なるインパクトと異なる対応を生み出し，有
効性にも差異をもたらしているともいわれるように（羽田 2004: 12），画一
的にではなく，各種文脈に応じて質保証を捉える視点が実質的な質保証を求め
る上では必要不可欠になってくるといえる。 
 
（2）ラーニング・アウトカムズ重視の方向性の影響 
「ラーニング・アウトカムズ」の台頭に関しては前節で示した通りではある
が，ここでは質保証との関連で捉え直していきたい。グローバル化に伴う大学
教育の国際的通用性の担保が質保証が求められる背景の一つであることは既述
したが，あわせて前節において示した大学のユニバーサル化による学生像の多
様化によって，学習成果の質・水準に対する関心が高まってきたことも強く影
響している。さらに飯吉（2011: 274）は，これらに加えて「21 世紀社会・世
界という新時代への対応意識」を要因として位置づけている。  
 実際に現代社会は「VUCA」8)と称され，不安定で不確実性が高く，複雑か
つ曖昧な事象と対峙し続けなければならない時代とされる（Fable & et al 
2015）。技術革新が著しく進行する時代において，これまで「正しい」とさ
れてきたことが必ずしもそうとはいえない風潮が醸成されつつある。変動的な
要素が増え続ける中で，それらと柔軟に向き合っていくことが必要とされる社
会構造へと確実に変化してきている現状といえよう。このような社会変動の過
程で，社会が求める人材像も多様かつ複雑なものへと変化し，各分野で示され
る資質・能力も高度化してきている（本田 2005; 飯吉 2009; 松下 2010; 松
尾 2015; 国立教育政策研究所 2016 など）。世界的な資質・能力の枠組みと
特徴を示したのが表 1-7 である。主に①基礎的リテラシー，②認知スキル，③
社会スキルという 3 つの側面から構成されている点が共通している。 
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表 1-7 世界で提唱される資質・能力の枠組み 
 
出所：国立教育政策研究所（2016: 24）より筆者編集。 
 
最近ではキーコンピテンシーを提唱した OECD がその後継にあたる
「OECD Education 2030」として「Learning Compass」という新しいフレー
ムワークを構築しつつある。これは，①Knowledge，②Skills，③Attitudes & 
Values の３領域から構成されているが，特にこれまでの資質・能力の議論で
はそれほど焦点化されてこなかった態度・価値といった「人格特性」に対する
比重が増した点が特徴である。さらに，現時点における資質・能力概念を包括
した研究として，松下（2016）は国内外で様々に議論されている資質・能力
概念を①＜育成すべき資質・能力に包摂される個人の属性＞として知識
（knowing）・能力（doing）・資質（being）の 3 次元，②＜資質・能力を育
てる関係性＞として対象世界・他者・自己との関係の 3 軸に整理し，それに
③省察性を加えた資質・能力の「3・3・1 モデル」を提唱している。 
各種教育機関で展開される教育実践は「コンテンツ」を中心とした教育から
「コンピテンシー」を基盤とした教育へと変容を見せ，さらに今後は
「OECD Education 2030」に見られるように，「バリュー」の側面も無視で
きない状況にある。具体的な方向性としては，「3・3・1 モデル」で示される 
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ような多次元・多軸の資質・能力の育成を目指した教育実践開発や，その質と
水準を担保する質保証が重要となることは明らかである。  
このような資質・能力論の台頭に伴い，質保証の観点も「ラーニング・アウ
トカムズ」に重点化する傾向が表れている。川嶋（2010）によれば，高等教
育の質保証は大学の潜在的能力の指標としての「インプット」「プロセス」を
評価する段階から，大学の質の間接的な指標としての「アウトプット」，そし
て大学の能力を活用した質（＝有効性）の直接的な指標としての「アウトカム
ズ」の把握へと進んでいるという（図 1-2）9)。「アウトプット」と「アウト
カムズ」が外部機関による認証評価の対象となるものであり，特に「アウトカ
ムズ」を適切に評価できるかが昨今の質保証の主要な課題といえる。現在「ア
ウトカムズ」は大学教育の社会に向けた「Accountability（説明責任））を果
たす上で欠かせない要素として位置づいている。 
 「ラーニング・アウトカムズ」への焦点化は，大学教育実践に変化を要請す
る。「ラーニング・アウトカムズ」として能力概念を規定し，それを質保証の
名の下に評価することは重要であるが，より検討しなければならない課題は，
規定された様々な資質・能力を形成する教育実践のあり方であることが指摘さ
れている（松下 2010; 飯吉 2011）。 
世界的にいち早く「ラーニング・アウトカムズ」を質保証の要素として位置
づけたといえる米国では，展開される教育実践の「質」に対する言及が積極的
になされてきた（Ewell & Jones 1996; Kuh 2003, 2008 など）。Ewell ら
（1996）は学士課程教育の質の観点として，①組織文化，②質の高いカリキ
ュラム，③質の高いインストラクションの 3 領域において計 12 の観点を示し
ている。具体的には，①：高い期待，多様な才能と学習スタイルの尊重，初年
次の学業，②：学習における首尾一貫性，経験の統合，学修したスキルの実  
 
 
図 1-2 高等教育の「質」の変遷と質保証の対応関係 
出所：川嶋（2010: 8）より筆者作成。 
設置審査 認証評価 
インプット プロセス アウトプット アウトカムズ
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践，教育と経験の統合，③：アクティブ・ラーニング，アセスメントと即時フ
ィードバック，協働，課題に向けた適切な時間，授業外での所属学部との関与
である。さらに，Kuh（2008）は先述の AAC&U の LEAP プロジェクトの一
環で，効果的な教育実践の 10 形態として，①初年次セミナーと初年次での経
験，②知の共通経験，③学習共同体，④ライティングに関するインテンシブコ
ース，⑤協働課題やプロジェクト，⑥学士課程における研究，⑦多様性とグロ
ーバル理解，⑧サービス・ラーニング，⑨インターンシップ，キャップストー
ンコースとプロジェクトを明らかにしている。 
 これらの動向から理解できることは，正課教育の改革・改善とともに，正課
外における各種プログラム等といった準カリキュラムに位置づけられる教育実
践が展開されていることである。つまり，機関レベルの「ラーニング・アウト
カムズ」だけではなく，各種プログラムレベルを含んだ「ラーニング・アウト
カムズ」のアセスメントが大学教育実践において重視されるようになってきた
ということだ（Kuh & Ewell 2010）。これは大学教育全体といったマクロの質
保証もさることながら，個別のプログラム単位でのミクロの質保証の重要性を
示唆している。松下（2010）はコンピテンシーのアプローチとして，①要素
的・脱文脈的アプローチと②統合的・文脈的アプローチを挙げているが，大学
教育実践の「質」を適切に把握しようとした場合，コンピテンシーを個別の能
力要素に分割して捉える前者よりも，各取組み同士の相互作用のもと統合的に
捉えようとする後者の立場が現実的である。だからこそ，よりミクロのレベル
での教育実践の質保証を実質化させ，その総体として機関レベルの質保証がな
されるという発想が重要といえよう。言い換えれば，「ラーニング・アウトカ
ムズ」の到達度を重視する立場と，取組み過程を重視する立場の違いでもある
が，昨今の質保証は「内部質保証」重視の傾向からも明らかな通り，各大学の
独自性にも配慮して後者の実質化を促進する流れにあるといえる。それ故，質
保証の文脈においてたとえ「ラーニング・アウトカムズ」のインパクトが大き
いとしても，それは到達度といった結果だけで評価されるものでは決してな
く，大学の理念や教育目標にもとづいた教育・学習プロセスそれ自体を評価す
ることに価値が見出されていることを理解しておかなくてはならない。 
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（3）日本における内部質保証システム構築の促進 
日本においても「内部質保証」重視の傾向が強まっている。日本では 2004
年に認証評価（機関別認証評価）10)が導入された。高等教育機関は 7 年以内ご
とに認証評価を受けることを義務付けられ，現在第 2 サイクルを終えようと
している段階であるが，この第 2 サイクルにおいて評価基準として重点的に
設定されたのが「内部質保証」である。『教育の内部質保証に関するガイドラ
イン』（大学改革支援・学位授与機構 2017）では，「教育の内部質保証」を
「大学の教育研究活動の質や学生の学修成果の水準等を自ら継続的に保証する
こと」と定義している。さらに，それを実現するための学内の仕組みを「内部
質保証システム」として位置づけ，構成要素として下記 6 点を示している
（下線筆者）。 
 
①教育の内部質保証に関する方針と体制 
 大学が教育研究活動の質と学生の学修成果の水準等を保証し，継続的に改
善・向上を行うための枠組みとして，質保証の方針や体制を定めている。  
②教育プログラムの点検・評価（モニタリングとレビュー）  
 教育研究活動の質や学生の学修成果の水準等を保証し，継続的に改善・向上
を行うために，教育プログラム等の毎年の点検（モニタリング）や定期的
な点検・評価（プログラム・レビュー）を行っている。 
③教育プログラムの新設等の学内承認 
 新たな教育プログラムの設置において，その質を保証するための学内承認の
仕組みを定め，行っている。 
④教職員の能力の保証と開発 
 教育研究活動を担う教員と教育支援及び学生の学修支援業務にあたる教職員
の能力を保証し，育成・能力向上をするための方策を継続的に行ってい
る。 
⑤学修環境・学生支援の点検・評価 
 学生が学修を行う施設・設備や資源等の学修環境，ならびに学生の学修等の
相談・助言等の学生支援の施策の状況について，継続的な改善・向上を行
うために，点検・評価を行っている。 
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⑥大学や学部・研究科の教育研究活動の有効性の検証 
 大学や学部・研究科の使命や目的を実現するため，上記の点検・評価の結果
を総合し，また必要に応じて全学のテーマ別の点検・評価を行うこと等に
より，大学や学部・研究科の教育研究活動がその使命や目的に照らして適
切に行われ，成果を上げていることを検証している。 
 
 上記内容より本ガイドラインで示している内部質保証システムの特徴を抽出
するのであれば，①学生が体系的に学修するために教育プログラムを質保証の
原則的な単位とすること，②教育プログラムの有効性を教員らが主体的かつ定
期的に確認する改善システムを整備すること，③教育プログラムの質保証を中
心に各種質保証を総合的に実施することで，大学教育全体の有効性を確認する
ことといえる。 
 加えて，「内部質保証」の価値は法的側面からも高められている（前田 
2017）。2016 年の学校教育法施行規則の改正によって，認証評価対象項目に
①卒業の認定に関する方針，教育課程の編成及び実施に関する方針並びに入学
者受け入れの方針に関すること，②教育研究活動等の改善を継続的に行う仕組
みに関することが追加された。前者は所謂「3 ポリシー（ディプロマポリシ
ー，カリキュラムポリシー，アドミッションポリシー）」11)のことで，これら
の設定が義務化されることにより，質保証の実質化が目指されている。しかも
その内容は，従来までの抽象的かつ観念的なものから，学習成果を中心とした
大学教育において育てたい学生像の設定へと変化し，理念の具体性が求められ
ている。そして後者が「内部質保証システム」のことであり，法的にも義務づ
けられた方向性であることが理解できる。 
しかしながら，前田（2017: 12）が日本における内部質保証重視の動向に対
して，「必要なのは，大学内の評価に関わる体制をどう変えるかということだ
けではない。長らく設置認可によって質の維持を図ってきた日本の大学が，認
証評価制度の導入後，認証評価の義務履行のプロセスとして実施してきたとも
いえる『自己点検・評価』から，自らの大学の質を高めるための自立的な『内
部質保証』へと切り替えるために必要なのは，大学の構成員の根本的な意識改
革ではないだろうか」という見解を示している通り，「内部質保証」を実質化
していくプロセスにはいまだ課題は多い。つまり，制度としての外圧的なイン
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センティブによって促進していた質保証から，各大学がいかに教育プログラム
の改善を継続的かつ自立的に行えるシステムを構築できるかに質保証の主要な
課題は移行しつつあるということである。 
最後に，これまでの内容を包括する「質保証」体制の具体的なモデルとして
川嶋（2008: 188）による概念図を示しておこう（図 1-3）。これは「ラーニ
ング・アウトカムズ」を重視した際のカリキュラムやアセスメント，その他要
因との構造を表したものである。これは「ラーニング・アウトカムズ」にもと
づいて逆算的に設計されるカリキュラムと，その実践の効果を検証するための
アセスメントを軸に構造化され，「内部質保証」の要素であるファカルティ・
ディベロップメントとの一体的かつ継続的な取組みにおいて，大学教育の改善
を促進していくものである。あくまで本モデルは機関全体のサイクルとして描
かれているが，この構造自体は教育プログラム単位での「内部質保証システ  
 
 
図 1-3 「質保証」体制の概念図の一例 
出所：川嶋（2008: 188）より。 
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ム」のあり方にも十分当てはまるものである。つまり，①教育目標としての
「ラーニング・アウトカムズ」を設定し，②それにもとづくカリキュラムを設
計し，③実践の効果を検証するためにアセスメントを実施し，④それらの結果
からカリキュラムを改善・再構築するという，設計と評価の一体的なサイクル
によって大学教育の改善を促進し続ける仕組みこそが「内部質保証システム」
であるといえよう。 
 
註 
1）CASTL プログラムは①スカラーズ・プログラム，②キャンパス・プログラ
ム，③学協会プログラムに大別される（吉良 2010: 99）。 
2）この 10 の方法とは，①研究に基づく学習を標準とする，②探求に基づく初
年次教育を構成する，③初年次グループを構成する，④学際的教育に対する
バリアを除く，⑤コミュニケーション能力とコースワークをリンクさせる，
⑥情報技術（IT）を創造的に利用する，⑦最終年次にはキャップストーン経
験を通して学問を修めさせる，⑧大学院生を教員見習いとして育てる，⑨教
員の報酬システムを変える，⑩コミュニティの意識を育てる（中島  2008: 
174）。 
3）河井（2014a: 20）によれば，「関与理論は大学教育の効果を捉える指標と
して，インプット基準やファカルティによって学生の学習や成長を捉えよう
とする代理指標ではなく，学生に直接フォーカスする必要性を指摘する意味
があった」とされている。 
4）NASPA のビジョンは「学生担当業務に関する管理運営，政策，実践の指導
的代弁者として，学生担当部署が学生の全人的な教育を施し，学生生活と学
習の統合に関わっていくことを支援する」ことであり，「学生の経験に責任
の一端を担う学生担当職員に対して専門職開発と提言を提供する」ことをミ
ッションとする。一方，ACPA のビジョンは「大学生の学習を促進するため
に，アウトリーチ，提言，研究，専門職開発を提供することで学生担当職と
高等教育コミュニティを牽引する」ことで，「学生担当職と高等教育コミュ
ニティのための，政策，実践，プログラムに資する知識の創造と普及を通じ
て，大学生の学習を支え促進する」ことをミッションとする（中井ら  2007: 
172）。 
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5）NACADA は他機関との連携やアカデミック・アドバイジングに関する研究，
アドバイジングの担い手への情報提供等の活動を行っている（清水  2015: 
38）。 
6）松下（2012: 82-3）によれば，「ルーブリックとは，パフォーマンス（作品
や実演）の質を評価するために用いられる評価基準のことであり，一つ以上
の基準（次元）とそれについての数値的な尺度，および，尺度の中身を説明
する記述語からな」り，さらにルーブリックはいくつかのタイプに分けられ，
（a）構造：基準を複数設定して分析的に評価する「分析的ルーブリック
（analytic rubric）」か，基準を複数に分けずに全体的に評価する「全体的ル
ーブリック（holistic rubric）」か，（b）スコープ：ある領域で一般的に適用
できる「一般的ルーブリック（generic rubric）」か，当該課題だけに適用さ
れる「課題特殊的ルーブリック（task-specific rubric）」か，（c）スパン：
複数年にまたがって使われる「長期的ルーブリック（longitudinal rubric）」
か，短期間あるいはスナップショット的に使われる採点用ルーブリックかな
どである。 
7）森（2012: 115）は VALUE プロジェクトを主導したローズ博士の文言を紹
介している。「学生の学びに対する高等教育機関の説明責任が重くなるいっ
ぽうで，指標として使われてきたのは『学生が退学しない率』と『卒業率』
というごく単純な数値だった。これらの数値は高等教育の重要な側面を表し
ているが，しかしそれよりも，学生が実際に大学の提供する教育内容を学ん
でいるということが重要なのであり，かつその学びの質が高いことが重要な
のである。そして政治家や，一部の高等教育界の有識者たちは学生に標準化
テストを受験させることでかれらの学びの質を測ろうとしてきた。実際には
多くの大学が，限られた数の学生の入学時と卒業直前のテストの点数に依拠
しており，そこから分かるものは単に２時点における少数の学生の静的な状
態でしかない。かつ，得られた点数が学生や教員によって活用されることは
（あるいはかれらに報告されることも）まれである。標準化テストから得ら
れる情報は多くはなく，教授法やカリキュラム改革に反映される要素や教授
と学習の質の向上に貢献するような要素も少ない。戦略としては望み薄であ
る。」 
8）Volatility（変動性），Uncertainty（不確実性），Complexity（複雑性），
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Ambiguity（曖昧性）の頭文字をとった略語。もともと 1990 年代後半に軍事
用語として用いられ，昨今ではビジネス用語としても浸透しているキーワー
ドである。 
9）各指標は「インプット：学生の背景（入学試験の成績，性別など）教員の背
景（保有学位，年齢など），教育資源（蔵書数，PC 数など）」，「プロセス：
大学が提供する教育プログラム・各種サービスなど，教員の教育負担・クラ
スサイズなど，教育理念・学則・管理運営体制など」，「アウトプット：学
生の成績・卒業率・就職率など，論文数・FD 活動・授業回数など，利用可能
な諸資源のデータ・FD への参加率など」，「アウトカムズ：学生が身につ
けた知識やスキル・態度・価値観など，論文引用数（インパクト）・教員の
能力改善など，学生の学習と成長・成功など」を示す。 
10）代表的な大学機関別認証評価機関は，①大学基準協会，②日本高等教育評
価機構，③大学評価・学位授与機構（2016 年度より大学改革支援・学位授与
機構）である。 
11）「ディプロマ・ポリシー」とは，各大学，学部・学科等の教育理念に基づ
き，どのような力を身につけた者に卒業を認定し，学位を授与するのかを定
める基本的な方針であり，学生の学修成果の目標となるもの。「カリキュラ
ム・ポリシー」とは，ディプロマ・ポリシーの達成のために，どのような教
育課程を編成し，どのような教育内容・方法を実施し，学修成果をどのよう
に評価するのかを定める基本的な方針。「アドミッション・ポリシー」とは
ディプロマ・ポリシー，カリキュラム・ポリシーを踏まえ，どのように入学
者を受け入れるかを定める基本的な方針であり，受け入れる学生に求める学
習成果（「学力の 3 要素」についてどのような成果を求めるか）を示すもの。 
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第 2 章 日本の学生参画型支援プログラムの政策的意義 
本章では，日本の大学教育における学生参画型支援プログラムが高等教育政
策の中でどのように位置づけられてきたのかを論じる。第 1 節では TA 制度に
着目し，大学教育における TA 制度の目的とその変遷，加えて日本の TA 制度
が有する諸課題について明らかにする。第 2 節では TA 制度以外の文脈から学
生参画型の取組みがいかに政策的に奨励されてきたのかについて検討してい
く。特に学生・学習支援の領域において「学生の力」が導入されていく背景と
その過程を詳述する。 
 
第 1 節 TA 制度の運用と課題 
（1）TA 制度の展開過程 
ティーチング・アシスタント（TA）制度は，「優秀な大学院生に対し，教
育的配慮の下に教育補助業務を行わせ，学部教育におけるきめ細かい指導の実
現や大学院学生ガ将来教員・研究者になるためのトレーニングの機会の提供を
図るとともに，これに対する手当支給により，大学院学生の処遇の改善の一助
とする」ことを目的として導入された制度である（文部省 1997）。 
TA 活用に関する政策的な提言は 1988 年の臨時教育審議会第二次答申にま
でさかのぼる。ここでは，大学院生に「研修的雇用の場を与え，大学院生生活
の活性化を図る」ことを第一義に，TA 制度導入に向けての方向付けがなされ
た。実際に大学教育現場に対して影響力を有した答申は，1991 年の大学教育
審議会答申『平成 5 年度以降の高等教育の計画的整備について』と『大学院
の整備充実について』である。前者では，高等教育機関の教育機能を発揮する
ために，ファカルティ・ディベロプメントを通じた教員の教育指導力の向上を
求め，その延長として TA の意義が認められている。ここでは TA の主な役割
を①教員の教育活動の補助と，②学生に対するきめ細かな指導としているが，
あわせて大学院において教授方法の授業科目設置等の工夫についても言及して
いる点が特徴である。そして，後者の答申では，TA 制度の効用として①学部
教育におけるきめ細かい指導の実現，②経済的措置による大学院生の処遇改善 
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表 2-1 TA 制度導入直後の TA の規定 
職務内容 
学部学生，修士課程学生に対する実験，実習，演習等の教育補助業
務 
職名 
常勤職員の 1 週間当たりの勤務時間の 4 分の 3 を超えない範囲内で
勤務する非常勤職員 
任用等 
・対象は原則として博士後期課程の優秀な学生であること 
・1 人当たりの雇用時間は月 40 時間（週 10 時間）以内を標準と
し，当該学生の研究指導，授業等に支障が生じないように配慮する
こと 
給与 
昭和 37 年 6 月 28 日付け文人給第 119 号「非常勤職員の給与につい
て」によりとり扱う。ただし，手当は時間給のみとし，他の給与は
支出しないこと 
出所：貝原（2011: 157）より。 
 
の 2 点が挙げられている。ここではリサーチ・アシスタント（RA）制度の導
入についても示されている。いずれの答申においても TA 制度導入に関わる具
体的な支援措置の検討を各大学に求めたのであった。つまり，大学側が制度
的・組織的な意味で TA 活用体制の具現化が積極的に求められたということで
ある。 
TA 制度導入直後の TA の身分等に関して，1992 年に文部省が国立大学に
TA 制度の設置を認めた通知の別添資料である「ティーチング・アシスタント
実施要領」では表 2-1 の通りに規定された（貝原 2011）。制度上は博士後期
課程学生を想定し，教育補助業務が職務内容として設定されていることがわか
る。任用の仕組みに関しても，非常勤職員の体系を準用する形で展開され，博
士後期課程学生の教育的な労働力の対価として給与が発生するという構造であ
ったことが理解できる。 
 そして，1996 年には大学審議会報告『大学院の教育研究の質的向上に関す
る審議のまとめ』の中で TA への言及が 3 つの側面からなされている。一つ目
は，教育研究環境の改善の方策として TA 制度の導入を評価している点であ
る。具体的には TA や RA に関わる予算拡充策への言及である。二つ目は，学
生の経済的自立に係る側面であり，優れた学生が大学院へ進学し，安定的に勉
学に専念するには修学支援環境がいまだ不十分である点を問題視している。大
学院生の経済的負担軽減の具体的な方策として TA 制度や RA 制度の整備充実
に期待が述べられている。三つ目は，人材養成の観点である。TA 制度と RA
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制度の価値を上述の処遇改善の面だけではなく，むしろ学部・大学院の教育の
充実や，将来教員・研究者となる場合の訓練としての側面にフォーカスしてい
る。この意義を高めるために，担当教員が TA 等の職務について継続的かつ適
切な指導・助言を行う必要性を指摘している点が特徴的である。これ以降，
TA 制度導入時に色濃かった大学院生への経済的支援の側面における意義か
ら，大学の教育環境改善の側面と，将来の大学教員養成機能としての役割を期
待する側面が前面に打ち出されるようになることを押さえておきたい。  
2000 年になると，「廣中レポート」と称される文部省高等教育局医学教育
課による『大学における学生生活の充実方策について—学生の立場に立った大
学づくりを目指して—』や，教育改革国民会議報告『教育を変える 17 の提
案』において TA の役割が明確にされている。前者については次節で詳細を論
じるが，学生の大学生活の充実に向けての方策の一つとして TA が引き合いに
出されている。学生が大学の様々な取組みに参画することの意義を示す上で，
その一例である TA について言及している。後者に関しては，学生の学習姿勢
の改善や勉学を促す取組みの必要性について示した「大学にふさわしい学習を
促すシステムを導入する」という提案の中で，TA は次のように位置づけられ
ている。「学生が自らの位置付けを理解し，他者への思いやり，異質なものと
自分自身の理解を深めるための教養教育を充実する。社会奉仕活動への積極的
な参加を促すような学習システムを導入する。また，自ら調べ考えるよう，き
め細やかな授業を行うために少人数教育を推進する。大学院生等を学部学生の
学習指導などの教育補助業務に従事させる TA（ティーチング・アシスタン
ト）制度をさらに充実する。あわせて大学教員の教育力の向上を図る」という
記述からは，TA は学生の学習を促進するための重要な仕組みとして認識され
ていることがわかる。これらの方針の前提には，1998 年に出された大学審議
会答申『21 世紀の大学像と今後の改革方策について—競争的環境の中で個性
が輝く大学—』で示されている学生の能力・適性の多様化や，それに伴う教育
目的・内容・方法等の見直しといった要因も関係している。  
さらに 2002 年には，中央教育審議会答申『新しい時代における教養教育の
在り方について』が出され，大学の教養教育におけるカリキュラム改革や指導
方法の改善の文脈で，新入生への導入教育やガイダンス，オフィスアワーの設
定等と併記される形で TA の言及がなされた。特にここでは「TA 等を活用し
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たチューター制度の導入」を推進しており，学生一人ひとりの個に応じた教
育・指導体制の構築の文脈で TA を位置づけている。そして 2008 年の中央教
育審議会答申『学士課程教育の構築に向けて』（学士課程答申）においては，
教育方法の改善策として，TA の積極的な活用による双方向型の学習と少人数
指導の推進が謳われている。具体的にはディスカッションや討論への TA の参
画，授業外の学習支援等 TA の役割を拡大することが明示されている。加えて
スチューデント・アシスタント（SA）として優秀な学部学生を活用すること
にも言及している点は特徴である。ただし，TA と SA の役割の違いに関して
はここでは明確にしていない。しかしながら，①TA 等の教育支援人材の大幅
な増加に向けた支援と，②TA 等の訓練に向けた取組みを支援すること 1)で各
分野での TA 等の積極的な活用に向けた環境整備を促すことを提示している点
は，これまでの答申等の記述と比較すると大学現場への強いメッセージである
と理解できる。 
また，TA 制度のもう一方の側面である「将来の大学教員養成機能」につい
ては，2005 年の中央教育審議会答申『新時代の大学院教育—国際的に魅力あ
る大学院教育の構築に向けて—』で直接的に示されている。ここでは大学院が
担うべき人材養成機能として，①創造性豊かな優れた研究・開発能力を持つ研
究者等の養成，②高度な専門的知識・能力を持つ高度専門職業人の養成，③確
かな教育能力と研究能力を兼ね備えた大学教員の養成，④知識基盤社会を多様
に支える高度で知的な素養のある人材の養成の 4 点を挙げ，特に③において
TA への期待が込められている。「これまで脆弱であった教育を担う者として
の自覚や意識の涵養と学生に対する教育方法等の在り方を学ぶ教育を提供する
こと」が大学に求められ，その具体的な策として TA 活動が挙げられたのであ
った。授業の実施方法や教材作成等に関して，大学院生に対する教育効果が期
待されている。加えて，TA や RA の活用を促進するための競争的研究資金の
拡充と推進について言及し，特に博士後期課程の大学院生の育成と修学上の支
援を手厚く行うことを求めている。 
以上，TA 制度の政策的な展開過程からは①教員の教育活動補助としての側
面，②大学院生への経済的支援としての側面，③大学教育の改善方策としての
側面，④将来の大学教員養成機会としての側面を確認することができる。いず
れの側面も TA 制度の構成要素であることには違いないが，大学教育の変遷と
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ともに各段階に応じて着目される側面が異なっている。TA 制度は①と②を必
要条件としながら，③と④における価値を高めてきたといえる。それは同時
に，TA の意義を③と④に見出す傾向が強まってきたということでもあり，質
保証重視の傾向と相まって，大学における教育資源のひとつとして TA をみな
す方向性と，TA として活動する大学院生に対する機関側の教育責任の方向性
とが混在した状況にあるということが明らかとなった。 
 
（2）日本的 TA 制度の課題 
 日本の TA 制度に関して，苅谷（2012: 102）は「TA 制度が，大学院生の財
政援助としての意味を第一とするのか，それとも，大学院生に教育の機会を与
えることを主眼にするのか，あるいは，新たな資源の導入による学部教育の改
善を中心目的とするのか，はたまた，専任教師の教育負担からの解放をめざす
のか，これらのいずれにより大きな力点を置くのかについて，十分な議論をつ
くす必要がある」と述べている。この背景には既述の政策過程からも明らかな
通り，必ずしも明確であるとはいえない TA 制度の目的と大学教育における位
置づけの曖昧さが存在している。日本における TA 研究は米国の TA 制度と比
較したものから，大学教育の現場における TA 制度の運用に関するものまで幅
広いが（子安ら 1996，1997; 前平ら 1997; 和賀 2002，2003; 瀬名波 2003;
宇田川 2005，2006，2007; 吉良 2005，2008; 吉田ら 2006; 北野 2006; 小
笠原ら 2006; 小笠原 2007; 貝原 2011; 苅谷 2012 など），それは一方で，
日本の TA 制度の捉え方が定まっていないことを示している。ここでは，これ
らの先行研究をもとに，日本型 TA 制度の課題を整理していく。 
 TA について概要を示している文部科学省 HP によると，「TA 制度と大学
教員の養成をめぐる課題について（参考）」の項目で，北野（2006）の研究
成果を参考として TA 制度の課題を次の 7 点に集約している。①TA 予算の増
額や採用枠の拡大，②TA 業務の明確化，③TA の給与や待遇面の改善，④TA
の資質向上を目的とした研修会等の実施，⑤TA 制度の評価システムの確立，
⑥大学全体の TA 制度を統括するシステムの構築，⑦TA 経験を大学教員に任
用する際の「教育業績」や「履歴」として評価することである。  
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 まず①について，TA に関する経費は文部科学省による「大学院高度化推進
特別経費」の中の「ティーチング・アシスタント経費」2)で賄われている。し
かしながら，制度上での規定と実際の運用との間には齟齬があり，TA 予算の
決定時期の遅さや配分額の少なさに対する課題が根強く存在している（吉田ら 
2006）。ただし，TA 制度の理念の根底にある「優秀な大学院生」に限定した
運用がなされているのかどうか，授業規模等により TA 配置の適切化を実施し
ているかどうかといった観点も考慮すると，TA 予算を増額すること自体が運
用の改善につながるとは一概に判断することはできない。  
 次に②は，TA 制度上厳格な規定はなく，各大学における TA 業務について
のガイドラインが活動の方向付けを担っている現状である。しかしながら，
TA を活用する教員の裁量で業務内容が決まってしまう実態があり，ガイドラ
インによって TA の業務範囲を規定することは難しい。日本大学文理学部のよ
うに TA 業務の禁止事項として，ⅰ）授業で使用する教材・資料作成と準備，
ⅱ）出欠の管理，ⅲ）教室内の秩序維持，ⅳ）授業の代講，ⅴ）学生の成績管
理，ⅵ）シラバスの作成を明示している大学もあるが（北野 2006），必ずし
もこのルールが他の大学に当てはまるわけではない 3)。実際に他大学のガイド
ラインからは，上記禁止事項の一部も TA の業務として位置づけられているこ
とが確認できる（筑波大学教養教育機構 2007; 北海道大学高等教育推進機構 
2011）。筑波大学のハンドブックでは，TA よりも上位の概念であるティーチ
ング・フェロー（TF）4)の立場を設定した上で，表 2-2 の通り業務内容を示し
ている。北海道大学のマニュアルにおいても，TA 業務を授業等の特徴別に 14
タイプ（一般教育演習，一般教育演習〔フィールド〕，講義，論文指導，情報
学，英語，英語Ⅱオンライン授業，英語 CALL 授業，初習外国語，文系基礎
科目，心理学実験，理系基礎科目，自然科学実験，学習サポート）に分けて示
している。TA 制度で示される「授業の教育補助業務」と一口にいっても，科
目の領域，実施形態，対象学生，受講者数（教室規模），担当教員の授業ポリ
シーやスタイル等の掛け合わせで設定されるものであり，その活動の範囲は極
めて広いといえる。 
また，③については，主に国立大学の TA 給与体系は博士前期課程と博士後
期課程で分けられており，前者が時給 1200 円，後者が時給 1400 円で設定さ
れていることが多い（貝原 2011）。私立大学の場合もそれほど大差はなく， 
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表 2-2 筑波大学における TA 及び TF の業務内容 
 TA TF 
実験・実習・演習などの実施 △ △ 
講義の実施 × △ 
実験・実習・演習・講義のチュータリング 〇 〇 
シラバスの作成 × △ 
学生の出欠状況確認 〇 〇 
レポート回収 〇 〇 
レポート内容点検 〇 〇 
レポート採点 × △ 
試験監督 △ 〇 
試験採点 × △ 
成績評価 × △ 
レポートの作成指導 〇 〇 
卒業研究の指導 × ▲ 
卒業研究に係る実験・野外調査等の指導 △ △ 
修士論文の指導 × ▲ 
修士論文に係る実験・野外調査等の指導 △ △ 
ディスカッションリーダー 〇 〇 
授業のための資料作成・教材の開発等 △ 〇 
教育機器の操作 〇 〇 
教育機器・実験等の準備・片付け 〇 〇 
〇：実施できる業務，△：補助として実施できる業務，▲授業担当教員の指導の下で講義補
助業務と成績評価補助業務に従事した学生のみが実施可能，×：実施不可 
出所：筑波大学教養教育機構（2007: 12—3）より。 
 
立命館大学では 1 授業時間（90 分）あたり 3000 円（授業前後の作業時間 30
分を含む）と定めている。待遇面に関しては，TA 活動が教員と TA 間で閉じ
てしまい，ブラックボックス化することで発生する課題であるといえる。ガイ
ドラインの設定や事務職員の関与を強める等することで，リスクの回避を行っ
ているといえる。立命館大学ではガイドラインにおいて，特に「教員の役割」
を明確にし，その遵守を徹底している（立命館大学 2017）。それはⅰ）授業
計画立案の際，TA 業務の内容・責任等を明確にする，ⅱ）TA の勤務管理を
行う，ⅲ）授業内外で TA に業務を指示する，ⅳ）TA と協力し，教室の受講
環境を整え，授業の質の向上に努める，ⅴ）TA が安心して業務を遂行できる
ように授業運営を行う，ⅵ）授業計画，授業内容，業務内容，授業外業務等に
関して，セメスターを通じて TA と打ち合わせを行う，ⅶ）将来教育・研究者
を目指す TA については，TA の本来の目的及び業務執行を阻害しない範囲
46 
 
で，業務を通じて教育者としての経験を積むことができるよう，業務内容を配
慮するように努めるの 7 点である。TA の円滑な業務遂行に向けて，管理する
側である教員の姿勢について指摘している点が重要である。  
 そして④では，さらに 2 点の課題が特記されている。それは「TA に対する
任用条件として『教育的指導力』を指摘する大学は多いが，研修制度を実施し
ている大学は稀（多くの大学は科目担当教員に TA の指導を全面的に委任し，
研修を大学全体の制度としてシステム化していない）」という課題と，「研修
会を通じ，心構え，対教員・対学生に対する関係性の構築の仕方，討論・論
文・レポートなどの指導方法，禁止された業務内容，トラブル対処法などを学
習すべき」といった課題である。指摘の通り，新たな予算措置のひとつとして
導入された TA 制度は，TA として活動する際の条件等を定めていないことか
ら，研修会等の資質・能力向上に資する機会を設けることが活動上の前提とは
なっていない。研修体制を有している大学の一例として，既出の北海道大学で
は高等教育推進機構という全学的な機関が責任・実施主体となり，研修会を 1
日かけて実施している。研修会の内容は「TA マニュアル」を用いながら，前
半はⅰ）全学教育の理解（講義），ⅱ）TA の心得（講義），ⅲ）TA 業務に
関する事務手続き（講義），ⅳ）TA に関する討論（パネルディスカッショ
ン），そして中間にⅴ）TA 経験者との談話の機会を設けた上で，後半はⅵ）
14 の分科会での活動となる。大学教育全般と TA 理解といった「総論」的な
研修が前半で，後半は担当授業に特化した「各論」的な研修の構造となってい
る。特に分科会は各専門領域の教員が担当し，文脈に応じて必要な知識・スキ
ルを提供している。具体的には演習・実践・討論を組み合わせてグループワー
クを実施したり，専門機材の操作方法等を学んだりする。加えて，「TA マニ
ュアル」の作成には高等教育推進機構以外の部局に属する教員も加わり計 40
名が関わっており，研修会の実施も含めて全学的な体制が整備されている。  
一方，立命館大学では TA 活動希望者も含めた TA に対して表 2-3 の通り研
修機会を設定している。こちらは教学部大学院課が責任実施主体である。キャ
ンパスが点在する立命館大学は，各部局の事務を統括する形で本部事務局が
TA 制度を管理している体制といえる。北海道大学と立命館大学を比較する
と，教員組織主体か事務組織主体かの違いを確認することができる。国立と私
立の人的物的条件やガバナンスの差異が影響していると考えられるが，その特  
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表 2-3 立命館大学における TA 研修の機会 
研修名称 概要 
TA ガイダンス 
TA 制度の趣旨，やりがいや TA の具体的な業務，TA ガイドラ
インなどについて説明する。 
TA manaba+R・ 
IC カードリーダー研修 
全学的な授業支援システムである「manaba+R」で良く利用さ
れるメニューの使用方法，出席管理システムである IC カード
リーダーの使用方法を習得する。 
TA スキルアップ研修 
TA 経験を振り返り，TA として活動する上で困ったことや悩ん
だこと，その解決方法などを共有し，実例に応じた対処方法
を学ぶ。また，担当する授業の形式ごとにグループワークを
行うことで，より具体的な解決策を見い出せるようにすると
ともに，TA 間のネットワークを形成する。 
TA ハラスメント 
防止研修 
TA は，教員の指示のもと学生に指導・助言を行い，さらに教
える実践の過程で授業運営方法などを習得する。つまり常に
ハラスメントの被害者にも加害者にもなりうる立場にあると
言える。TA が勤務するにあたり，ハラスメントを行使しない
ことはもちろんのこと，ハラスメントを受けないという自ら
を守るための知識も必要となる。本研修では，ハラスメント
の基礎的な知識から，それを防止するための方策をワークを
通じて学習する。 
出所：立命館大学 HP「ティーチング・アシスタント（TA）」より筆者編集。 
 
徴次第で展開される TA 研修会の方向性は様々である。いずれにせよ，両者の
大学に見られるような一定の体系にもとづいて TA に対する研修を実施してい
る大学は少ない現状である。 
 最後に⑤⑥⑦は，TA 制度のガバナンスに関わる課題であり，④とあわせて
質保証と不可分なものである。これらの課題はそれぞれ単独で検討しても TA
制度の根本的かつ実質的な改善にはつながらない。本稿においても繰り返し述
べてきている通り，TA 制度の目的が明確にならない限り，具体的な変化を期
待することはできない。 
 TA の目的を「人材養成機能」に特化させると，米国を中心とした
「Preparing Future Faculty（PFF）」の方向性がモデルとなり得る（和賀 
2003; 宇田川 2005 など）。これは大学院生に向けた「大学教員準備プログラ
ム」のことであるが，TA 活動をその一環に位置づけて，一定のトレーニング
を経た上で TA が単独で授業を担当できるようにする等，TA を直接的に大学
教育の担い手とする仕組みである。TA よりも高度かつ広範な教育的な責任を
負うようになると同時に，学生や教員からのからの評価を厳密に受けることに
もなる。もちろん，給与の面や教育業績の面でもその裁量と責任相応のメリッ
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トがある。筑波大学や広島大学 5)の「TF」や北海道大学の「Graduate Student 
Instructor（GSI: 大学院生講師）」はそれに該当する。しかしながら，このよ
うな仕組みを導入し，かつ継続的に実施している大学は極めて限定的であるこ
とも事実である。 
一口に TA といっても，各大学によってその目的・意義づけは異なっている
現状である。博士後期課程の大学院生を有する研究大学は，TF のように「人
材養成機能」を見越した活動の裁量を与えた職域を設けることが可能である。
つまり，①教員の役割の一部を肩代わりすること，②大学院におけるキャリア
教育の一環として教育を経験するという意味から TA 制度を捉えられるという
ことだ（小笠原 2007）。しかし裏を返せば，博士前期課程を中心とした大学
においては，その路線を歩むことは簡単ではないということでもある。このよ
うに TA 制度を運用する上での前提が大きく異なっていることから，両者にお
ける TA を同じ土俵で論じることには無理がある。だからこそ，TA 制度の目
的別に各々の方向性において質保証の体制が検討されることが重要となろう。 
日本における TA 制度自体が，一方的に各大学に与えられた制度であり，そ
れに対する大学の姿勢が受身であることは，日本的 TA 制度の根源的な課題と
いえる（貝原 2011）。瀬名波（2003: 12）は日本によくみられる TA のタイ
プである「補佐型 TA」を「手：Te」「足：Ashi」と形容しているが，制度的
にも実態的にも，この状況を変えるだけのインセンティブが働いていないこと
は確かである。現在の TA 制度は，教員という教育活動を担う「主」が存在す
ることを前提に，あくまで TA は「従」としての役割でそのスキルを高める構
造となっている。ここではこの構造の是非を問うことはしないが，大学教育改
革の推進とともに，制度として導入された TA がどのような方向性で今後展開
していくかは未知数である。現状の TA 制度の運用で落ち着くのか，それとも
異なる側面に意味を見い出し，その運用を大学教育のあり方とともに抜本的に
変えていくのか，各大学の実践的な検証が必要となる。 
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第 2 節 大学教育の質的転換政策に伴う学生参画の促進 
（1）「廣中レポート」による学生支援の拡充 
TA とは異なる文脈において，大学教育への学生参画促進の動向を分析する
ことができる。日本におけるその基点として，2000 年に出された「廣中レポ
ート」が位置づけられる。「廣中レポート」は，下記の通りこれまでの大学教
育の反省からはじまっている。 
 
昭和 33 年の学徒厚生審議会答申において，大学では，「知的・専門
技術的な教授研究を行う」正課教育と並ぶものとして，「学生生活の環
境的条件を調整するとともに，学習体験の具体的な場面に即して，各学
生の主体的条件に働きかける教育指導を行うことによって，その人格的
形成を総合的に援助する」正課外教育の役割の重要性を強調している。 
この答申は，まさに大学の大衆化が始まろうとする時代において，既
に，学生の質的変化を踏まえて，学生の人格形成に対する大学の責任を
述べたものであるが，それから 40 年以上を経た現在に至るまで，この
点に対する大学の取組が遅れてきたことは否めない。  
このことは，大学における主役は教授研究を行う教員であり，学習す
る側である学生が常に脇役であり続けたことと無縁ではない（文部省 
2000 「はじめに」より，下線筆者）。 
 
加えて，社会環境の変化や大学進学率の上昇といった社会的要因によって学
生の質が変化してきているという前提で，その状況に適応した大学における豊
かな学生生活実現に向けた方策が必要であるという認識に立っている。その上
で，「大学はより学生の視点に近い位置に立ち，学生に対する教育・指導の充
実やサービス機能の向上に努めることが重要となっていく」ことを示した。 
今後の大学の方向性として，①「教員中心の大学」から「学生中心の大学」
への視点の転換と，②正課外教育の積極的な捉え直しを提示し，具体的な方策
として，①学生相談：学生相談の捉え直し，カウンセラー等の充実，学生相談
機関と学内外の諸機関との連携強化，「何でも相談口」の設置，不登校への対
応，②就職指導：早期化に対する認識，キャリア教育の充実，就職指導部門の
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体制強化，インターンシップの活性化，③修学指導：入学時オリエンテーショ
ンにおける履修指導の改善，学生の進路選択の幅の拡大，少人数教育の充実，
チュートリアル・システムの導入，学習環境の整備，④学生の自主的活動及び
学生関係施設：学生の自主的活動に対する支援，学生関係施設の整備の 4 領
域において改善方策が示されている。さらにこれらの改善方策を展開していく
ために大学における人的資源の活用に言及しているが，特筆すべき点は教職員
だけでなく，「学生の活用」に関して直接的に明言していることである。以
下，この部分の記述を引用して確認したい。 
 
学生に対する教育・指導に学生自身を活用することは，教育活動の活
発化や充実に資するのみならず，教える側の学生が主体的に学ぶ姿勢や
責任感を身に付けることができることにもなり，非常に意義深いもので
ある。 
現在，各大学においては，優秀な大学院学生に，教育的配慮の下に，
ティーチング・アシスタント（TA）として学部学生などに対する教育
の補助業務を担当させている例が見られる。これからは，学生の希望に
応じ，大学院学生だけでなく学部の上級生についても，このような機会
を積極的に与えていくことが望まれる。 
また，ティーチング・アシスタント（TA）のように授業の補助を行
うだけではなく，下級生の学生生活全般にわたる指導や相談に上級生を
当たらせたり，学生を学内における様々な業務にたずさわらせるなど，
各大学においてその範囲や方法を検討した上で，学生を有効に活用する
工夫が期待される。 
その際，大学としては，学生が自立した人間として成長するための訓
練として，学生に一定の責任を持たせることが重要である。それと同時
に，学生に対し，必要に応じて研修やガイダンスを積極的に行い，自覚
を促すとともに，学生に対する期待と信頼を寄せていく姿勢が求められ
る（文部省 2000 「１ 人的資源の活用 （2）学生の活用」より，下線
筆者）。 
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 これまで学生を大学教育に関わらせる取組みの代表として TA を挙げた上
で，それと比較する形で「活動に従事可能な学生の条件の緩和」と「業務内
容・範囲の拡張」について各大学に検討を促したことがここから読み取れる。
前者については，優秀な大学院生—特に博士後期課程の学生を制度上の主対象
として位置づけていた条件を緩め，各大学の置かれた状況や課題，学生の適性
等にあわせて，学部学生・大学院生の別を問わず「学生の力」を大学教育全般
に活用することを認めたものである。これを可能にするために，後者の要因が
必要となる。学生が必要とする支援の領域は各大学の事情で異なっており，そ
れに応じるためには TA が担っていた正課教育における授業補助業務以外にも
業務としての価値を付与する必要がある。業務に応じて参画させる学生の適正
も異なり，実際の大学教育の現場に配慮した文言であることがわかる。  
 あわせて，支援領域の拡大に関しては「学生の希望・意見の反映」を要求し
ている点からも強調される特徴である。これまでは正課外教育や福利厚生の観
点において学生中心の活動が展開されていたが，「今後は，正課教育の内容の
あり方や授業方法，さらに教育条件の改善などの分野についても，学生の希望
や意見を適切に取り入れる仕組みを整備していくことが重要」との見解を示し
ている。その方策のひとつに，学生の代表を大学の諸機関に参加させることを
具体的に提示し，「学生参画」によるボトムアップ型の大学教育の改善・充実
も促している。 
以上，「廣中レポート」におけるこれらの特徴は「学生の力活用の弾力化」
とでも形容できる。博士後期課程以外の学生も大学教育の新しいリソースに位
置づけることで，これまで「学生の力」を活用することが叶わなかった大学に
も文脈に応じてその機会を認めた本レポートの影響は大きい。そして，大学教
育の中核である正課教育だけではなく，その周辺とされてきた正課外活動の価
値を再評価し，それらを含みこんで大学教育の再構築を求めた点にも意義を見
出せよう。ただし，本レポートでは学生の各種業務への参画が学生自身の成長
に資することを前提として論を展開しているが，これ以外の側面，つまり「学
生中心の大学」への変化から生じる大学教育の責任範囲の拡張によって引き起
こされるだろう教職員のマンパワー不足への対応策として，「学生の力」が位
置づけられていることも認識しなくてはならない。TA とは異なる側面におい
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て，学生を大学教育の一アクターとしてみなす傾向が「廣中レポート」以降促
進されることになる。 
2005 年には中央教育審議会答申『我が国の高等教育の将来像』において
も，2015 年から 2020 年頃までに想定される高等教育のグランドデザインを
示した中で，早急に取り組むべき重点政策のひとつに「学生支援の充実・体系
化」が盛り込まれている。ここでは主にユニバーサル・アクセスの観点から学
生への経済的支援の必要性を中心に述べられているが，中期的に取り組むべき
重要施策では，「学習者の多様なニーズに対応した教育サービスの提供を支援
するために，履修形態の弾力化を一層進める」といった「学生中心の大学」に
必要な要素についても言及している。 
他にも，学生支援強化の動きとして，2004 年には独立行政法人日本学生支
援機構（JASSO）が学生支援のナショナルセンターとして設置された。
JASSO は日本育英会が担っていた奨学金貸与事業と，各種機関による留学生
関連交流事業の整理・統合を統合し，①奨学金事業，②留学生支援事業，③学
生生活支援事業を柱として学生支援事業を総合的に実施する機関である（文部
科学省 2006; 日本学生支援機構 2017c）。特に③において，学生生活支援に
関する有益な活動事例等の情報を収集・分析・提供を行ったり，研修事業等を
実施したりすることで各大学の学生支援活動をバックアップしている。実際
に，学生や学生支援を担当する教職員を対象とした活動として，ⅰ）キャリ
ア・就職支援事業，ⅱ）学生生活調査・大学等における学生支援の取組状況に
関する調査，ⅲ）リスク対応セミナー，ⅳ）障害のある学生等，固有のニーズ
のある学生の支援事業を展開している。定期的に実施しているⅱ）大学等にお
ける学生支援の取組状況に関する調査では，学長等の認識，学生支援に関する
組織等，キャリア教育・就職支援，生活支援，課外活動支援，ピア・サポー
ト，ボランティア，学生相談，成績不審学生・不登校学生等，その他（学生支
援に関する意見）といった内容の総合的な把握に努めている。  
加えて，2009 年には中央教育審議会の大学分科会に設けられた「大学教育
の検討に関する作業部会」内に「学生支援検討ワーキンググループ」が設置さ
れ，社会・地域・学生からの多様なニーズに対応する総合的な教育活動や学生
支援・学習環境整備のあり方と，必要な支援方策について検討がなされた。こ
こでは，「学生の視点に立った大学教育」の充実を図ることと，学生支援を担
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当する教職員の位置づけや能力開発も重要であることを示したうえで，主な論
点の柱として次の 7 点を示した。①学生支援・学習環境整備の意義・必要
性，②大学教育における学生支援・学習環境に係る質保証，③学生生活の場と
して大学に求められる機能，④大学で学生が身に付けるべき社会人としての基
盤づくりに資する学生支援のあり方，⑤優れた資質と能力のある学生が経済的
な理由により進学を断念することなく，安心して学べる経済的支援のあり方，
⑥多様なニーズに対応する大学教育を実現するための学生の修学支援，学生相
談，就職支援，経済的支援等の総合的な学生支援のあり方，⑦学生生活におけ
る喫緊の課題に対応する大学等の指導・支援体制，学生支援を担当する教職員
の位置づけと能力開発のあり方である。この中で特筆すべき記述をまとめたも
のが表 2-4 である。 
 これらの内容からは「学生支援・学習環境整備」の観点を積極的に大学教育
に取り込む姿勢が見て取れる。しかし，その方策に関しては必ずしも画一的で
はなく，大学として必要な機能とは何かを検討する必要性を強調している。実
際に，国の役割として「大学の特色・機能を踏まえた取組を，各大学等におい
て自主的に行うことを促すような好事例や調査研究成果等を積極的に情報発信
することが重要」とする提言も残しており，具体的には各大学の実践的な展開
によって「学生支援・学習環境整備」が実質化されることを期待している。  
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表 2-4 学生支援のあり方に関する論点整理 
 学生支援・学習環境整備に関する諸提言 
意
義
・
必
要
性 
○また，知性豊かな自立した人材を育成し，社会の発展を支える大学の中核的要素と
して重要である「学生支援・学習環境整備」については，大学の機能として教育と研
究と並ぶ大学の三本柱の一つとして認識し，「学生」，「学生支援」等の定義を改め
て捉え直すことが必要である。 
○これまで，学生の「厚生補導」は様々な形で展開されてきたが，その趣旨は，一面
をとらえて正課教育の補充的機能や，学生生活向上のための施設・設備の整備と解さ
れるなど，十分に理解されてこなかった。 
○本来の学生の「厚生補導」の中心的機能は，「人間形成を目的として行なわれる課
程外の教育活動および大学教育に対する適応を図り修学効果を高めるための活動」
であり，このような趣旨は，現在の大学教育にとって重要なものであり，学生をめぐ
る現状や課題を踏まえ，その意義・必要性を再認識すべきである。 
大
学
教
育
・
学
生
生
活
の
機
能 
○学生生活への適応を促し，学生のコミュニケーション能力等の社会性や対人関係
能力を養うために必要な教育プログラムの開発と実施を進め，豊かな人格形成に資
する正課外活動を積極的に正課に取り入れる方策を検討することが必要である。ま
た，大学の授業についていけない学生が増えているため，これらの学生を支援するラ
ーニングセンター的な機能も含めた総合的な学生支援の体制が必要である。 
○あわせて，「クラス担任制」や「ピア・サポート」などを活用し，教員と学生，学
生と学生，地域との交流の中で，きめ細かく指導する仕組みも重要であり，大学にお
いてどのような機能が必要か，引き続き検討することが必要である。 
○このような取組を進めるに当たり，従来は教育をする側の視点からの取組が多か
ったが，今後は教育を受ける側の学生の立場に立った質の保証，学生生活の質向上を
図ることを目的とした取組への支援を検討すべきである。 
学
生
支
援
・
学
習
環
境
に
係
る
質
保
証 
○教員と学生，学生間での交流，部活動やボランティア活動など正課外活動等，学生
相談などを，大学内外での活動などを通じ，豊かな人格形成や社会人として自立する
ための人材育成を図ることが重要である。引き続き，これらの活動の場となる図書
館，課外教育施設（サークル施設等），学習支援室，談話室，スポーツ施設等も含め，
どのような学習環境を整備することが求められるのか，引き続き検討が必要である。 
○現行の大学設置基準には，第 8 章に施設・設備が，また同章第 40 条の 3 に「教育
研究環境の整備」が設けられているが「学生支援・学習環境整備」の観点がない。学
生の視点に立った大学づくりには，学修支援及び生活支援の両面からの「学生支援」
及び学習環境整備が求められる。 
○このため，「安心・安全」でかつ「安定」した学生生活を保障する環境整備のため，
各大学等における学生支援の計画・実践・評価・改善のサイクルを構築し，教育の質
向上を実現する定性的な基準についても大学設置基準において明文化していくこと
が必要である。 
○現在，大学分科会において，大学の公的な質保証システムとしての設置基準，設置
認可審査，認証評価の在り方について検討が進められており，これらの検討も踏まえ
つつ，引き続き，学生支援・学習環境整備の状況を把握し，検討することが必要であ
る。 
出所：中央教育審議会大学分科会大学教育の検討に関する作業部会 
学生支援ワーキンググループ（2009）より筆者作成。 
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（2）学習支援環境整備と教育支援人材需要の増加 
2008 年の「学士課程答申」では，知識基盤社会において学士レベルの資
質・能力を備える人材養成を重要な課題として位置づけ，①学位授与の方針
（ディプロマ・ポリシー）について，②教育課程編成・実施の方針（カリキュ
ラム・ポリシー）について，③入学者受入れの方針（アドミッション・ポリシ
ー）について，④その他（FD・SD，質保証の仕組み強化，財政支援）につい
て指針が示された。①では下記の通り「学士力」を学士課程共通の学習成果に
関する参考指針として提示し，図 2-1 に示すように，汎用性の高い資質・能力
の育成に向けて方向づけした。国際的にも「上（AB）から下（CD）へ」と
「左（AC）から右（BD）へ」の傾向が高まりを見せており，「学士力」はこ
れらの価値を含んだ指針として位置づけられる。 
 
＜1．知識・理解＞ 
専攻する特定の学問分野における基本的な知識を体系的に理解するととも
に，その知識体系の意味と自己の存在を歴史・社会・自然と関連付けて理解す
る。 
（1）多文化・異文化に関する知識の理解 
（2）人類の文化，社会と自然に関する知識の理解 
 
＜2．汎用的技能＞ 
知識活動でも職業生活や社会生活でも必要な技能 
（1）コミュニケーション・スキル 
    日本語と特定の外国語を用いて，読み，書き，聞き，話すことができ
る。 
（2）数量的スキル 
    自然や社会的事象について，シンボルを活用して分析し，理解し，表
現することができる。 
（3）情報リテラシー 
   情報通信技術（ICT）を用いて，多様な情報を収集・分析して適正に
判断し，モラルに則って効果的に活用することができる。  
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（4）論理的思考力 
   情報や知識を複眼的，論理的に分析し，表現できる。 
（5）問題解決力 
    問題を発見し，解決に必要な情報を収集・分析・整理し，その問題を
確実に解決できる。 
 
＜3．態度・志向性＞ 
（1）自己管理力 
    自らを律して行動できる。 
（2）チームワーク・リーダーシップ 
    他者と協調・協働して行動できる。また，他者に方向性を示し，目標
の実現のために動員できる。 
（3）倫理観 
   自己の良心と社会の規範やルールに従って行動できる。  
（4）市民としての社会的責任 
   社会の一員としての意識を持ち，義務と権利を適正に行使しつつ，社
会の発展のために積極的に関与できる。 
（5）生涯学習力 
    卒業後も自律・自立して学習できる。 
 
＜4．総合的な学習経験と創造的思考力＞ 
 これまでに獲得した知識・技術・態度等を総合的に活用し，自らが立てた新
たな課題にそれらを適用し，その課題を解決する能力 
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図 2-1 高等教育で育成するコンピテンス 
出所：中央教育審議会大学分科会（2008: 58）より。 
 
 これらの実現に向けて，②において単位制度の実質化と教育方法の改善等を
求めている。あわせて③では特に初年次教育プログラムの充実や体系化につい
て言及している。前者では，授業時間だけではなく事前・事後の学習の充実を
求めるとともに，学習動機付けや双方向型の学習を展開するために，学生参加
型授業や協調・協働学習，課題解決・探求学習等を取り入れることを促した。
加えて，サービス・ラーニングや留学プログラムといった準正課教育の充実と
質の確保にも触れている。後者でも，初年次教育をⅰ）高等学校や他大学から
の円滑な移行を図り，学習および人格的な成長に向け，大学での学問的・社会
的な諸経験を成功させるべく，主に新入生を対象に総合的につくられた教育プ
ログラム，もしくはⅱ）初年次学生が大学生になることを支援するプログラム
とした上で，具体的な内容として文章技法や情報処理の基礎技術，プレゼンテ
ーションやディスカッションの技法等が示されており，学習の動機付けや習慣
形成に向けて学士課程全体の中で適切に位置づけることとしている。  
 山田（2013）は初年次教育プログラムの設計思想と到達目標を，①大学生
活に移行する際の支援，②基礎的学術技術（アカデミック・スキル）の獲得，
③キャンパス資源の活用とオリエンテーション，④新入生のセルフエスティー
ム（自己肯定感）の向上と示している通り，大学教育が網羅する教育・支援の
範囲は拡張し続けている。加えて，大学や学生の実情に応じて，教育課程外の
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活動として位置づけるものの補習・補完教育の充実を図ることも大学教育の役
割とされ，正課内はもちろんのこと正課外においても様々な方向性で教育的な
充実を図ることが求められるようになった。この傾向は，大学教育において今
まで以上に教育支援人材を必要とし，具体的な方策として TA だけではなく学
部学生である SA をも活用する路線の提示へとつながっている。「学士課程答
申」では，TA 等の教育支援人材と教員との役割・責任分担の明確化について
も触れており，多分野での教育支援人材の積極的な活用を促している。同時
に，TA や SA の評価・統括システムの整備について言及しているのは，教育
支援人材に対し一定のオートノミーを認めた上で活動に従事させる方向性を示
唆したと理解できる。 
 この流れを受けて，2012 年の中央教育審議会答申『新たな未来を築くため
の大学教育の質的転換に向けて～生涯学び続け，主体的に考える力を育成する
大学へ～』（質的転換答申）では，特に学士課程教育の質的転換として「従来
のような知識の伝達・注入を中心とした授業から，教員と学生が意思疎通を図
りつつ，一緒になって切磋琢磨し，相互に刺激を与えながら知的に成長する場
を創り，学生が主体的に問題を発見し解を見いだしていく能動的学修（アクテ
ィブ・ラーニング）への転換」を求めた。学生の主体的な学修を促す具体的な
方策は，各大学の機能や特色，学生の状況等に応じて様々にあり得ることを前
提に，授業中だけでなく事前・事後の学習活動に向けた工夫や教室外学修プロ
グラム提供の必要性を説いている。 
 特筆すべきは，①学生側には主体的な学修に要する総学修時間の確保を求め
たこと，②教育を提供する側には，教員と学生・学生同士のコミュニケーショ
ンを取り入れた授業方法の工夫や学生の学修全般へのきめ細かい支援を求めた
ことにある。この課題意識は「学習支援環境の整備についての課題」として具
体化し，教育支援人材不足解消をはじめとした人的・物的環境の充実策である
ⅰ）TA 等の教育サポートスタッフの充実，ⅱ）学生の主体的な学修のベース
となる図書館の機能強化，ⅲ）ICT を活用した双方向型の授業・自修支援や
教学システムの整備へと結実し，これらが連動する形で学修環境の整備が推進
されることになった。 
中でも，ⅱ）図書館の機能強化は学生参画の可能性を拡げる大きな要因であ
る。2010 年に科学技術・学術審議会学術分科会研究環境基盤部会学術情報基
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盤作業部会が『大学図書館の整備について（審議のまとめ）—変革する大学に
あって求められる大学図書館像—』を発表しているが，大学図書館に求められ
る機能・役割として「学習支援及び教育活動への直接の関与」を明示してい
る。以下，その記述を抜粋する。 
 
＜ア．学習支援＞ 
最近の大学においては，学生が自ら学ぶ学習の重要性が再認識され，
その支援を行うことが大学図書館にも求められている。近年，整備が進
められているラーニング･コモンズ，図書館職員等によるレファレンス
サービスや学習支援は，このような要請に応える方策といえる。 
ラーニング・コモンズは，複数の学生が集まって，電子情報資源も印
刷物も含めた様々な情報資源から得られる情報を用いて議論を進めてい
く学習スタイルを可能にする「場」を提供するものである。その際，コ
ンピュータ設備や印刷物を提供するだけでなく，図書館職員等が，それ
らを使った学生の自学自習を支援することも重要である。 
また，学生の自学自習を支援するためには，教員や図書館職員だけで
はなく，大学院生や学部 3，4 年生などが自身の経験などに基づき下級
生を指導する体制を組織化することも効果があると考えられる。  
このような「場」を利用して，学生がレポートや論文の書き方を実践
的に学んだり，ライティングセンターの講義や演習を実施することも考
えられる。また，各種検索ツールや大学図書館の使い方のガイダンス，
教員による研究会の実施にも対応することで，学生や教職員の知的交流
活動の活性化を図ることが可能であろう。 
＜イ．教育活動への直接の関与＞ 
学生が大学を卒業して以降も生涯にわたって自ら学習し，課題解決す
るためには，電子情報資源，印刷物を含めて，適切な情報を得るために
各種ツールを使いこなし，得られたデータや情報を分析・評価し，その
成果を分かりやすく表現し，発信する能力を身に付けることが求められ
ている。 
現在，情報環境が豊かになり，多様な情報に容易にアクセスできるよ
うになったが，多くの学生はそれらの分析と選択のスキルが不十分であ
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り，利用可能な関連する情報を常に入手できているわけではないことに
留意する必要がある（中略）大学においてはさらに踏み込んで，大学図
書館の利用方法も含めて，情報を探索し，分析・評価し，発信するスキ
ルを一層高める情報リテラシー教育が必要である。また，さらに一歩進
めて，メディアの情報を客観的に評価するメディアリテラシー教育につ
いても，必要に応じて，大学図書館において取組みを検討することが求
められる。 
情報リテラシー教育は，大学図書館が主体となって取り組むことが求
められている。例えば，新入生に対する初年次教育の一環として必修の
授業として開講することが考えられる。カリキュラムの開発や実施を教
員と協同して行うだけでなく，図書館職員が教員を兼任するなどして，
直接授業を担当することも視野に入れるべきである。  
情報リテラシー教育の中では，検索ツールや基礎知識を身に付けるた
めのチュートリアルシステムが，欧米だけでなく日本でも開発されてい
る。これらを複数の大学図書館及びその職員が協同して行うことも考え
られる。 
なお，大学における e‐Learning への取組みについて，大学図書館に
おける学習，教育，研究への関わりが強調される中で，その教材作成へ
の関与，教材の整理・提供といった面での貢献が期待されている（下線
筆者）。 
 
 上記からは，大学教育の質的転換の課題と連動して，図書館が有する様々な
リソースを確認することができる。キーワードとして「ラーニング・コモン
ズ」が挙げられるが，McMullen（2008）によれば「図書館が有する機能と情
報技術，アカデミックサポートを機能的・空間的に統合したもの」と定義され
る。さらに構成要素として，①コンピューター・ワークステーション・クラス
ター，②サービスデスク，③協同学習のためのスペース，④プレゼンテーショ
ンのサポートセンター，⑤FD サポートセンター，⑥電子教室，⑦ライティン
グ・センター等のアカデミック・サポート，⑧打合せ，セミナー，レセプショ
ン，各種イベント向けのスペース，⑨カフェラウンジを挙げている。これらの
要素を集約すると，ラーニング・コモンズの特徴は 3 点にまとまる（河西 
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2010; 山内 2011）。1 点目は「図書館メディアを活用した自律的な学習の支
援（①②④⑤）」で，文献等の学習資源を検索し，知識を獲得しそれを論文や
発表等にまとめる過程を支援する機能である。2 点目は「情報リテラシー教育
とアカデミックスキルの育成（①②④⑥⑦）」機能として，自律的学習に必要
な情報検索やライティング等のスキルを学生に会得させる機会を設ける。3 点
目として「協同的な学びの促進（③⑧⑨）を挙げ，グループワーク等の活動が
可能な場を提供することで上記 2 点の機能に文脈を与えるとしている。 
 このような図書館機能の変化については，これまでの図書館の中心的な役割
であったインフォメーション・コモンズから，教育・学習支援機能を核とした
ラーニング・コモンズへの発展の過程として捉えることができる（米澤 2006; 
永田 2008）。永田（2008）によれば，ラーニング・コモンズは FD センター
やティーチング・センターといった他の全学的な教育組織との協働と，さらに
メタ的に大学全体の指針やカリキュラム改革と連動した展開が見込まれた位置
づけであるとしている。大学教育の質的転換は，図書館の機能をも転換させる
動きに拍車をかけたといえる。もともと図書館が有している各種リソースと規
模的なメリットが質的転換後のイメージと親和性が高かったことも影響してい
るが，図書館自体が今後の発展可能性を見出すターニングポイントとして位置
づけ，積極的に変化の流れに乗っていったことも伺える。  
実際に 2013 年には，科学技術・学術審議会学術分科会学術情報委員会が
『学修環境充実のための学術情報基盤の整備について（審議のまとめ）』を掲
げ，①コンテンツ，②学習空間，③人的支援の三要素を重点項目に挙げてい
る。ラーニング・コモンズでの空間やコンテンツの提供に加えて，特に③人的
支援については支援体制の構築・専門的人材の育成として，ⅰ）大学院生によ
る学習支援，ⅱ）学生同士が支援し合うピア・チュータリングの促進 6)，ⅲ）
教員や他の職員とも異なる中間職的な人材の必要性 7)について言及している。
そして，2015 年には国立大学図書館協会教育学習支援検討特別委員会より
『ラーニング・コモンズの在り方に関する提言 実践事例普遍化小委員会報
告』が出され，ラーニング・コモンズに求められる機能等の方向性が示される
こととなった（表 2-5）。これにもとづき，各大学がラーニング・コモンズの
整備状況を可視化するためのチェックリストを作成している。  
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表 2-5 ラーニング・コモンズの共通理解 8) 
定
義 
ラーニング・コモンズとは，学習者中心（Learner-Centered）の新たな教育方法
（Pedagogy）の広がりと要請を踏まえて，授業時間以外に学生が行う自学自習や協同
学習（授業に関連した学習及び授業に関連しない学習の両方を含む）など様々な学習
形態へ適応するために大学図書等が提供する学習環境（施設，設備及び情報・コンテ
ンツ）と，この学習環境の活用を通して学生の主体的な学びを促す仕組み（人的支
援）の総体を指す。 
目
的 
各大学の教育目的を実現するため，経営層や教育担当部署との認識共有及び連携
を通じて，学習者中心の教育の不可欠な構成要素となることにより，主体的な学びを
理解し，自立した学習活動を行う学生を養成することである。 
主
体
的
な
学
び
に
必
要
な
ス
キ
ル 
（１）学士力を構成する不可欠の能力 
①情報リテラシー 
授業外の学習において，自立的に情報ニーズ（課題）を把握し，情報を探索・収
集・分析・評価し，新たな知識として総合するまでの一貫した能力。 
②アカデミックスキル 
学生が学士として必要な知識体系を習得するために，特に初年時教育において習
得が必須の，情報リテラシーを核とする共通スキル。 
（２）コミュニケーション能力・コミュニティ形成能力 
学習者中心の教育の主要な手法であるアクティブ・ラーニングの実践に必須のソ
ーシャル・スキル。 
（３）その他 
大学生活全般において学生の習得が望まれる多種多様なソーシャル・スキル。各
大学の教育目的や学習・生活環境に応じて多様なスキルがあり得る。 
学
習
支
援 
①情報機器や電子的なリソース，図書館資料等を利用した自学自習活動 
②協同学習やグループ学習による新たな形式の学び 
③自主的なコミュニティ活動 
④情報リテラシー・アカデミックスキルの養成（教職員や学生等による支援） 
構
成
要
素 
（１）物理的リソースとしてのラーニング・コモンズ 
場所としてのラーニング・コモンズ。学習者中心の教育と連携（関連）した方針
に基づき，多様な学習活動を保障する一連の施設と設備。ラーニング・コモンズ
として想定される建物あるいはフロアー，各種能力を習得するために必要な ICT
関連の諸設備，協同学習や討議・プレゼンテーション等を可能にするフロアーや
設備・什器類，その他の物理的環境。 
（２）アカデミックリソースとしてのラーニング・コモンズ 
情報リテラシー及びアカデミックスキルを養成・習得し，学習活動の核となる情
報の探索，収集，分析，評価及び組織化に必要なリソース群。電子媒体及び紙媒
体（図書・雑誌・新聞等），蔵書目録，文献情報データベースやディスカバリー・
サービス，電子的教材，各種ソフトウェア・ツール，そのほかのインターネット
上の電子リソースや，各大学のニーズに応じて，上記スキル養成に必要な多種多
様なリソースから構成される。 
（３）人的リソースとしてのラーニング・コモンズ 
自立した学習活動を可能にするため，授業との連携（関連）を含む学習活動の全
体の文脈の中で，学生を支援する各種の人的サポート。情報リテラシー関連講習，
ICT サポート，レファレンスや図書館ガイダンス，ライティング支援，語学支援，
各種自主的活動のサポートなど多様な学習サポートを包括する。広義には大学生
活で習得が必要とされる多種多様なスキルのための人的サポートを含む。 
出所：国立大学図書館協会教育学習支援検討特別委員会（2015:25-6）より筆者作成。 
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「定義」ではラーニング・コモンズは図書館に限った機能ではないことが示
されているが，実質的には図書館が主体となって教育・学習支援サービスを提
供していくことを前提としている。「目的」とそこから派生する「主体的な学
びに必要なスキル」に関しては，これまで出された各種答申の内容が色濃く反
映され，「学士力」の規定がラーニング・コモンズにおいて提供する各種支援
の基盤として位置づいていることがわかる。特にアクティブ・ラーニングに紐
づく共通スキルやソーシャル・スキルの側面において貢献可能性を示してい
る。また，「構成要素」としても前述の三要素が盛り込まれている。他にも，
可能な限りワンストップで各種サービスを提供する仕組みを整えることや，他
部署・他機関との連携協力を必須とすることでラーニング・コモンズの拡張と
進化の可能性について言及しており，「人的サービスの先にある教育目的を踏
まえて，図書館（員）の学生支援を制度化することにより大学における図書館
のミッションを再定義」することを促している。 
 このように，これまで学術情報の利用をサポートするサービス機能を中心と
した図書館が，大学教育の質的転換の動向とともに，情報リテラシーやアカデ
ミックスキル，コミュニケーション能力といった多様な資質・能力の観点か
ら，「学士力」にもとづく学生の育成という教育的な働きかけを担う主体とし
て変化している。は伝統的図書館とラーニング・コモンズの特徴を表 2-6 の通
り対比されるが（呑海 2016），今後図書館は独自の学習支援ではなく大学教
育全体の理解を深め，その文脈に位置づく大学における学習支援を展開するこ
とが求められる。その中で，単位の実質化に向けた学生の正課外の学習を担保
する「場」としてのラーニング・コモンズの機能強化と提供するサービス・支
援体制の充実に向けた教育・学習支援人材の需要が高まりを見せており，ここ
に学生参画の新たな可能性が導き出されたといえる。 
 
表 2-6 伝統的図書館とラーニング・コモンズの特徴比較 
伝統的図書館 観点 ラーニング・コモンズ 
伝統的学習モデル 学習モデル アクティブ・ラーニング 
個別学習 学習スタイル ＋グループ学習 
静寂 雰囲気 ＋賑やか，活気がある 
主として図書館員 支援スタッフ 
＋学生アシスタント，他部署との
連携にもとづいた他スタッフ 
出所：呑海（2016: 4）より筆者編集。 
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（3）「GP」型事業による大学教育改革との連動 
学生参画の要素を含んだ大学教育実践を促進した背景のひとつとして，大学
教育改革の政策的なインセンティブである「競争的資金」の影響は小さくな
い。「競争的資金」政策が大学の諸改革に与える影響とその役割に関して，徳
永（2006）は次の 3 点にまとめている。①国の大学に対する新たなファンデ
ィング・システム，つまり多元的できめ細かなファンディング・システムを構
成するファンディングの手段になりうること，②ファンディングを通じて大学
の機能別分化を視野に入れながら，個性や特色の明確化を促し，各機能に応じ
た拠点形成を図る手段になりうること，③大学設置基準の大綱化等の状況下
で，教育・研究のモデルを示し，社会的な期待の大きい教育研究活動を政策的
に推進していく手段になりうることである。 
臨時教育審議会以前，日本の高等教育政策には競争的に資源を配分するとい
う概念は見受けられず，従来は厳しい大学設置基準等によって設定されていた
諸大学の規模であったり，大学設置に関して歴史的経緯によって外生的に与え
られていた人的・物理的な教育研究条件であったりに依拠して資源が配分され
ていた（天野 1984）。所謂「護送船団方式」による，過去からの資源や教育
研究条件から決定される資金配分である。しかしながら，「競争的資金」政策
は硬直的であった財政システムに一石を投じることになり，これに伴い高等教
育政策における上記のような波及効果が期待されることとなった。加えて，
「競争的資金」政策によって実施される各種プロジェクトは，諸大学に対して
直接的には財政補助による教育研究実践の支援であり，間接的には大学改革の
誘因やモチベーションを与えるものとして有効性を発揮しているといえる。 
大学教育改革の推進に向けては政策的な方向付けとともに，諸大学の実践が
草の根的に拡大していくことが必要であり，「競争的資金」政策は「Good 
Practice（GP）」型事業を創出することで「優れた取組」を諸大学に広めて
いく役割を果たしている。「GP」には 3 つの目的がある。①国公私立を通じ
た競争的環境を整備すること，②第三者による公正な審査を実施すること，③
積極的に社会への情報提供を行うことである。①では，「優れた取組」を支援
するためには，国公私立の別にとらわれることなく「競争的環境」を整備する
ことが重要であり，これにより，諸大学に対して教育改革へのインセンティブ
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を与え，互いに切磋琢磨することを目的としている。②においては，審査基準
等の明確化，公正な第三者評価を行うことで，選定された・されないに関わら
ず，大学の反省的実践に結びつけることを意図している。そして，③では「優
れた取組」に対して，すべての大学の共有財産として活用するという目的を有
している。これらを実施することで，大学における人材育成機能の強化や個
性・特色の明確化が促進されるのである。 
 「優れた取組」の中には，教育の質向上に向けた取組みや，政策課題対応型
の取組み等が含まれている。それら実践を積極的に掘り起こし，支援するため
に，2003 年度に「特色ある大学教育支援プログラム（特色 GP）」，2004 年
度には「現代的教育ニーズ取組支援プログラム（現代 GP）」のプログラムが
実施されることになった。他にも，専門職業人養成関連のプログラム等が展開
されているが，ここでは学生参画の実践に関わる取組みに特化して詳述した
い。 
まず「特色 GP」は，採択年度で異なるテーマ区分を設定し，特色ある優れ
た取組みを支援したものである。もともとは財政支援とは無関係の大学基準協
会の委託事業として始まった取組みであるが，実質的に「競争的資金」の評価
システムを構築した役割を果たしたとされる（小笠原 2007）。2003 年度か
ら 2007 年度までの実施期間中に採択された事業は 285 件にのぼる。幅広いテ
ーマ設定から多種多様な教育実践を対象としており，かつどの大学にも開かれ
た一般性の高いプログラムであることから申請件数が極めて多いことが特徴で
ある。また「現代 GP」も「特色 GP」同様に，諸大学に開かれたプログラム
である。「特色 GP」とは異なる特徴として，テーマ区分が機能別に設定され
ており，政策課題対応型のプロジェクトであるという点が挙げられる。2004
年度から 2007 年度までの実施期間中に採択された事業は 401 件にのぼった。
それぞれの「GP」における各年度の募集テーマは表 2-7 の通りである。 
一方，学生支援の文脈においても「GP」型事業は展開され，2007 年には
「新たな社会的ニーズに対応した学生支援プログラム（学生支援 GP）」が設
定された。「学生支援 GP」では①学生が学習に集中できる環境作り，②学生
生活の様々な悩みの解決，③学生の人間的な成長の促進，④多様な学生の就学
機会の確保，⑤様々な社会的課題に対応の 5 点を期待されている。実施期間
中の採択事業数は 93 件で，採択プログラムにはピア・サポートやコミュニテ  
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表 2-7 「特色 GP」「現代 GP」募集テーマ一覧 
特
色
Ｇ
Ｐ 
＜2003 年度～2005 年度＞ 
①主として総合的取組に関するテーマ 
②主として教育課程の工夫改善に関するテーマ 
③主として教育方法の工夫改善に関するテーマ 
④主として学生の学習及び課外活動への支援の工夫改善に関するテーマ 
⑤主として大学と地域・社会との連携の工夫改善に関するテーマ 
⑥その他のテーマ 
＜2006 年度～2007 年度（2007 年度に関しては①～⑥のみ）＞ 
①学士課程：教育課程の工夫改善を主とする取組 
②学士課程：教育方法の工夫改善を主とする取組 
③学士課程：上記以外の教育の工夫改善に関する取組 
④短期大学士課程：教育課程の工夫改善を主とする取組 
⑤短期大学士課程：教育方法の工夫改善を主とする取組 
⑥短期大学士課程：上記以外の教育の工夫改善に関する取組 
⑦修士課程：人文系の教育の工夫改善を主とする取組 
⑧修士課程：理工農系の教育の工夫改善を主とする取組 
⑨修士課程：医療系の教育の工夫改善を主とする取組 
現
代
Ｇ
Ｐ 
＜2004 年度＞ 
①地域活性化への貢献，②知的財産関連教育の推進，③仕事で英語が使える日本人
の育成，④他大学との統合・連携による教育機能の強化，⑤人材交流による産学連
携教育，⑥IT を活用した実践的遠隔教育（e-Learning） 
＜2005 年度＞ 
①地域活性化への貢献（地元密着型），②地域活性化への貢献（広域展開型），③
知的財産関連教育の推進，④仕事で英語が使える日本人の育成，⑤人材交流による
産学連携教育，⑥ニーズに基づく人材育成を目指した e-Learning Program の開発 
＜2006 年度＞ 
①地域活性化への貢献（地元型），②地域活性化への貢献（広域型），③知的財産
関連教育の推進，④持続可能な社会につながる環境教育の推進，⑤実践的総合キャ
リア教育の推進，⑥ニーズに基づく人材育成を目指した e-Learning Program の開
発 
＜2007 年度＞ 
①地域活性化への貢献（地元型），②地域活性化への貢献（広域型），③知的財産・
コンテンツ関連教育の推進，④持続可能な社会につながる環境教育の推進，⑤実践
的総合キャリア教育の推進，⑥教育効果向上のための ITC 活用教育の推進 
  
ィ形成，チューター制，学生リーダー，学生自立型，学生による自主活動支
援，学び合い・支え合いといったキーワードが並んでいる。  
次に，2008 年度になると「質の高い大学教育推進プログラム（教育
GP）」が策定された。これは「大学設置基準等の改正等への積極的な対応を
前提」とし，「特色 GP」や「現代 GP」の取組みを継続的に支援した上で，
①教育課程，②教育方法，③①・②以外の工夫改善を主とする取組をテーマに
事業を選定するものである。148 件が採択された。 
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 これらの「GP」型事業は 2009 年度に「大学教育・学生支援推進事業【テ
ーマ A】大学教育推進プログラム」として「特色 GP」，「現代 GP」，「教
育 GP」が発展的に統合され，「学生支援 GP」が「大学教育・学生支援推進
事業【テーマ B】学生支援プログラム」へと再編された。両者ともに学士力の
確保や教育力向上の取組みからさらに達成目標を明確にした効果が見込まれる
取組みに特化して選定し，高等教育の質保証の強化を目的としたプログラムで
ある（表 2-8）。前者は「大学における教育の質保証の取組の高度化」を主た
る目的として申請件数 649 件のうち 96 件の採択状況であった。後者の目的は
「就職支援の強化など総合的な学生支援」であり，申請件数 450 件のうち 400
件が採択されている。特に後者に関しては，国公立大学はすでに学生支援に関
する財政措置を受けているという理由から，私立大学を中心に措置されてい
る。 
特筆すべきは，いずれの取組みにおいても「取組を実施するにあたっては，
ワークスタディなどの学生の活用も可能」であることが注記されている点にあ
る。ワークスタディは「学生が大学の内外においてパートタイムの仕事に従事  
 
表 2-8 「大学教育・学生支援推進事業」の取組み例 
テ
ー
マ
Ａ 
 
・ＦＤの成果測定，教員の指導の成果の可視化，ティーチングポートフォリオの作成
などによる教員の組織的な資質向上を図る取組 
・ＧＰＡ等成績評価の厳格化・可視化などによる成績評価方法の改善を図る取組 
・単位の実質化（学習時間の向上，上限単位の設定（キャップ制）など）を推進する
取組 
・学士力を踏まえた専門教育の見直し（到達目標の明確化，体系的カリキュラムな
ど）及びその展開 
・教育目標の達成に資する体系的・双方向的な教育方法及びテキスト・教材の開発・
作成・学習の連続性に配慮した高大連携の取組 
・教室外学習と教室内学習との連携協働による態度・志向性を身に付けさせる取組・
総合的な学習経験と創造的思考力を身に付けさせる取組 
テ
ー
マ
Ｂ 
・休講期間中の対応，心のケアや法的措置など専門的な対応等，就職相談体制の強化 
・ビジネスマナー講座，プレゼンテーション能力養成講座，種々の資格取得講座の開
設 
・卒業生や保護者を含めた就職相談会の実施，企業との交流促進による求人確保，大
学独自の就職情報誌等の作成による情報提供 
・在学生，卒業生の情報のデータベース化や学生に直接，迅速に求人情報を提供する
ためのメーリングシステムの導入など就職支援の充実 
出所：文部科学省（2009: 2-3）より筆者作成。 
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して必要な学費等をまかないながら学修を行うこと」と定義されているが，大
学教育推進と学生支援の両方の文脈に沿った学生参画の表現として捉えられ
る。前者であれば教育支援人材としての TA や SA が該当し，後者であればピ
ア・サポーターや学生サポーターといった役割が当てはまる。特に，前者に関
しては申請時に取組みの特徴をチェックする項目 9)に「教育方法の改善」とし
て「TA を活用した教育方法の改善」「SA を活用した教育方法の改善」が設
定されている。これらから，取組みの促進に向けて学生参画は重要な要因とし
て位置づいていることが理解できる。 
 「GP」型事業は開始から 10 年以上を経て，その全体が総括されるととも
に今後の大学教育改革のあり方の検討が行われた（国公私立大学を通じた大学
教育改革の支援に関する調査検討会議 2013）。「GP」型事業の効果とし
て，日本の高等教育全体に「Good Practice」の概念が定着したことを挙げた
上で，①個人の努力ではない大学としての組織的な教育改革の取組で，②特色
ある優れた取組を審査，選定し，③その活動を公表することにより大学間共有
を行うという仕組みが可能となったことを挙げている。本研究との関連では，
下記総括文が重要であろう。 
 
改革のための多様なツールやプログラムの壮大な実験プロセスが生ま
れたことが挙げられる。中央教育審議会による改革提案は，「学士課程
教育の構築に向けて」（平成 20 年 12 月 24 日）から「新たな未来を築
くための大学教育の質的転換に向けて～生涯学び続け，主体的に考える
力を育成する大学へ～」（平成 24 年 8 月 28 日）に至って，より具体的
な改善手法の提示に踏み込んでいる。GP 事業は，改善ツールやプログ
ラムの例示及び提案の精緻化と充実をもたらし，各大学における実験的
試みによる経験と知見を豊かにしたことは否めない。特に，過去におい
て提案された改善ツールは欧米の大学を起源とするものが多く，それを
我が国の大学に適用したときにその帰結が不明確な場合も少なくない。
GP 事業の推進は，そのような不明確さをクリアにするとともに，次の
政策立案のための基盤的条件を生成していった。その意味で，政策策定
と実施のプロセスにおける好循環を現出させたとも言える（国公私立大
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学を通じた大学教育改革の支援に関する調査検討会議  2013: 4 より，下
線筆者）。 
 
 10 年に及ぶ「GP」の先進的な取組みは，大学教育において恒常的な実践と
して行われるようになってきたことを評価している。昨今の大学教育改革は，
教育の内容・方法への具体的なコミットメントに及ぶ政策的言及がなされると
いう新たな段階を迎えていることから，この傾向に対する実践的な方策として
の「GP」型事業が与えた大学教育改革推進に向けた影響は大きいといえる。
ここで培った各大学における成果と経験値を，さらなる改善へとつなげる政策
と実践の往還のシステムが創出されたことは，特に大学の教育機能の向上に資
する成果である。今後の課題として，「GP」によって定着しつつある様々な
教育インフラを長期的に育成・継承していく考え方の必要性を説いた上で，新
しい支援の方向性に①国際的通用性が問われるグローバル社会の高等教育にお
いて，教育の類型やモデルを共有するような大きな方向性を目指し，日本型の
「学士課程教育」モデルの創出を目指すものを支援する，②地方や中小規模の
大学教育改革のため，大学間や地域社会等を巻き込んだ大学間連携組織により
実施するものを支援する，③これまで実施してきた教育改革の成果を踏まえ，
更に新しいステージにおいて改革を深化・拡大・発展するものを支援すること
を提唱した。 
その後，大学教育再生の戦略的推進や革新的・先導的教育研究プログラムの
開発推進に向けて「競争的資金」政策は様々に展開されているが，最後に，こ
れまでの大学教育改革の成果をベースとして 2014 年に設定された「大学教育
再生加速プログラム（AP）」11)における学生参画の状況を確認しておきた
い。特に，「AP テーマⅠ：アクティブ・ラーニング」と「AP テーマⅠ・Ⅱ
複合型：アクティブ・ラーニングと学修成果の可視化」で採択された取組みに
着目すると，「学生の力」の活用を実践のポイントとして挙げている大学は，
前者では 9 件中 4 件，後者では 21 件中 6 件となっている。参画させる学生の
具体的な名称は次の通りである。 
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＜AP テーマⅠ＞ 
学修アドバイザー育成（県立広島大学），循環型人材教育／ピアサポート制
活用（徳山大学），クラスサポーター学生育成（福岡工業大学），学生ファシ
リテーター（崇城大学） 
＜AP テーマⅠ・Ⅱ複合型＞ 
アクティブ・ラーニング・アドバイザーの導入（金沢大学），ラーニングア
ドバイザー（山口大学），TA・SA・メンター（長崎大学），学生ボランティ
ア・シニア SA（創価大学），学修コンシェルジュの育成・新たな学生スタッ
フ育成（関西大学），学生 FD の組織化（京都光華女子大学短期大学部） 
 
 ここからも学生参画の方向性は授業における TA という形態に拘らず，多角
的に展開されていることが理解できる。日本において，TA を契機として政策
的に推進された大学教育における学生参画型の取組みは，学生支援の必要性の
高まりや大学教育の質的転換の動向に影響を受けながら，参画する領域の範囲
を拡げていくことになった。この動きは，単に政策的な提言だけで推進された
わけではなく，「GP」型事業といった「競争的資金」政策によるインセンテ
ィブと併用させることで，実践的な取組みとして確実に定着してきた経緯があ
る。今や様々な側面において大学教育の改善を担うアクターとして学生が位置
づけられ，「学習者中心」の大学教育が指向され続ける限りはこの傾向に変更
はないだろう。 
 
註 
1）例えば，業務内容及び教員との役割・責任分担の明確化，待遇の適正化，
学内での TA や SA の評価・統括システムの整備を促すことが明記されてい
る。 
2）「ティーチング・アシスタント経費」は，次の通り規定されている。  
〔対象〕当該大学の大学院研究科の学生をティーチング・アシスタント
（教育的配慮のもと当該大学の学部学生や修士課程の学生に対する実験，
実習，演習等の教育的補助業務を行う者）として従事させ，かつそれに係
る規定を整備している大学。 
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〔算定方法〕当該研究科のティーチング・アシスタントの活用に係る所要
経費の 1/2 以内の額と，ティーチング・アシスタント数に 1 人当たり 200
千円に乗じて得られた額のいずれか低い額を研究科ごとに 30,000 千円を限
度に補助する。 
3）日本大学と同じ私立大学である立命館大学では，TA の業務とできない業
務を次のように定めている。 
【TA 業務の範囲】 
（1）授業関係業務 
①授業内における業務：実験・実習補助，学生への助言，グループワーク
の補助，授業アンケート・インタラクティブシート・コミュニケーション
ペーパー等の実施，出席管理補助，情報機材の操作補助，資料配布，授業
の VTR 撮影，学外見学引率補助（授業時間内），授業環境の維持 
 ②授業外における業務：授業の発表・報告のための指導及び支援，（特に留
学生・社会人学生・障害学生に対する）授業理解促進のための指導および
支援，授業に関する学生のレポート・ペーパーなどに関する指導，レジュ
メ・教材等作成補助，コースツール・授業に関連する HP の運用支援やメ
ンテナンス，学外見学引率補助（授業時間外），期中のレポート・小テス
ト・授業感想・コミュニケーションペーパー・資料などの整理／日常評価
に関わるレポート，小テスト，出席などについては，教員の最終チェック
および責任を前提として，TA がその一部を担当することができる。担当
ができるのは，記号選択問題など単純な採点，答案やレポートの事前チェ
ック，出席の集約などとする。 
（2）学部・研究科教学関係業務 
学習相談室等での勤務，卒業論文指導補助，自主的学習活動の指導および
支援，学内ゼミ大会やゼミ大会に関わる指導および支援，学部共通教材の
開発・準備に関する補助 
【TA が担当できない業務】 
（1）成績評価 
 成績評価は教員が責任を有し，教員以外がこれに従事してはいけない。具体
的な運用は以下のように定める。 
 ①定期試験及びレポート試験について，TA が関係することはできない。 
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 ②点数化・評価，成績の管理，採点報告等への転記について，TA が携わる
ことはできない。また，成績評価に関係する出席簿・小テスト・小レポー
トの現物管理も教員の責任である。 
（2）上記の TA 業務に関係ない教員の秘書的な業務 
 学会の実務，授業に関連しない HP のメンテナンス等，定期試験監督業務 
4）TF とは，資格審査と十分な研修を経た TA に対して与えられる称号と待
遇で，学士課程の教育に参画する資格と，将来の大学教員としての資質を
証明するものと規定されている（筑波大学教養教育機構 2007: 7）。 
5）広島大学では TA を三階層に分けて設定している。①PTA（フェニック
ス・ティーチング・アシスタント）：資格要件のない TA。授業資料の印刷
や出欠確認など，教員が授業を円滑に進めるための簡単な手伝いを行う。
教育活動を知る入り口。②QTA（クォリファイド・ティーチング・アシス
タント）：QTA 資格取得研修会の受講が要件の TA。教員の教育的意図を
理解し，ディスカッションのファシリテーションや実験のデモンストレー
ションなど，授業内の学習活動の支援を積極的に行う。教育活動を体験す
るステージ。③TF（ティーチング・フェロー）：QTA の経験，「大学教員
養成講座」の修了が要件の TA。教員の指導のもと，シラバスの作成や単独
授業の実施，成績評価の原案作成などを行います。教育活動を自立的に実
践するステージ。 
6）ここでは，米国で用いられているチューター育成研修の認証制度等を踏ま
えて，質保証を図りながら促進することが望ましいとされている。  
7）具体的に URA（リサーチ・アドミニストレーター）を引き合いに出して，
このような性格を有する専門職が必要になるとしている。教員と図書館員
の協力の過程を通じて，図書館員の中から育成されるシステムを構築する
必要性を述べている。 
8）ラーニング・コモンズの具体的な構成要素として，以下の内容を例示して
いる。 
（1）物理的なリソース 
＜フロアー設計＞ 
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共同学習スペース，PC 利用スペース，グループ学習スペース，プレゼンテ
ーションスペース，人的サポートスペース（デスク），カフェ（飲食）ス
ペース，リラックススペース，イベントスペース，展示スペース 
＜設備等＞ 
テーブル，椅子，ホワイトボード，電子ボード，ソファー，プレゼンテー
ション用装置（プロジェクター，専用 PC），遠隔放送設備，PC（据え付
け，貸出），ワークステーション，プリンター，スキャナー，複写機， ネ
ットワーク（有線，無線），電源 
（2）アカデミックリソース 
ソフトウェア，電子的ツール，電子リソース（電子ジャーナル・ブック，
DB 等），各種支援資料（マニュアル類，就職関係，留学関係，生活関
係，進学関係），ディスカバリー・サービス，OPAC，電子教材，図書館
資料（印刷体），パスファインダー，学生ポータルサービス（教務システ
ム＝履修登録，リポート提出，各種連絡） 
（3）人的リソース 
ICT サポート，図書館レファレンス，情報リテラシー，アカデミックリテ
ラシー，留学（生）サポート，学生生活サポート，就職サポート，進学サ
ポート，語学サポート，学習相談サポート，雇用形態（TA，SA，PA，職
員スタッフ，教員，ボランティア） 
9）設定されている事項は次の通り。 
＜教育課程の体系化＞ 
順次性のある体系的な教育課程編成，幅広い学びを保証する教育課程の体
系化，課題探求能力等を育成する体系的な教育課程編成 
＜単位制度の実質化＞ 
単位制度の実質化を図るための学習時間の確保，単位制度の実質化を図る
ための授業計画の明確化，単位制度の実質化を図るための必要な授業時間
の確保，単位制度の実質化を図るための上限単位の設定（キャップ制）  
＜教育方法の改善＞ 
双方向型学習による教育方法の改善，TA を活用した教育方法の改善，SA
を活用した教育方法の改善，少人数指導による教育方法の改善，情報通信
技術を活用した教育方法の改善 
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＜成績評価＞ 
成績評価基準の設定，GPA 等の客観的基準の導入，多面的な評価方法によ
る成績評価 
＜初年次教育＞ 
初年次教育の充実，高大連携の推進 
＜教職員の職能開発＞ 
ファカルティ・ディベロップメント（FD）の充実，スタッフ・ディベロッ
プメント（SD）の充実 
10）新しい財政支援に申請するためには，下記項目が満たされていることが
条件となる。 
＜AP・CP・DP＞ 
・全学的に定められた３ポリシーが，各学部で定める各ポリシーに反映さ
れていること 
・その内容がホームページ等で公表されていること 
・各学部（学科）のカリキュラム編成等に反映されていること  
＜授業計画（シラバス）＞ 
・全授業科目においてシラバスが作成されていること 
・科目の到達目標，授業形態，事前・事後学修の内容，成績評価の方法・
基準が示されていること 
＜キャップ制＞ 
・全学生を対象として，単位の過剰登録を防ぐための取組が行われている
こと 
＜FD＞ 
・学部で教育を行う全専任教員を対象として FD が実施されていること 
＜客観的な評価基準＞ 
・GPA 制度等の客観的な評価基準を導入し,個別の学修指導に活用している
こと 
＜大学入学者選抜実施要項＞ 
・文部科学省が通知する「大学入学者選抜実施要綱」を遵守していること  
11）教育再生実行会議等の提言によって示された今後の大学教育の方向性に
資する取組みに関して重点的に支援するもの。高大接続改革推進事業とし
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て「テーマⅠ：アクティブ・ラーニング」「テーマⅡ：学修成果の可視
化」「テーマⅢ：入試改革・高大接続」「テーマⅣ：長期学外学修プログ
ラム（ギャップイヤー）」「テーマⅤ：卒業時における質保証の取組の強
化」が設定された。 
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第 3 章 学生参画型支援プログラムの実践的展開 
政策的な動向に対応して，日本の大学教育に急速に広まっていった学生参画
型支援プログラムの各種実践に関して，本章では具体的な取組みの傾向を明ら
かにすることを目的としている。第 1 節では様々な領域かつ多様な方法によ
って展開される学生参画型の取組みを，主にピア・サポートと FD 活動の観点
から分析を行う。その上で，実践的な見地から学生参画型支援プログラムの概
念規定を行い，学生が参画する実践領域の再類型化を試みる。第 2 節では学
生参画型教授学習支援領域の取組みに特化して，その中でも特徴の異なる 4
分野（①修学アドバイザー分野，②SA 分野，③TA 分野，④チューター分
野）における先進的実践事例の分析を行い，学生が参画するための実践上の特
徴を示す。 
 
第 1 節 多角化する学生参画型の取組み 
（1）ピア・サポートを核とする学生参画 
 JASSO は学生支援に関するニーズ把握のために全国の国公私立大学・短期
大学・高等専門学校を対象にした「大学等における学生支援の取組状況に関す
る調査」をこれまで 5 回（2008 年度，2010 年度，2013 年度，2015 年度，
2017 年度）実施し，これら調査に関する 4 つの報告書を発表している（日本
学生支援機構 2010，2011b，2014b，2017b）。先述の通り，本調査では学生
支援の領域に属する項目について網羅的に扱っているが，中でも特に学生参画
型支援プログラムの取組状況調査である「ピア・サポート」の項目に焦点を当
てる。 
 ピア・サポートは，学生・生徒たちに他者を思い遣ることを学ばせ，その思
い遣りを実践させる手法であり，適切なスーパービジョンのもと学生・生徒自
身が仲間の学生・生徒を援助する取組みとされている（Carr 1981）。主に初
等中等教育段階において「子どもたちの対人関係能力や自己表現能力等，社会
に生きる力がきわめて不足している現状を改善するための学校教育活動の一環
として，教師の指導・援助のもとに，子どもたちの相互の人間関係を豊かにす
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るための学習の場を各学校の実態に応じて設定し，そこで得た知識やスキル
（技術）をもとに，仲間を思いやり，支える実践活動」と定義される（中野ら 
2008）。一方，高等教育段階においては JASSO が「学生生活上で支援（援
助）を必要としている学生に対し，仲間である学生同士で気軽に相談に応じ，
手助けを行う制度」と位置づけている。前者が学校教育活動の一環として教師
の指導・助言を前提に，生徒同士の相互活動自体が価値を有しているのに対し
て，後者は学生によって提供される学生支援サービスに意義を見出している。
支援する側とされる側の双方に教育効果が期待される活動がピア・サポートで
あるが，川島（2013）は大学教育におけるピア・サポートが学生支援の有効
な手段であること，学生への教育効果や成長が期待されることに加えて，費用
対効果の高さに対する大学側のモチベーションが反映されていることを示唆し
ている。加えて，沖（2009）はピア・サポート・プログラムの長所として，
①支援される側の学生の喜びと成長，②支援する学生の喜びと成長，③教職員
の喜びと業務の改善の 3 点を挙げ，特に③の FD の側面にも価値を見出せるこ
とを示している。ピア・サポートという形態は，大学教育において学生参画と
親和性が高い取組みであり，この手段を学生参画の意義を強める理論的な基盤
として，様々な領域において学生参画型支援プログラムが展開されている。 
 実際に JASSO の調査によると，大学における「ピア・サポート等，学生同
士で支援する制度の実施状況」は図 3-1 の通りに示すことができ，ここからピ
ア・サポートの取組みは年々増加傾向にあることを確認することができる。た
だし，「実施している」と回答した大学は国公私立の違いでやや異なる傾向を
示している（表 3-1）。調査開始の段階から「実施している」大学の割合が高
かった国立大学では，今や 8 割以上の大学でピア・サポートの取組みが定着
している。一方，当初はほとんど取組みの実態が確認できなかった公立・私立
大学においても着実に実践が拡大してきている。その意味においては，国立と
私立とでは異なる発展の仕方を遂げているといえよう。 
 これは活動に参画する学生に対する「プログラム報酬の有無」に関する結果
からも読み取れる。国立大学は無給と有給の割合が 6:4（2010 年度），3:7
（2013 年度），3.5:6.5（2015 年度）変化しているのに対し，私立大学はほぼ
5:5 の割合で推移している。国立大学が学生参画の取組みを学生のボランタリ
ーにもとづくものから，給与を発生させることで活動自体に重みづけする方向  
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図 3-1 大学におけるピア・サポート等の取組み実施状況 1)  
出所：日本学生支援機構（2010，2011b，2014b，2017b）より筆者作成。 
 
表 3-1 国公私別のピア・サポート等の取組み実施状況 
  2005 年度 2008 年度 2010 年度 2013 年度 2015 年度 
国立大学 33.3% 45.1% 57.1% 80.0% 83.5% 
公立大学 3.2% 17.1% 28.6% 35.1% 34.9% 
私立大学 11.0% 18.2% 33.4% 39.3% 46.4% 
出所：日本学生支援機構（2010，2011b，2014b，2017b）より筆者作成。 
 
性で実践の拡張を図っているということが読み取れるが，私立大学は両方の方
向性で学生参画の取組みを展開していることがわかる。報酬の有無が活動に参
画する学生に与える影響は様々であり，活動に対する責任感を高めること，学
内の公共性を促進することに報酬は寄与するとされる一方で，無報酬の場合も
活動に参画する学生自身の他者（大学への）貢献性が高まったり，学びが深化
する可能性が高い等といったメリットが挙げられている（Perna 2010）。さ
らに小貫（2011）は，学生のマネジメントの観点からもこの点に触れ，報酬
が有ることで恒常的に活動する学生を確保することが可能になり事業計画が立
てやすくなるのに対し，無報酬の場合は学生に他の活動を優先されやすくなる
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ことを示している。これらの違いは当然ながら活動内容に左右される側面も小
さくないと考えられるが，学生参画型支援プログラムの量的拡大か質的洗練か
の方向性の違いを示唆しているともいえよう。 
 このように拡大を続けている「ピア・サポート」の学生参画の取組みを，
JASSO の調査ではさらに具体的な支援領域として，①学習サポート，②修学
相談（履修相談等），③就職アドバイス，④学生寮（寄宿舎）内の生活支援
（レジデント・アシスタント等），⑤障害学生支援，⑥留学生支援，⑦学生生
活上の支援（障害学生支援・留学生支援を除く），⑧学生間の仲間づくりに分
類している。調査年度別に全体のプログラム数の中で各領域がどのような割合
にあるのかを示したものが図 3-2 である。学習サポートを筆頭に，修学相談，
コミュニティ形成（仲間づくり）といった領域が続いている。ただし，この調
査では各大学は実施しているピア・サポートの取組みを複数の領域に位置づけ
て回答することが可能なことから，領域をまたいだプログラムも多数存在して
いることが窺える。 
 
 
図 3-2 ピア・サポートの領域別実施割合 2) 
出所：日本学生支援機構（2011b，2014b，2017b）より筆者作成。 
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日本において，ピア・サポート・プログラムが充実している大学に立命館大
学が挙げられるが 3)，ここでは①学習支援，②新入生支援，③キャリア支援，
④留学生支援，⑤留学支援，⑥図書館利用支援，⑦情報システム利用支援，⑧
国際平和ミュージアム支援，⑨広報支援，⑩入試支援，⑪キャンパス案内支
援，⑫各学部独自の取組みの領域で多様な活動が展開されている（沖 
2015）。JASSO の調査において示された具体的なプログラム名とともに立命
館大学のプログラムを整理して示したものが表 3-2 である。ここでの表記も重
複していることから，各領域が重なり合いながらピア・サポートの取組みは展
開されていることがわかるだろう。立命館大学の取組みの特徴は，様々な部局
においてその文脈で必要な業務に「学生の力」を活用している点にある。一方
で，全学的に総合的なシステムとしてピア・サポートが運営されていないこと
で，活動に参画する学生の研修の量と質が十分に担保されていない点が大きな
課題とされている（沖 2015）。しかしながら，業務内容によってはそれほど
高度な研修が必要とはいえない取組みがあることも事実である。「学生の力」
を一種の「マンパワー」として位置づけて，大学教育というよりかは大学運営
の側面で学生に参画の機会を設けている場合も多く，その両方の側面において
同じピア・サポート・プログラムという名称で取組みが拡がっていることを理
解しておくべきであろう。 
 以上から，日本における学生参画型の取組みとしてのピア・サポートは，実
際のところプログラムによって様相の違いを呈している。日本の大学はピア・
サポートの名の下に，学生参画の取組みが独自の方向性で発展を遂げてきてい
ると理解できる。日本に見られるピア・サポートの急激な拡大傾向には，①ピ
ア・サポートがトレンドとしてではなく，各機関の文化や問題意識，特徴，課
題を踏まえながら戦略的に展開されていること，②ピア・サポートの原義でも
ある「学生の問題（problem）を軽減することを支援する」段階から，「学生
の課題（task）の達成を支援する」というより広い領域を指向した取組みが多
くなってきていること，③ピア・サポート自体を大学全体の「包括的な教育活
動」の中に位置づけ，教員・職員・学生が一体となって展開する段階にあるこ
との特徴が確認できるという（小貫 2010）。その上で，教職員の適切な介入
や，大学の明示的かつ組織的な支援の必要性について言及しているが，現状は
未だ実践現場における模索が続いている段階である。これらの課題はまさに大
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学教育における学生参画の取組みの質保証に関わる論点である。学習面から生
活面，その他大学運営業務の一端を担うまで学生参画の領域は広範である中
で，「質保証」体制の構築が不可欠の領域の見極めが重要となる。以降，その
領域の整理に向けた分析を深めていく。 
 
表 3-2 領域別の具体的なプログラム名称 
領域 JASSO 調査で示されたプログラム 立命館大学のプログラム 
学習 
サポート 
学習ピアサポート，博士後期課程学
生によるなんでも相談室，初年次学
生グループ，学習アドバイザー，PC
相談室，アカデミック・ピア・サポ
ート，先輩のいる学習室，学習コン
シェルジェ 
エデュケーショナル・サポーター（教
育開発推進機構），学部講師（理工学
部事務室）アカデミック・アドバイザ
ー（スポーツ健康科学部事務室）， 
修学相談 
学生相談員，オリエンテーションチ
ューター，新入生履修相談会，ぴあ
アドバイザー，新入学生サポート制
度，スチューデント・ラーニング・
アドバイザー制度 
オリター・エンター（学生オフィス） 
生活支援 
（+学生寮
支援） 
ピア・カウンセラー，キャンパス・
ナビ，フロア・リーダー，学生アド
バイザー，ピア・サポーター，学生
メンター，チアフレンド，フレッシ
ュマンキャンプ・チューター，学生
なんでもアドバイザー 
オリター・エンター（学生オフィス） 
コミュニ
ティ形成 
フレッシュマンキャンプ，ピア・サ
ポート・セミナー，オリエンテーシ
ョンヘルパー，ピア・サポートルー
ム，LRR ボランティアスタッフ，ピ
ア・サポーター，Student 
adviser，縁コミュニティ 
オリター・エンター（学生オフィス） 
その他 
（+就職ア
ドバイ
ス，障害
学生支
援，留学
生支援） 
キャリアサポーター，ノートテイカ
ー，就活アドバイザー，国際交流チ
ューター制度，桜サポーターズ，学
内チューター，ジュニア・アドバイ
ザー，健康維持・増進活動，情報機
器等のヘルプデスク，図書館利用
法，派遣留学生支援，新入生オリエ
ンテーション，ボランティア活動の
相談 
サポート・スタッフ（障害学習支援
室），プレースメント・リーダー（キ
ャリアオフィス），ジュニア・アドバ
イザー（キャリアオフィス），留学ア
ドバイザー（海外留学課），グローバ
ル・ゲートウェイ・プログラム「まい
る」（国際教育推進機構），学生コー
ディネーター（共通教育課）ライブラ
リー・スタッフ（図書館サービス
課），レインボー・スタッフ（情報基
盤課），ミュージアム・スタッフ（教
育文化事業課），キャンパス・ナビゲ
ーター（入試広報課） 
出所：小貫（2011: 68-9），安部（2017: 65），沖（2015: 10-1）より筆者作成。 
 
82 
 
（2）FD 活動における学生参画 
 ピア・サポートに代表される学生参画の取組みに対し，昨今の高等教育にお
ける学生参画の別潮流である学生参画型 FD の取組みにも触れておく必要があ
る。学生参画型 FD は「学生 FD」や「学生参加型 FD」とも称される取組み
であり，「授業や教育の改善に関心を持つ学生が，その改善のために主体的に
取り組む活動で，大学側との連携を求めるもの」（木野 2015）と定義され
る。FD 自体が教育力を中核とした教員の資質・能力の向上を目指す取組み
で，2008 年の「大学設置基準」の改正により組織的な実施が義務化された領
域として質保証の面でも欠かすことのできない論点である。この点を踏まえた
上で，服部（2012）は学生参画型 FD を①教員だけでなく，大学の重要な構
成員であり，教授＝学習過程の一翼を担う学生の観点を含有することで，その
双方を高め合う可能性を秘めた活動とし，②大学における教育の向上とそれに
付随する人材育成の向上を促進するものとして位置づけている。つまり，FD
の概念を拡張することで，授業改善に限らない大学運営の教学領域全般に学生
参画の要素を取り入れる取組みと理解できよう。 
 まず，日本における学生参画型 FD の展開過程を確認しておこう（清水ら 
2009; 服部 2012; 木野 2012，2016; 沖 2013; 梅村 2015）。2001 年に岡山
大学にて立ち上がった授業改善の取組みである「学生・教員 FD 検討会」がそ
の先駆けとされる。2003 年には「学生・教職員教育改善委員会」4)となり，内
規にて各学部から推薦された学生委員各 2 名ずつを選出し，教職員とともに
全学的な教育改善に向けた意思決定に学生が参画することになった。この取組
みは特色 GP に採択され 5)，学生参画型 FD の一形態として諸大学へインパク
トを与え，現在も履修相談会や学生発案型授業，教育改善学生交流（i*See）6)
等を実施している。 
他方，実態として学生参画型 FD の全国的な普及に貢献した取組みとして立
命館大学の活動が挙げられる。立命館大学における「学生 FD」導入の経緯は
木野（2016）の報告に詳しいが，特に「学生 FD サミット」立ち上げによる
各大学への影響は大きいといえる。これは「学生 FD 活動に取り組む学生・教
員・職員が一堂に会し，各大学における活動の成果を発表し合い，大学教育に
おける課題等を共有し，議論する場」とされ，2009 年から毎年全国規模で開 
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図 3-3 学生参画型 FD の取組みが確認されている大学（2015 年段階） 
出所：木野（2016: 208）より。 
 
催されている。「学生 FD サミット」等への参加実績から学生参画型 FD の取
組みが確認されている大学は図 3-3 の通りである。立ち上げ初期段階に学生参
画型 FD を組織的に実施していた大学は岡山大学（学生・教職員教育改善専門
委員会），立命館大学（学生 FD スタッフ），追手門学院大学（教育研究所・
学生 FD スタッフ），法政大学（社会学部・「社学 fes」運営委員会），大阪
大学（パンキョー革命推進チーム）の 5 大学とされ，「学生 FD サミット」を
契機に各種実践が普及していったとされている。 
しかしながら，一口に学生参画型 FD といっても活動は多岐に渡っている。
具体的な取組みをまとめたものが表 3-3 であるが，各種取組みから活動の統一
性を確認することは難しい。学生参画型 FD の定義によれば，①教育改善，②
学生主体，③大学との連携の要素を含みこむものと理解されるが，各種取組み
において，これらの特徴をどの程度満たしているのかは明確ではない。実際に
「学生 FD サミット」に参加する機関には，大学の FD 等を所掌する公的セク
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ター，学生自治会組織，公認のサークル組織等が挙げられ，学生参画型 FD の
名の下に共通の課題意識を有しているかは不明である。学生参画型 FD はすべ
ての要素を満たした活動なのか，いずれかひとつの要素だけでよいのか，その
認識は各大学において必ずしも共通であるとはいい難い。同時に，これらの取
組みの成果が全国的にも個別の大学としてもどのように反映されているのかが
見えにくいことも事実である。活動の普及という点に関しては学生参画型 FD
が引き起こしたムーブメントに価値は見出せるが，どのような目的で，何を対
象とする取組みであるのか，学生参画型 FD が示す取組みの方向性に関しては
いまだ共通理解を得るのは困難といえる。 
 
表 3-3 日本における学生参画型 FD の取組み 
分類 取組み 概要 
授業についての
学生の声を集め
て伝える 
しゃべり場 
教職員と学生が少人数のグループになり，「理
想の授業とは」「授業アンケートって必要？」
などのテーマで率直に語り合う対話の場 
フォーラム 
大学教育の今後について，教職員と学生で考え
る場を運営する活動 
懇談会 
大学の役職者との懇談の場をつくり，学生の生
の声を伝える活動 
学生の視点を生
かして授業をよ
くする 
学生発案型授業 
学生の発案のもとに，学生が教員と授業を創り，
授業運営までする活動 
よい授業の紹介 
授業コンテストや学生によるシラバス作成によ
り，教員に学生の視点を伝えることで授業改善
を促し，よい授業に対する学生の関心を高める
活動 
授業アンケート 
学生独自の授業アンケートや学生視点の設問を
取り入れたアンケートを作成・実施し，成果を
報告する活動 
学生の学び 
への意欲を 
高める 
履修相談・ゼミ紹介 
新入生の履修登録の手助けをしたり，学生生活
のさまざまな悩みや疑問に答えたりして，学び
への意欲，主体性を高めるピアサポート的な活
動 
教員インタビュー 
教員の素顔や肉声を伝え，学びへの意欲を高め
る活動 
職員との交流 
若手職員と学生が一緒に学内企画を運営した
り，職員が学生に大学職員の専門性を紹介した
りすることで，学びへの自覚を高める活動 
学びの 
環境改善 
キャンパス改善 
学生発案の食堂メニューやたばこポイ捨て禁止
キャンペーンなど，環境整備につながる活動。
本来の活動とは異なり，派生的に生まれた 
出所：梅村（2015: 32）より。 
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他にも，現在日本で展開されている「学生 FD」活動は日本独自の発想であ
るとした上で，「海外にほとんど該当する事例が見当たらず，学生参画と FD
との関係性や学生 FD スタッフの位置づけ，定義についての整理が不十分なこ
とから，国内において異論や異議が散見され，それらの先進校においてもやや
活動に陰りが見え始めている」（沖 2015）といった指摘もなされている。実
際に，学生参画型 FD の実践上の課題として，①活動に参画する学生確保の不
安定さ，②活動に対する理解・関心の広がりにくさ，③学生の主体性と教職員
の関与の適切なバランスのはかりにくさも挙げられている（服部  2012）。こ
れらから，大学における学生参画型 FD の定着には，その取組みの意義が全学
的に共有されていることと，教職員による活動のコントロール—引いては参画
する学生の質保証が十分になされていることが必要であると考えられるが，現
段階で展開されている取組みの多くがそのステージにあるとはいえない状況に
あるといえる。 
上記の認識に立てば，日本においてはいまだ実質的な学生参画型 FD が展開
されていないということになるわけだが，具体的な方向性としてはどのような
ものが考えられるのだろうか。現在の日本の学生参画型 FD は，そのほとんど
がアクティブ・ラーニングとピア・サポート・プログラムに分類できることを
示唆した沖（2013）は，その実態を踏まえて FD 活動に参画する学生を次の
ように定義すべきとしている。 
 
その分野における専門性を持ち，教職員と協働して大学運営や FD 活
動そのものへの参画や意見の表明等を行う学生，あるいはそれに伴う学
生主体の企画，事業の実施などに従事する学生。学生自治会に所属する
場合もあれば，ボランティアや大学の正式な委員会に所属する場合もあ
る（沖 2013: 16 より，下線筆者）。 
 
学生がどのような立ち位置で取組みに参画するかを示した後半の記述に関し
ては，多様な形態で普及している日本の学生参画型 FD の現状への配慮が読み
取れる。実際に，学生の位置づけは学生自治会と大学との関係性の違い等，各
大学の文化によるところが大きく，そこの柔軟性を保つことは必要である。一
方，大学教育の改善の取組みに学生が参画するためには一定の専門性を有する
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べきであるとする条件は，これまで「学生の主体性」という原則のもと，ある
意味無条件に学生の参画を許容してきた内実への反省として理解してよいだろ
う。学生の主体性に価値を見出すのではなく，それを前提に実際展開される活
動の「質」自体に価値を見出さなければならないという提案である。つまり，
学生を参画させることに意義があったこれまでの段階から，「質」を伴った活
動を展開していく段階へとステップアップする必要性を示しているといえよ
う。 
このように質保証の観点から教育改善に学生を参画させることに意義を見出
す動きは欧州が先んじていることが明らかになっている（大学評価・学位授与
機構 2014）。その取組み事例については表 3-4 に示した。欧州における質保
証への学生参画の形態の特徴として，①全国レベルの質保証認証機関のガバナ
ンスへの参画，②第三者評価に委員もしくはオブザーバーとして参加，③大学
の自己評価書の作成に参加，④各種評価に係る意思決定プロセスに参加，⑤フ
ォローアップ・プロセスへの参加が挙げられる。大学の内部の活動に留まら
ず，第三者評価や認証機関のガバナンスといったより高次の領域でも学生の参
画が積極的に進められている。当然のことながら，責任ある取組みに参画する
学生には活動を遂行する上での適切なトレーニングと，相応の報酬が提供され 
 
表 3-4 欧州による質保証への学生参画事例 
フ
ィ
ン
ラ
ン
ド 
 
・学生が質保証に関するアンケート調査の策定や調査分析を実施。 
・評価関連ワークショップでは，学生が意見を述べたりフィードバックを行ってい
る。 
・フィンランド高等教育評価審議会（FINHEEC）の業務や人員構成は法令によって定
められており，その中で学生の関わりも言及されている。 
・大学運営について，ボードメンバーは教授，教員・研究者・その他の職員，学生か
ら構成されなければならない（大学法）。 
・FINHEEC は設立当初から，評価のすべての段階において，可能な限り学生を参画さ
せている。 
英
国 
・大学が提出する自己評価書の添付資料として，学生が学生の立場で大学の質保証に
関して意見を作成し，質保証機関に提出。但し，スコットランドにおいては，大学
は学生と協力して自己評価書を策定。 
・大学の意思決定組織に学生を入れる大学もある。 
・スコットランドでは，専門家グループに全国学生ユニオンの学生代表が含まれる。 
・英国高等教育質保証機構（QAA）の理事会（17 名）のうち 2 名が学生理事。 
・QAA は現在 90 名の学生評価者を有する。 
出所：大学評価・学位授与機構（2014: 67/スライドページ 17）より。 
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る。これらの活動を担う学生は，①情報提供者；調査の完了者，②行為者：フ
ィードバックの収集者・分析者，③専門家：学習に関する専門家，④パートナ
ー：本格的かつ建設的な対話が可能な存在として，大学をはじめとした機関側
からその存在意義を見出されている。QAA でも「質向上と質保証の過程への
学生の参加が自らの教育経験の改善につながる」ことを明示した上で，大学運
営に対する学生の主体的な参画を積極的に推進している（QAA 2016; 沖 
2016）。 
以上から，学生参画型 FD の方向性としては機関レベルで学生に対して質保
証に関する重要な役割と裁量・責任を与えるあり方が考えられるだろう。その
意味においては，岡山大学の取組みは萌芽的な要素を兼ね備えているが，沖
（2013）の指摘するように参画する学生の活動に対して十分な権限を付与す
るだけの「専門性」が担保されていない点が課題である。日本における学生参
画型 FD には，学生を活かす領域それ自体と，活動の実質化に向けた学生の研
修体制が不十分であることから，他の学生参画型の取組みとの棲み分けも含め
て今後より一層の検討が必要になる。ただし，世界的にも大学教育の質保証の
観点からも学生参画の意義が認知される傾向にあるのは確かであり，日本にお
いても学生参画型 FD はじめ他の学生参画の取組みの質保証をプログラム単位
でいかに展開するかは大きな課題として残されている。 
 
（3）学生参画が進む領域の再分類 
 日本において展開される学生参画型の取組みとして，上述の通りピア・サポ
ートと FD 活動という大きく二つの方向性が確認された。しかしながら，具体
的な活動領域に関しては，様々な取組みが入り乱れている現状であり，概念・
実態ともに未整理のまま実践が先行している感は否定できない。それ故，学生
参画型の取組みには体系性と共通性が見出しにくく，各大学の文脈に応じた活
動という形容に頼らざるを得ない状態が研究的にも実践的にも続いてきてい
る。そこで本項では，改めて大学教育における学生参画の概念整理と類型化を
行うとともに，本研究の主題である「学習支援」に関わる領域の特徴を示した
い。 
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 まず，ピア・サポートと FD 活動の再検討から始める。両者はあくまで取組
みの「形態」を示すものであり，取組みの内実—目的や対象との組み合わせ如
何では様々な方向性で展開可能な概念であることを前提としなければならな
い。先述の定義に立ち戻れば，ピア・サポートは学生同士の相互作用に効果を
期待しているものであり，主たる対象は学生ということになる。一方，FD 活
動は「教員が授業内容・方法を改善し向上させるための組織的な取組の総称」
7)であり，主たる対象は教員であり機関である。学生参画の射程は，学生個人
から教員・大学の組織全体に至るまで幅があるということは大事な要素であ
る。 
JASSO の調査では具体的な支援領域として 8 つに分けられていたが，これ
を「教育課程との直接的な関与の程度」を基準に分類すると，図 3-4 のように
示されるだろう。関与の程度が小さい領域は，学生個々の学生生活の充実に向
けた支援が主である。ただし，就職アドバイス，留学生支援，障害学生支援の
3 領域に関しては大学によってはそれぞれ教育課程との結びつきもあり得る領
域であるが，その内容はあくまで間接的な関与であるという理由から中間に位
置づけている。他方，関与の程度が大きい領域には修学相談と学習サポートを
位置づけている。修学相談は主に履修や学習計画の設計等に関する内容を扱っ
ていることから，教育課程との関係において展開される支援領域であると判断
した。学習サポートについては，①主に授業外で上級生が下級生の学習相談を
受けるものと，②TA・SA 等の授業支援に分けられる傾向にあり（小貫 
 
 
 
図 3-4 教育課程との関与度合で大別した各種ピア・サポート 
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2011），その特徴を反映させた結果である。前者に関しては，ピア・サポー
トの原義に沿う取組みであると解釈できるが，後者に至っては授業支援と銘打
っていることもあり，支援の主対象が学生であるピア・サポートの目的とは本
質的に異なっているといえる。しかしながら，正課内の授業においても「学習
者中心」のキーワードの下に対学生へのまなざしが必要とされる傾向が強まっ
ており，そことの結びつきにおいてこれまで授業支援の側面もピア・サポート
に含みこんで理解されてきた経緯がある。本分析においては，この両者の違い
を明確にした上で再分類を試みたい。 
対して，学生参画可能な FD 活動の側面に関しては，海外の方向性を参考に
しながら論じていきたい。というのも，日本における学生参画型 FD の実情は
ピア・サポート，サークル活動，学生自治体，学内のアルバイト等，あまりに
多様な活動を包含しすぎており，これら実践を起点に整理を行うのは極めて困
難であるからだ。学生参画型 FD の言葉が独り歩きし，学内の取組みの何かし
らに学生が関与していれば学生参画型 FD とみなす傾向が少なからず見られる
日本の現状において，沖（2013，2015，2016）による学生参画と FD 活動の
解釈を参考にしながら理論的に検討していく。 
 英国の HEA（Higher Education Academy）は，『Engagement through 
Partnership: Students as Partners in Learning and Teaching in Higher 
Education（パートナーシップを通じた参画―高等教育における教授学習のパ
ートナーとしての学生―）』（HEA 2014）において，「学生連携」という概
念を掲げている。これは学生参画が及ぼす様々な効果を認めた上で，次のステ
ージとして大学における「パートナーとしての学生の役割」を検討することの
必要性を説いたものである。具体的には①「教授学習と研究における学生参画
（Student engagement in learning, teaching and research）」の領域と，②
「教授学習の実践と政策の向上（Enhancement of learning and teaching 
practice and policy）」の領域とに大別され，図 3-5 に示す枠組みを示してい
る 8)。両者の境界には「PAL（Peer Assisted Learning）」と称する学生参画
の形態が存在する。これはファシリテートの技術等の適切なトレーニングを受
けた学生（PAL リーダー）が授業内活動の支援を行うもので，もともと①の
要素が強い取組みである。さらに，ここでは「PAL」の影響を②の領域にも認
めている点が特徴的である。学生が「PAL リーダー」として教職員と連携す 
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図 3-5 HEA による学生連携の領域とその分類 
出所：HEA（2014: 22-5），沖（2016: 2-8）より筆者作成。 
 
ることで，単に授業改善に資するだけでなく，教授団の資質の改善に対して
も影響を及ぼし得ることを言及している。従来，学生参画の主たる領域は TA
に代表されるように各授業を中心とした教授学習場面であったが，それが大学
全体の質保証や，大学運営に関与するといった領域にまで拡張しつつある。大
学運営の意思決定に関わる新しいアクターとして学生が位置づけられ，参画さ
せるのではなく連携の主体として学生をみなす傾向が世界的には確認されてい
る。 
 次に，上記の分析にもとづいて，ピア・サポートから FD 活動までを内包し
た学生参画の領域の関係性を示そう。ピア・サポートに関しては，図 3-4 より
教育課程とは直接的に関与しない「学生支援領域」と，主に授業外において教
育課程と関連する支援を提供する「学習支援領域」に分けられることがわかっ
た。FD 活動については，図 3-5 より授業を中心とした正課教育での支援を展
開する「教授学習改善領域」と，組織的な質保証の取組みに直接的に関与する
「大学運営改善領域」に区分される。これら領域の関係性を示したのが図 3-6
である。取組みの対象が学生個人からより組織へと移っていく過程が示されて
おり，そこにピア・サポートと FD 活動の各領域が位置づけられている。 
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図 3-6 ピア・サポートと FD 活動における各領域の関係性 
 
 「学生支援領域」において活動に従事する学生の位置づけは，「学生を取り
巻く問題を軽減するための労働力」（川那部 2016）とする向きが強い。そも
そも，学生を取り巻く社会的変化といった様々な要因による「学生の心理的問
題の多様化に対して，専門家による相談窓口だけではなく，より軽微な問題の
段階で気軽に相談できる」（杉村ら 2006）仕組みが必要になってきたことを
背景に，予防的措置としてピア・サポートが導入されている。ここで重要なこ
とは，あくまでピア・サポーターである学生の活動範囲は「軽微な問題」に限
られていることだ。基本的に，学生相談やアクセシビリティ支援といった学生
支援の領域には各大学に専門家（教職員）が配置されていることから，ピア・
サポーターに求められる役割はそれほど専門性が高いものではない。専門性と
いうよりはむしろ，仲間づくりや学生同士の文脈共有といった学生だからこそ
の特性に価値が見出される領域である。 
 「学習支援領域」と「教授学習改善領域」は教育課程と直接的に結びついて
おり，同じ文脈を共有した領域といえる。違いとしては前者が正課外で学生の
学習を対象にするのに対し，後者が正課内の授業を主たる支援対象としている
点である。当然ながら，授業支援には教員・学生への支援も含まれるが，どこ
にベクトルが向くかでも実践は多様に展開され得る。それ故，ここでいえる確
かなことは，両者を分かつ要因は学生の学習に特化した支援であり，かつ活動
に従事する学生が自律的な支援主体であるかどうかである。ただし，記述の通
り，ピア・サポートにおいても FD 活動においてもこの領域がボリュームゾー
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ンであり，目的や手法が重複する部分も多い。ここでは一旦両者をまとめて
「教授学習支援領域」と表現したい。 
 活動に従事する学生に対して，大学教育全般の理解・分析等といった専門性
を最も要求するのが「大学運営改善領域」である。特に，大学の意思決定の一
部に学生が参画する取組みの場合，その学生は全学生を代表する責任を有し，
責任に見合った高い資質・能力の持ち主であることが求められる。大学全体の
質保証という，組織のミッションそのものに関与する学生参画の領域は，上記
の「支援」領域とは一線を画する領域といえよう。 
 以上，これらの領域の特徴にもとづいて，横軸に取組みの対象（学生個人か
ら大学組織まで）を，縦軸として取組みに参画する学生に求める資質（学生と
しての特性から活動に応じた専門性まで）を設定し，各領域の位置づけをマト
リクス図に示した（図 3-7）9)。第三象限に「学生支援領域」，全象限にまた
がる「教授学習支援領域」，第一象限に「大学運営改善領域」が位置してい
る。第三象限から第一象限へと緩やかに各領域の次元が移っているが，これは
「問題（problem）の軽減」から「課題（task）の達成」，そして「目的・使
命（mission）の遂行」まで，参画する学生の役割が推移する特徴を示してい  
 
 
図 3-7 学生参画が進む三領域の位置づけ 
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る。ちなみに，ここで示されている各象限における領域に優越はないことを断
っておきたい。学生という大学の新しいリソースを，どの領域で活かすかは各
大学の方針次第であり，活動に対する対価を発生させるのか，トレーニングの
機会をどのように設けるのかといった実践的な課題の発生の仕方も様々であ
る。ただし，一般的にいえることは，「problem→task→mission」の変化に応
じて大学側のコミットメントの程度も大きくなっていくということであろう。  
最後に，ボリュームゾーンである「教授学習支援領域」について精緻化を試
みたい。この領域はピア・サポートと FD 活動両方の特徴を有しているが，そ
れ故，領域の全体像がつかみにくい。そこで，具体的な学生参画の「形態」に
着目して分類を行った結果が図 3-8 である。第一象限と第三象限が「教授学習
改善領域」の取組みで，専門性の程度に応じて GSI（Graduate Student 
Instructor），TF（Teaching Fellow），TA（Teaching Assistant），SA
（Student Assistant）を位置づけている。第二象限と第三象限は「学習支援領
域」に属する取組みであり，正課外において学生の学習を専門分野に応じて個
別サポートするチューターと，履修相談を中心とした修学アドバイザーを位置
づけた。 
 
 
図 3-8 教授学習支援領域における学生参画の形態の分類 
94 
 
先述した通り，活動に従事する学生が自律的な支援主体であるかどうかを二
つの領域を分かつ要因としてが，正課外の活動であるほど取組みに参画する学
生には相応の責任が求められやすい。正課内の活動において責任主体は授業を
担当する教員に他ならず，TA や SA はその教員との協働にもとづいて活動を
展開する（GSI を除く）。また修学アドバイザーに関しては，「学生支援領
域」の特徴と重なり，最終的には教務系職員をはじめとした専門家との連携が
可能である。一方，正課外における特に専門分野に紐づく学習支援では，提供
する学習支援サービスの責任主体と実施主体がチューター学生自身にならざる
を得ない状況が発生する。その意味において特にこのチューター分野に該当す
る学生参画型学習支援プログラムには質保証が求められているといえよう。次
節ではこれら「教授学習支援領域」の具体的な実践について分析していく。  
 
第 2 節 学生参画型教授学習支援領域の先進的実践事例 
（1）修学アドバイザー分野の取組み 
 国際基督教大学（ICU）は日本の中でも数少ないリベラルアーツを教育理念
とする比較的小規模の私立大学であり，メジャー制，少人数教育や対話型授
業，3 学期制や GPA 制度，1・2 年時の徹底した英語教育，留学やサービス・
ラーニング機会の充実等独自のカリキュラムを展開している。さらに，特徴的
な取組みのひとつに建学以来のアドバイザー制度がある。これは 1～3 年次の
学生には入学時に指定された専任教員が，そして 4 年次には卒業研究指導に
特化した教員がアドバイザーとして様々な助言・指導を行うものである 10)。
アドバイザーの役割は①学生の各学期の履修計画の確認，②学生の履修計画作
成に対する助言，③学生の修学上・生活上の諸問題への助言，④奨学金，留
学，就職，大学院進学等の推薦状作成である。 
 この教員との対話にもとづく「アカデミックアドヴァイジング」を根幹に，
さらに学生自身が自らの学修をプランニングする「アカデミックプランニン
グ」を促進している。この学生が主体となって自発的に履修内容を熟慮し決断
する過程を支援する全学的な組織としてアカデミックプランニング・センター
（APC）が設けられている。アドバイジングの専任スタッフ 2 名が学生から
95 
 
の相談業務と学生ピア・アドバイザーである「IBS（ICU Brothers and 
Sisters）」の採用・育成を担っている。APC・IBS ともに次のミッション・ス
テートメントを掲げている。 
 
   ＜APC ミッション・ステートメント＞ 
アカデミックプランニング・センターは，アカデミックアドヴァイジ
ングを通じ，自発的学修者の育成を助け，大学の使命と目的とともに歩
む。また，アカデミックプランニング・センターは，学生，教員，職員
間の対話を促進させ，ICU のアカデミックアドヴァイジングの発展に貢
献する。 
2007 年 9 月 18 日制定 
   ＜IBS ミッション・ステートメント＞ 
「自発的学修者（intentional learner）」の育成を助けるというアカ
デミックプランニング・センターのミッションに，学生の視点・立場か
ら貢献する。IBS の活動によって，アドヴァイジングがより身近なもの
となり，アカデミックプランニングの重要性について，学生を中心とし
たキャンパス構成員が認識できるようにする。その目指すところは，ア
カデミックプランニングが広まり，ICU の文化として根付くことであ
る。 
2010 年 7 月 13 日制定 
（アカデミックプランニング・センターHP 
http://apc.info.icu.ac.jp/about_center-j/mission_j より，下線筆者）。 
 
全学的に重視している「アカデミックアドヴァイジング」のポリシーを，教
員アドバイザーのみならず，専任スタッフによって運営されている APC や，
学生のピア・アドバイザーである IBS 等とともに重層的に実践を展開する構
図である（図 3-9）。学生自身が自発的学修者として成長するために，教員・
職員・学生といった様々なチャネルにアクセス可能な体制を整備している。特
に IBS の役割に焦点を当てるならば，上記ミッション・ステートメントにあ
る通り，「アカデミックプランニング」の重要性の発信・普及といえるだろ
う。教員や専任スタッフによる専門的なアドバイジングを大前提に，学生の立 
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図 3-9 ICU の「アカデミックアドヴァイジング」体制 
出所：アカデミックプランニング・センターHP（http://apc.info.icu.ac.jp/about_center-
j/advising-at-icu_j）より。 
 
場から貢献できること—学生の実体験が活かせる領域での助言やアドバイジ―
の気軽さの担保等を業務範囲としていることがわかる。 
具体的な活動としては，学期中の平日 13:00～15:00 に APC にて学生からの
アドバイスを受付けることを中心に，facebook をはじめとしたウェブサイト
での「アカデミックプランニング」に資する各種情報の発信等を行っている。
IBS を構成するメンバーは 2 年生から 4 年生までの約 20 名である。IBS は公
募によって毎年 7 名程度面接によって選抜される。1 年次が修了する段階で公
募し，2 年次に活動を開始する流れで，4 年次まで活動を継続することが前提
条件となっている。つまり，学生は IBS に応募できるタイミングが限られて
おり，その機会を逃すと在学中 IBS として活動することはできない仕組みで
ある 11)。「同期」の一括採用をシステム化することで，研修や上級生からの
継承といった組織的な活動が展開しやすくなること，IBS の同僚性や一体感を
高められること，活動を継続的に実施しやすくなること等がメリットとして考
えられる。研修体制としても APC の専任スタッフによる日々のサポートだけ
でなく，「1Day Workshop」，外部講師による勉強会，IBS メンバー間での情
報提供等，IBS の自発性を担保した上で構成されている。 
97 
 
IBS をはじめとしたアドバイジングが機能する背景には，「アカデミックプ
ランニング・エッセイ」と呼ばれる学生自身が 4 年間を通じて定期的に自己
点検するための「アカデミックプランニング」促進ツールの存在が大きい。
ICU 独自の教育課程では学生の選択機会が多く，学生と教育課程のミスマッ
チを防ぐ取組みである継続的な修学サポートが重視されており，そのポイント
で学生の実態を可視化する一種のポートフォリオとしてエッセイは機能してい
る。具体的には，①入学前エッセイ：ICU での学びの目標，②1 年次終わりエ
ッセイ：1 年間の学びの自己評価，次年度の展望，③2 年次メジャー選択エッ
セイ：メジャー選択の理由，メジャー選択後の展望，④3 年次卒論アドバイザ
ー申請エッセイ：卒業研究テーマ，進路選択，⑤4 年次卒業エッセイ：学びの
集大成，振り返りと卒業後の目標設定の計 5 回のエッセイを執筆する（図 3-
10）。 
 
 
図 3-10 ICU の「アカデミックプランニング」ロードマップ 
出所：アカデミックプランニング・センターHP（http://apc.info.icu.ac.jp/what-is-
academic-planning_j/shcedule_j）より。 
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このエッセイの実施主体が APC で，実際に学生の執筆したエッセイを保
管・管理している。教員アドバイザーにも当該学生のエッセイを提供し，面談
の質向上の支援を行っている（日比谷 2009）。APC や IBC による日常的な
アドバイジングにも活用されており，このエッセイの執筆に関する相談が多い
とされる。APC のポリシーのもと活動している IBS の学生も，現在進行形で
エッセイを執筆している立場であり，その背景が指導的ではないピアにもとづ
く修学支援体制を生み出す要因ともなっているといえよう。その上で，IBS は
アドバイジ―にとっての「ロールモデル」として機能しているといえるだろ
う。学生参画型の取組みにおいてミッション・ステートメントを設定している
事例は珍しいが，そこで示されている IBS の「学生の視点・立場から貢献す
る」ことの意義は，まさに「ロールモデル」として「アカデミックプランニン
グ」を積極的に体現することであると分析することができる。 
 
（2）SA 分野の取組み 
 学部学生の力を学習支援や教育補助に活かした取組みとして，関西大学教育
開発支援センターの実践が参考になる。関西大学では「三者協働型アクティ
ブ・ラーニングの展開」（「三者協働型アクティブ・ラーニングの展開」事業
推進担当者会議 2010，2011，2012）が 2009 年度大学教育・学生支援推進事
業【テーマ A】大学教育推進プログラムに採択されたことを契機に，学生参画
のあり方の機能分化が進んだといえる（竹中 2014）。特に，授業支援 SA
（スチューデント・アシスタント）と LA（ラーニング・アシスタント）とい
う職種に明確な役割の違いを設けたことが特徴的である。 
 授業支援 SA は「授業の教育効果を高めるために，担任者が授業運営におい
て行わねばならない軽微な要務を補助したり，担任者単独では負担になる業務
について補助を行う」学生と説明されている（関西大学教育開発支援センター 
2010）。加えて，授業の中で専門知識や技術を指導する職務については担え
ないことを注記している。一方，LA は「全学の初年次対象の科目を中心に関
西大学ラーニング・アシスタント規程第 3 条に規定する職務を行う者をい
う。自身の受講経験にもとづいた受講生の学習支援等を行い，受講生が大学生
としての学び方や学ぶ姿勢を体得できるように促進すること，及び，受講生に  
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表 3-5 授業支援 SA と LA の役割比較 
 授業支援 SA LA 
業務内容 
＜ガイドラインより＞ 
・授業配布資料の印刷 
・設置や利用の際に，時間や技術を要
する機器（プロジェクターや AV 機
器など）の設置および利用補助 
・カードリーダーによる出欠調査 
・ミニッツペーパー（コメント用紙）
の配布，回収，整理 
・レポートの回収，整理 
・授業のビデオ撮影 
・授業期間中の試験問題の配布，回収 
＜規程第 3 条より＞ 
・授業中における学習支援 
・授業の前後における担任者との授業
に関する打ち合わせ 
・その他，受講生の学修を促進する業
務の補助 
 
＜ガイドラインより＞ 
・授業中における業務：グループワー
ク等のファシリテーション，モデル
プレゼンテーションの提示，専門知
識や技術を要しない質疑への対応等
をする 
・授業外における業務：担任者との授
業に関する打ち合わせ，LA 業務の省
察（リフレクションペーパー記入）
等をする 
不可業務 
＜ガイドラインより＞ 
・教育効果の促進とは無関係な依頼 
・判断と責任を迫られる依頼 
・私語で騒がしい授業環境の改善等
の授業における問題解決 
・成績に直接かかわる業務 
＜規程第 3 条より＞ 
・教育効果の促進とは無関係の業務 
・担任者の管理下にない場合の業務 
・成績評価に直接かかわる業務 
・担任者の秘書的業務 
・その他，大学が禁止事項と定める業
務 
出所：関西大学教育開発支援センター（2010，2017）より筆者作成。 
 
関する様々な情報を担任者と共有することを通じて当該科目における受講生の
学習効果を高めることを目的とする」位置づけである（関西大学教育開発支援
センター 2017）。両者の具体的な業務については表 3-5 に示したが，授業内
容に左右されず，あくまで授業運営の効率化に向けた事務的・技術的支援を担
うのが授業支援 SA であり，授業において受講生を支援することに特化した役
割を担うのが LA ということになる。 
 運営の工夫として，授業支援 SA は特定の科目に専従させず，各教員からの
依頼に応じて主に休み時間中に授業運営の支援を各科目同時並行で行っている
点が挙げられる。授業担当教員が活用・運用主体である TA の仕組みとは異な
り，授業支援ステーション 12)という拠点で活動し，教員からの依頼を職員が
授業支援 SA に業務として采配する仕組みで運営している。つまり，授業支援
SA は授業内容に紐づく専門性を業務から除いたことで，職員が一括してマネ
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ジメントすることが可能となり，全学に安定的に授業支援サービスを提供する
機能に特化して学生を活かす方向性である。実際に約 200 名弱の学生が活動
しているが，半期ごとに 30 名程度新規採用を行っている。採用は Web によ
るエントリーシート選考を通過した学生に対して職員が面接を行う方式で，こ
こでも教員の関与はない。新規採用者に対する研修も業務上の基礎知識やマナ
ー・態度，ハラスメントに関する理解等を含めた「全体研修」を実施してい
る。他にもキャンパス毎の授業支援ステーションにて実業務に近い形でロール
プレイング等が実施されている。 
 対して，LA を活用したい全学の初年次対象科目（アクティブラーニング型
授業）を各学期 35 クラス程度公募する形で展開される 13)。応募書類には，
LA 人数と理由，授業の特色，LA の活用方法，期待される効果といった内容
を記載する必要がある。応募した教員に LA の採用が一任されるという点で
は，TA 制度と同じ方式を採用している。傾向としては，前年度に同一科目を
受講していた学生から LA を選定する場合が多く，授業内容に精通した経験者
による実質的なサポート体制を構築できる点が LA 制度のメリットといえる。
加えて，対象授業がアクティブラーニング型授業ということから，応募の段階
で複数人の LA 体制を推奨している点も特徴的である。研修体制として LA は
採用された段階で授業支援 SA と同様の内容を学ぶが，それに加えて実際の授
業で受講生を支援する際に必要とされるスキルについても演習形式で学ぶこと
になっている。具体的にはアイスブレイクやグループワーク，ロールプレイに
よるファシリテーションの実施等である。研修の実施主体は教育開発支援セン
ターである。 
以上，関西大学の授業支援 SA と LA の取組みは，制度としても実践として
も SA 分野における学生参画の役割の棲み分けを明確にした事例といえよう。
学部学生が関与可能な支援の量的拡大の面を授業支援 SA が担い，授業改善や
質の向上といった質的洗練の面を LA が担うという区分けは，大学教育におけ
る多様なニーズへの実質的な対応方策でもある。運用面に関しても，学部学生
の能力に見合った活動が展開できるような仕組みづくりが成されており，安全
かつ適切に学生参画を促進する取組みであるといえる。 
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（3）TA 分野の取組み 
 授業における TA の役割について，ひとつの授業実践の経年変化とともに分
析した研究に着目したい（鈴木ら 2009; 水原ら 2017）。東北大学全学教育
科目「教育学（担当教員：水原克敏）」では 2005 年から 2011 年の 7 年にわ
たり研究室所属の学生を TA として授業に参画させてきた。この実践の特徴
は，担当教員による講義内容の軸は踏襲しつつ，実践を重ねる毎に直面する新
たな課題に挑み，残された課題を次年度の TA に継承していきながら，教員と
TA による授業開発・改善を繰り返してきた点にある。 
 「教育学」の全体構造について押さえておくと，年度毎に多少の違いはある
ものの全 15 回の授業の大まかな流れは共通している。初回にオリエンテーシ
ョン，その後通常授業を挟んで，授業の最後 2 回を討論会とする構造が基本
である。最終討論会はそれまでの授業で培った教育に関する歴史認識を踏まえ
ながら，受講生自身の視点でこれからの学校や教育がどうあるべきかを考え教
育改革案を構想・提言する場として設けられている。通常授業 1 回分（10:30
～12:00）の典型的な流れと，その中での教員と TA の役割分担は表 3-6 の通
りである。導入として前回の授業の復習を行った後に講義に入り，講義後には
質疑応答やグループ討論の時間を設け，最後に受講生に感想・意見をコメント
ペーパーに書いてもらう。「教育学」は受講生が 100 人以上の大規模授業で
あるが，学生参加型・双方向型の授業を模索していた。TA はコメントペーパ
ーをもとに作成するフィードバック資料を使って前回の復習を効果的に行い，
かつ質疑応答やグループ討論時はファシリテーターや問いのモデル・代弁者と
して振舞うことで，教員側と受講生側の双方向性だけではなく，受講生同士の
意見の交流や相互作用を創出すること可能にしている。「教育学」における
TA の基本的な役割は，授業内で様々な仕掛けを駆使して教員（授業）と受講  
 
表 3-6 「教育学」1 回分の授業の流れと役割分担 
 
時間 授業内容 主担当 
10:30 前回の復習 TA 
10:50 講義 教員 
11:30 質疑応答・グループ討論 
TA 11:55 コメントペーパー 
12:00 授業終了 
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生を繋ぐ「媒介者」であるといえよう。 
 2005 年度・2006 年度の授業実践によって，「教育学」の原型と TA の基盤
的役割が構築されたが，2007 年度・2008 年度ではグループ討論の質向上や，
単位の実質化といった課題に対応する形で TA の活動が展開されていった。ま
ず，通常授業の後半に設定されているグループ討論を，最終討論会を見据えた
段階的な討論のトレーニングの機会として再設計を行った。順次討論テーマの
難易度を上げていくことや，多様な討論の形態（グループで意見をひとつにま
とめる形態，グループ内で意見をぶつけ合う形態，グループの立場をあらかじ
め指定する形態等）を経験させることを通して，最終討論会における「学生発
信」の質向上につなげる取組みを展開した。次に単位の実質化に対しては，授
業で使用するテキストに依拠した「予習・復習プリント」を導入することで，
知識習得を授業前後でも受講生に促す方法を採用した。期待した効果は，①授
業内容を予習し事前に自分なりの問いを持つことで，授業により主体的に臨め
るようになること，②講義内容の知識を定着させること，③学習のポートフォ
リオ化を促し，最終討論会でそれまでの授業で得た知識や視点を明示的に活か
す仕掛けとすることの 3 点である。あわせて，授業外における「TA アワー
（TA によるオフィスアワー）」や「サブゼミ（授業後により議論を深めたい
受講生に向けた勉強会）」といった機会も TA 主導で設定されている。これら
の取組みから，TA には授業内外を通して受講生の学習を促す「促進者」とし
ての役割も認められるだろう。 
 「教育学」において，教員にとっての TA は授業創りの「協同者」としての
役割を持ち合わせている。当然のことながら，授業の責任者は教員であり，最
終的な決定権も教員が有しているが，そこに至る過程での TA との授業内容に
関する入念な事前事後ミーティング 14)や，授業改善作業は教員一人では成し
得ない授業創りのあり方といえる。実際に 2009 年度には，これまでの「教育
学」で TA 経験を有する博士後期課程の TA とともに，抜本的な授業カリキュ
ラムの再編を行っている（図 3-11）。参画する TA の経験値等に応じて，そ
の力を活かす方向性が変わってくることも TA 制度の持つ特性であるといえ
る。ここまでくると，アシスタント業務を逸脱しチーム・ティーチングの活動
であることは否めないが，この点においても，TF や GSI へと繋がる TA の可
能性を見出せるだろう。 
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図 3-11 2009 年度「教育学」全体の授業構成 
 
以上，「教育学」7 年間の実践を総括すると，大きく 4 つの志向性にもとづ
いて授業創りを進めてきたといえる。それは，①双方向型授業の土台としての
「学生参加型授業創り」，②学生が自らの意見を持ち，それを他者に伝え議論
するという「学生発信型授業創り」，③単位の実質化や知識の習得も目指しな
がら，学生が自ら問いを発展させ学習していくという「知識定着・活用型授業
創り」，④授業外での学びの発展も企図した「発展型授業創り」という段階で
ある。これを現代的な視点で解釈すれば，本実践は TA を活用した「アクティ
ブ・ラーニング型授業」の開発過程と捉えることができる。 
そして，これら授業の改善・発展過程とリンクしながら TA の役割の拡張し
てきたことが確認できる。受講生にとっては，“問いの代弁者”“ロールモデル”
“ファシリテーター”等，主体的学習を支援する「学びの促進者」としての役割
が見出され，対授業者にとっては，“授業運営の補助役”であり“授業の批判的
検討を促す役”であり，“授業の企画提案も担う役”として「授業創りの協同
者」の役割を TA は担っている。いずれにおいても TA は，教員でも受講生で
もない第三者的立場として，授業者と学生双方の視点を繋ぎ合わせる「媒介
者」の役割を果たすことでより良い授業創りに貢献する存在といえる。 
最後に「教育学」における TA の役割は非常に裁量が大きいものに映るが，先
述の通り授業理念の設定や最終的な評価（評定）は授業者の一切の責任の上に
ある。つまり，授業（学習）のスタートとゴールに責任を持つのは教員であ
り，その意味では，TA の活動は授業方法開発の部分に最も多くの役割を担っ
ているといえる。ただし，TA が授業方法の開発に寄与するためには，当然，
授業理念の共有を必要とする。本実践では，研究室単位で推進されている活動
であることや，教員の TA に対する高い期待感 15)，教員との円滑な意思疎通 
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図 3-12 TA により促進する授業改善のサイクル 
 
が可能であったこと等の要因から理念共有が実現しやすい環境にあったといえ
るが，それらの特徴も踏まえた上で，TA が関与する授業改善のサイクルを示
すと図 3-12 の通りになる。TA が直接的に関与しているのは方法開発の部分
だが，授業理念の共有・構築と授業者の反省的思考への影響・効果によって，
TA は授業改善サイクルを促進する役割を担っているといえる。本実践事例か
らは授業運営の PDCA サイクルに有機的に TA を位置づけていくことで，授
業改善が促進されることが明らかとなった。 
 
（4）チューター分野の取組み 
日本においてもラーニング・コモンズにおける大学院生による学習相談受付
けや，学習支援を専門とする機関が学生を学習支援者として雇用し正課外で学
習支援を行う取組みが拡がりを見せているが，ここでは学習に特化した支援を
行う学生スタッフのことをチューターとする。チューターである上級生が下級
生を指導する取組みは昨今の大学教育では当たり前の光景であるといえるが，
チューターに対する育成・研修の機会を体系的に設けている実践は少ないのが
現状である。その意味で，現在日本の大学教育においてチューターとして活動
している学生は学習支援に関する専門性を有しているとは必ずしもいえない。
米国では CRLA（College Reading and Learning Association）という大学にお
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ける学習支援や補修教育，チュータリング，メンタリングを専門とした学会が
ITTPC（International Tutor Training Program Certificate: チューター研修認
定制度）という認証プログラムを展開している。この仕組みは各大学が実施し
ているチューター向けの研修が一定の要件を満たしていることを CRLA が証
明する認証制度であり，米国を中心に 1000 以上の機関が認定を受けている。
日本では 2002 年に名桜大学言語学習センター（LLC），2015 年に公立はこ
だて未来大学メタ学習ラボ（MLL）の 2 機関が認可されている。そこで，
ITTPC の仕組みを中心に 2 つの大学のチューター育成実践について見ていき
たい（鈴木ら 2011; 津嘉山 2011; 谷川 2012; Karen & Russ 2012; 椿本ら 
2012; メタ学習センター 2013, Schotka & et al 2014, 2015）。 
ITTPC は 3 段階にレベル分けされており，レベルによって求められる内容
が異なる。表 3-7 はレベル別の基準についてまとめたものである。研修項目だ
けでなく，具体的な研修時間も設定されており，レベル 1 であっても要求水
準は高いといえる。しかしながら，研修内容の選択肢の幅は広く，各大学の学
習支援の実態に合わせて調整しやすいように配慮がなされている。レベル 3
まで取得するためには，最低でも 16 項目の研修を用意する必要があり，研修
担当者も含めてこの体制を整備するためには運営組織が適切に機能しているこ
とが大前提となる。 
この要件に準拠する形で研修を含めた実践の整備が行われているのが LLC
と MLL である。この両者も異なる取組みを展開しており，それらの具体的な
内容について確認していく。まず，LLC は外国語学習者のサポートとその担
い手であるチューターの技術向上を目的とした，学習支援の中でも外国語学習
に特化した取組みである 16)。チューターの学生は学部学生かつ半数は留学生
であることも特徴的で，チュータリングだけではなく各種ワークショップを企
画・実施することで文化交流促進にも貢献している。LLC が ITTPC の達成プ
ログラムとしてチューターに求めている実践は次の通りである。それは，①成
績証明書のコピーの提出，②チュータリング対象科目の成績が「優」以上であ
ること，③監督者との面談，④先輩トレーナー（チューター）に実際のチュー
タリングを視察してもらう（最低 2 人の先輩の視察評価シートを提出），⑤
既定のチュータートレーニングを終了する，⑥最低 1 つのプロジェクトを完
成させる，⑦1 学期間に最低 25 時間以上のチュータリング経験がある，⑧ 
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表 3-7 ITTPC の認定要件 
認定 
レベル 
レベル 1 
（Regular Certified Tutor） 
レベル 2（Advanced 
Certified Tutor） 
レベル 3（Master 
Certified Tutor） 
研修 
時間 
10 時間以上 
+10 時間 
（計 20 時間以上） 
+10 時間 
（計 30 時間以上） 
研修 
内容 
以下の項目のうち 
8 項目以上を含む 
レベル 1 の復習 
+以下の項目のうち 
4 項目以上を扱う 
レベル 1・2 の復習 
+以下の項目のうち 4
項目以上を扱う 
研修 
項目 
①チュータリングの定義と責
任，②基本的なチューターガ
イドライン，③チューターセ
ッションの始め方・終わらせ
方，④学習理論・学習形態，
⑤アサーティブネス・困難な
学習者の扱い方，⑥チュータ
ーのロールモデリング，⑦目
標設定と計画立案，⑧コミュ
ニケーションスキル，⑨傾聴
と言い換え，⑩文献参照スキ
ル，⑪学習スキル，⑫批判的
思考，⑬倫理遵守・セクハラ
防止・剽窃防止，⑭問題解決
モデル，⑮その他（大学独自
設定項目） 
①掘り下げ質問 
②優位脳学習 
③異文化コミュニケー
ション 
④学習資源の活用 
⑤特定のスキル・特定
分野におけるチュータ
リング 
⑥学習行動の測定と変
容 
⑦その他（大学独自設
定項目） 
①自己主導学習・脳
記憶 
②特定対象集団のチ
ュータリング 
③高等教育における
学習センターの役割 
④学習経験の構造化 
⑤チューター研修 
⑥集団マネジメント
スキル 
⑦その他（大学独自
設定項目） 
ﾁｭｰﾀｰ 
経験 
25 時間以上 
+25 時間 
（計 50 時間以上） 
+25 時間 
（計 75 時間以上） 
選抜 
基準 
①科目担当教員の面接と書面での許可，あるいは面接とチュータートレーナーに
よる推薦 
②チュータリングを担当する科目の成績が A もしくは B であること 
評価 
基準 
①評価プロセスが適切であること 
②評価が定期的に実施されていること 
③評価結果がチューター自身に知らされていること 
出所：鈴木ら（2011: 183），Schotka & et al（2014，2015）より筆者編集。 
 
チュータリングを利用した学生にアンケートを実施する（2 名以上からのベス
トな結果を提出），⑨自己評価表の提出（3 回分），⑩チューターリーダーの
推薦署名，⑪マネージャーの推薦署名，⑫センター長の推薦署名である。特に
⑤の規定のチュータートレーニングが ITTPC の研修項目に該当するものであ
り，1 学期間に 16 セッション行うことになっている（表 3-8）。これら 1 学
期間に設定された研修を受講することで，昇級していく仕組みとなっており，
3 学期間同じセッションを継続して受講することでレベル 3 を取得することが
可能になっている 17)。 
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表 3-8 LLC におけるチューター研修 
実施週 ﾚﾍﾞﾙ トレーニングセッション 執行者 
第 1 週 
— 
1 
・オリエンテーション 
・チューターの心構えと責任 
・管理者 
・チューター長 
第 2 週 
2 
1 
・文書記録と保管 
・目的設定と計画（担当プロジェクト決定） 
・管理者 
 
第 3 週 
1 
1 
・チュータリングですべきことと禁止事項 
・模範となる 
・チューター 
・チューター 
第 4 週 — ・CRLA プロジェクト計画案発表会 ・全チューター 
第 5 週 1 ・チュータリング開始と終了を成功させる術 ・チューター 
第 6 週 
1 
— 
・非常事態の対応方法 
・担当業務紹介と計画発表会 
・チューター 
・全チューター 
第 7 週 
1 
1 
・断定的になるトレーニング 
・コミュニケーションスキル 
・チューター 
・チューター 
第 8 週 2 ・効果的な質問方法 ・管理者 
第 9 週 2 ・適切な教材を活用する方法 ・チューター 
第 10 週 2 
･特定の言語あるいは分野によるチュータリング
の仕方 
・ゲスト講師 
第 11 週 3 ・特定のグループへの対処方法 ・チューター 
第 12 週 3 ・グループ管理 ・ゲスト講師 
第 13 週 3 ・他チューターへのトレーニング・指導方法 ・チューター 
第 14 週 3 ・高等教育における学習センターの役割 ・ゲスト講師 
第 15 週 — ・CRLA プロジェクト発表会 ・全チューター 
第 16 週 — ・新チューター専攻会議 ・全チューター 
出所：谷川（2012: 104）より筆者編集。 
 
 これらのセッションはチューター自身（特に先輩チューター）で準備される
ものが多く，その形式はパワーポイントによる口頭発表やディスカッション，
ロールプレイ等である。またプロジェクトでは，チューターによる特定科目の
ミニ授業やウェブページの更新等，学習支援コンテンツの企画から環境・運営
体制整備まで対象とする範囲は広い。この 16 週にわたる研修が機能する背景
には，チューター募集の段階で業務内容に①言語サポート（チュータリング）
と②LLC 運営を含めていること，そしてチューターの条件のひとつに「週 7.5
時間以上（毎週金曜 1 回のトレーニングを含む）勤務可能であること※トレ
ーニングは必須です」が掲げられていることが大きいだろう。 
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 次に MLL について取り上げる。教員による監督・運営にもとづく学生主体
の学習支援組織である MLL の目的はピア・チュータリングを通じ，未来大生
の学習習慣や学習方法に対する意識と行動の改善を図り，基礎学力を向上させ
ることと，学習支援業務を通じ，チューターらの学力や人格の向上を図ること
である。チューター組織は学部学生から大学院生まで幅広い学年層で構成され
ている。MLL はレベル 1 に認定されている取組みで，チューターの主な業務
として①チュータリング業務，②チューター研修の実施，③学内外に対しての
学習支援プロジェクトの実施，④MLL の運営が挙げられている。①の対象内
容は，プログラミング，情報デザイン，英語，数学，日本語文章の読み書きや
大学における学習方法等全般にわたる。公立はこだて未来大学自体がシステム
情報科学部の単科大学であることから，チューター学生と支援を受ける学生の
大学における学習履歴は共通する部分が多く，この点が学生によるチュータリ
ングが機能する一要因といえる。②では週 1 回のランチタイム研修と各学期
に 1 回開催される集中研修を行っている（表 3-9）。③では，学内対象とした
プロジェクトとしてチューターが講義後の教室に出向いて支援する「放課後相
談室」や，C 言語やプログラミングといった学習ワークショップを開催してい
る。また学外対象のプロジェクトとして，「オープンキャンパスでの進学相
談」や高校生に対して大学での学習に関する講義を行う「高大連携後援会」等
を実施している。そして④に関しては，広報グループ，Web グループ，設備
グループで役割分担をして MLL の運営を担っている。 
 
表 3-9 MLL におけるチューター研修 
ラ
ン
チ
タ
イ
ム
研
修 
①チューターの心構え，②チュータリングの指導方針（良い事悪い事），③セッショ
ンの良い始め方・終わり方，④上級学習者・学習理論・学習方法，⑤積極性・自己主
張・対応の難しい学生，⑥チューターの役割，⑦ゴールの設定と計画，⑧コミュニケ
ーション能力，⑧積極的な傾聴と言いかえ，⑨参照力，⑩学習技術，⑪クリティカル・
シンキング，⑬問題解決のモデリング 
集
中
研
修 
①自己紹介，②活動の振り返り，③MLL のルール作成，④すべきこと・すべきでない
ことグループディスカッション，⑤チュータリングロールプレイ，⑥チュータリング
レポートの改善，⑦e ポートフォリオ活用方法の説明，⑧MLL ルールの確認 
出所：メタ学習ラボ（2013）より筆者作成。 
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 MLL のチューター募集要項にも，基本勤務として①ランチ研修（週 1 回：
1 時間），②通常勤務（週 3～4 回・1 回につき 1.5 時間），③集中研修（各
学期 1 回：6 時間），④予約が入った場合のチュータリング，⑤企画セッショ
ンの準備・実施，⑥各グループのミーティングを挙げており，週 5 時間程度
の勤務を設定している。あわせて，チュータリング希望科目に関連する授業の
成績についても優良（B 以上）であることを勤務条件に挙げている。 
 以上，両者の取組みに共通している点は，機関のミッションの主軸にチュー
ターの育成が含まれていること，それに伴ってチューターとしての定期的なト
レーニング機会が業務の一部を占めていることが挙げられる。加えて，
ITTPC の要件に沿った研修にもとづくと，組織全体の運営方法にも類似点が
見出せる。日常のチュータリング実践と恒常的な研修，そして各自のプロジェ
クト活動の三要素で構成され，いずれもチューターが主体となって展開されて
いる点である。支援対象や物理的環境，勤務条件等がある程度共通の場合，今
後の大学教育におけるチューター実践のモデルとして位置づけられる取組みで
あることは確かである。 
 ただし，ITTPC の要件と各大学の実践から導かれる残された課題として，
①展開される研修がチュータリングの方法・技術に特化していること，②提供
する学習支援の科目や分野に紐づく内容について検証されている機会が確認で
きないことが挙げられる。実際のところ，チューターの研修内容と図 3-13 に
挙げた日本ピア・サポート学会によるピア・サポーターのトレーニング内容に
ほとんど違いは見られない。チュータリングとピア・サポートはその行動面に
おいては共通点が多く，ピア・チューターが「学習」にピア・サポーターが
「相談活動」に特化していることがポイントである（谷川ら 2014: 2-5）。そ
うであるならば，チューターの専門性として「学習」の内容に即した部分を担
保する必要がある。ITTPC ではチュータリング担当科目の成績確認において
保証しているが，提供する学習支援サービスの質向上に向けては，学習支援の
内容の実質的な検討体制の構築も重要である。チュータリング技術の向上も含
めて，いかに「質保証」体制を構築するかは依然として課題といえよう。 
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図 3-13 ピア・サポーターの育成の枠組み 
出所：日本ピア・サポート学会大阪支部 HP 
（http://osakapeer2010.com/rearing.html）より。 
 
註 
1）2005 年度の調査に関しては，JASSO の HP 上に当該年度のデータを確認
することはできないが，日本学生支援機構（2011b: 75）における「ピア・
サポート等，学生同士で支援する制度の実施状況（H17・20・22 比較）」
から，その結果を参照した。 
2）2010 年度に限り調査項目が①学習サポート，②履修相談，③生活支援，④
コミュニティ形成，⑤その他となっており，2013・2015 年度の調査と比較
すると区分けが厳密でないことから，下記の点に留意する必要がある。  
・②履修相談は「修学相談」と同意であること。 
・③生活支援には「学生寮支援」が含まれること。 
・⑤その他には「就職アドバイス」「障害学生支援」「留学生支援」が含ま
れること。 
3）沖（2015: 10）によれば，「立命館大学のピア・サポート・プログラム
は，その活動する場所や対象によってそれぞれ指導・助言や研修，効果検
証を行う担当部局が決められている。全学のピア・サポーターは 2013 年度
末時点で 24 種類，総勢 3000 名を超える陣容を誇っており，その一覧は名
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称こそ異なれ，あたかも日本の各大学におけるピア・サポート・プログラ
ムの俯瞰図」であるとされる。 
4）2010 年には「学生・教職員教育改善専門委員会」，2016 年には「学生・
教職員教育改善部会」と名称を変更している。 
5）プログラム名称「新機軸『学生参画』による教育改善システム」で 2005
年に採択。 
6）「学生・教職員教育改善部会」が主催する学生参画型 FD のフォーラム
で，教育改善を趣旨に 2004 年度より毎年開催している。全国規模で各大学
の教職員・学生を交えて開催している。 
7）この定義は，2005 年の中央教育審議会答申「我が国の高等教育の将来像」
によるものである。 
さらに有本（2005）は FD について「知識＝専門分野を素材に成り立つ
学問の府としての大学制度の理念・目的・役割を実現するために必要な
『教授団の資質改善』または『教授団の資質開発』を意味する」とし，
「広く研究，教育，社会的サービス，管理運営の各側面の機能の開発であ
り，それらを包括する組織体と教授職の両方の自己点検・評価を含む」も
のを広義の FD に，一方狭義の FD は主に諸機能の中の教育に焦点を合わせ
たものであり「教育の規範構造，内容（専門教育と教養教育），カリキュ
ラム，技術などに関する教授団の資質の改善を意味する」ものと位置づけ
ている。絹川ら（2004）は具体的な FD 活動として，①大学の理念・目標
を理解するワークショップ，②ベテラン教員による新任教員への指導，③
教員の教育技法（学習理論，授業法，学業評価法，教育機器利用法，メデ
ィア・リテラシーの習熟）を改善するための支援プログラム，④カリキュ
ラム開発，⑤学習支援（履修相談）システムの開発，⑥教育制度の理解
（学校教育法，大学設置基準，学則，履修規則，単位制度），⑦アセスメ
ント（学生による授業評価，同僚教員による教授法評価，教員の諸活動の
定期的評価），⑧教育優秀教員の表彰，⑨教員の研究支援，⑩研究と教員
の調和を図るシステムと学内組織の構築の研究，⑪大学の管理運営と教授
会権限の関係についての理解，⑫大学教員の倫理規程と社会的責任の周
知，⑬自己点検・評価活動とその活用を挙げている。 
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8）HEA（2014: 25）は「Students as partners in learning and teaching in 
higher education- an overview model（高等教育段階の教授学習における学
生連携のモデル）」として下図を示している。図 3-5 はここで示された項
目を再配置したものである。 
 
9）本マトリクス図は沖（2013: 14）より着想を得ているが，設定している基
準に違いがある。沖は横軸に「自主的・自発的（善意のボランティア・自
治会活動等）と業務的（学内インターンシップ・業務等）」，縦軸に「対
等的・同等的（学生）と専門的・指導的（大学院生・ポスドク・専門スタ
ッフ等）」を設定し，ピア・サポーターの位置づけを示そうと試みてい
る。これは具体的な「取組み」の分類を目的としていることから，各軸に
諸要因を含みこまれている。それ故，解釈の幅が広くならざるを得ない課
題も有している。本マトリクス図は FD 活動も射程に入れて，事前に分析
した「領域」の分類が目的であることから，横軸に「対象」，縦軸に「資
質・能力」というシンプルな設定としている点に違いがある。なお本枠組
みでは，「自発的か業務的か（≒ボランティアか有給か）」といった基準
は全く取り入れていない。なぜなら，運営に関しては大学によって取り扱
いが異なり，揺れの多い項目であるからだ。同じポリシーで運営されてい
る同大学内の取組み比較には有効な基準かもしれないが，メタな概念整理
には適さないと判断した。 
113 
 
10）さらに，各メジャーに「メジャーアドヴァイザー」が置かれ，メジャー
の学修に関わる相談窓口として機能している。 
11）但し，当該年度に留学していた学生には次年度に IBS 応募資格が与えら
れる。 
12）授業支援ステーションは，教員に対しては「授業で必要となるさまざま
なニーズにタイムリーかつオンデマンドに対応し，教育・授業の質向上を
支援」しており，学生に対しては「授業に関する軽易な相談，拾得物の取
り扱い，演習資料の印刷および各種システムの操作方法指導」といったサ
ービスを提供している。 
13）LA を活用した授業の手続きフローとして，①一次申請（担任者），②一
次申請の確認（各学部・研究科等），③最終申請（各学部・研究科等），
④内容精査（教育開発支援センター），⑤選考結果の通知（教育開発支援
センター），⑥雇用申請（LA→授業支援グループ：事務），⑦勤務報告
（担任者），⑧報告書の提出（担任者）が示されている。  
14）事前事後ミーティングにおいて，教員は TA に講義内容スライド案や今後
の授業の方向性を示し，それに対して TA が批判的に検討を行う。他方，
TA は討論パートの企画案を教員に示し，教員から意見をもらうつくりにな
っている。それらを受けて両者修正を加えるルーティンで，教員・TA 両方
の観点から授業全体の検討を行う機会である。 
15）授業者である水原（2017）は「観念的な話を砕き，受講生の感じている
疑問や意見とつないでくれ」る存在として TA を評価し，TA の存在によっ
て「授業を進めながら反省的思考をする」ことが可能になっていると述べ
ている。加えて，「本当にいい授業を創りたいと思ったら，TA からいろい
ろな意見や批判を言われることに対して，怒らないで真剣に受け止めて，
授業の内容・方法を変えることが大切です。これが大学教員には一番難し
く，自分の授業を変えることができない最大の理由です」と述べ，教員側
の学生参画に対する意識の持ち方の重要性を説いている。  
16）名桜大学には LLC の他にも数理学習センター（MSLC）とライティング
センター（MWC）を設けて，学生のチューターによる学習支援を展開して
いる。いずれも相談対応の形式で，MSLC では学習全般のサポートを
MWC では対話による文書支援を担っている。3 つの機関のチューターを対
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象とした合同研修会が実施されているが，MSLC・MWC ともに ITTPC と
は無関係である。 
17）研修として 1 学期間に用意している 16 セッションはレベル 3 の要件を満
たす構成となっていることにより可能な方法である。レベル 1・2 のチュー
ターであってもレベル 3 の水準の研修を繰り返し実施する仕組みである。 
  
115 
 
第 4 章 学習支援に参画する学生の傾向 
本章以降は，学生参画型教授学習支援領域の中でチューター分野に位置づく
学習支援実践である東北大学高度教養教育学生支援機構学習支援センター
（CLS）の取組みに焦点を当てる。「学生の力」を活かした取組みにおいて
は，支援対象である学生だけでなく，支援主体である学生にも成長が促される
ことが指摘されている（鳥越ら 2013; 泉谷ら 2013 など）。そこで学生参画
型学習支援プログラムの「質保証」体制のあり方を検討する上で，まず本章で
は，学習支援に参画するチューター学生（SLA）に注目し，その特性について
明らかにすることを目的とする。第 1 節では，CLS と SLA の取組みを理解す
るための概要を示す。なお，ここで示す CLS や SLA の実践に関するデータは
CLS 年次活動報告書（東北大学高度教養教育・学生支援機構 2015，2016，
2017）にもとづいている。第 2 節では，SLA が学習支援活動に従事するモチ
ベーションと，活動に参画したことによる自己成長認識について分析し，それ
らの傾向を明らかにする。第 3 節では，活動期間の長い SLA に特化して，活
動を経ながら学習支援者としてどのような成長プロセスを描くのかについて，
段階別の特徴分析とともに検証する。 
 
第 1 節 CLS と SLA の実践概要 
（1）CLS の概要 
CLS は，2014 年度の高度教養教育・学生支援機構 1)の発足に伴い設立され
た業務センターの一つである。CLS による学習支援の起源は，2010 年度の
「東北大学アクションプラン」において，教養教育充実化の一方策として検討
された「スチューデント・ラーニング・アドバイザー（SLA）制度」2)までさ
かのぼる。2010 年度から 2012 年度の間「全学教育学習支援プロジェクト
―SLA（Student Learning Adviser）制度の実践―」を企画・運営する「SLA
サポート室」（総長室付け）が土台となり，その後 2013 年度に機構の前身で
ある高等教育開発推進センター内に位置づき現在に至っている。CLS の学習
支援が「学生支援」の文脈ではなく「教養教育改善」の文脈から始まったこと  
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表 4-1 CLS のミッションと事業 
ミ
ッ
シ
ョ
ン 
①学生の主体的・自律的な学習を，実践的に促進・支援し，研究大学で学ぶ学生とし
ての資質を育成する。 
②初年次教育や学習支援に関する国内外の動向を調査研究し，東北大学の学習支援
の質的向上に寄与する。 
③教職員・学生の間に「学び合い」文化を醸成し，学習共同体（ラーニング・コミュ
ニティ）の形成に寄与する。 
事
業 
①全学教育段階のリメディアル・レベルアップ学習支援の開発・実践を行う。 
②学習支援の組織開発および支援者育成システムの開発・実践を行う。 
③情報還元による正課カリキュラムの改善・充実に貢献する。 
④全学教育範囲における学習支援ネットワーク（部局間連携体制）を構築する。 
 
も，現在の体制を構築する上で大きく影響している。実際に，CLS の教員は
機構の中の教員組織 3)において高等教育開発部門高等教育開発室に所属してい
る。なお，CLS が展開する SLA による学習支援プロジェクト 4)は，東北大学
の全学教育の質保証のためのツール・システムとして位置づけられている（杉
本 2016）。 
CLS ではミッションとそれに応じた事業を表 4-1 の通り示している。学習
支援の主対象は学部 1・2 年生であり，1・2 年次学生にとって“学び”という観
点で最も身近な組織であることが CLS の役割である。また，学習支援におけ
る最大の特徴は，学習支援主体が「SLA（Student Learning Adviser）」と呼
ばれる学生チューターであることで，「学生による学習支援」のあり方自体を
模索し，開発を進めていくことも CLS の重要な使命の一つである。そのポリ
シーが反映されている専任スタッフ（教員）による一文を記載しておく。この
発想は，学生参画型学習支援プログラムの「質保証」体制を検討する上で，組
織のスタンスを示す重要な認識といえる。 
 
…固定化しすぎない活動の在り方が，SLA の活動においては本質的に
必要であると SLA サポート室では考えている（中略）ある一人の SLA
との出会いで生まれる活動がある。その活動は「その学生」いなくては
成り立たないものかもしれない。しかし，こうした個別性を許さなけれ
ば，サイクルが早く，一週間当たりに関わる時間は数時間程度しかない
“学生”たちから発せられる，創造の種を拾い上げることはできない。一
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方で，学生たちのアイディアを尊重するあまり主体性という名の“放任”
を容認する事もまた，質保証の観点からすると好ましくはない。個別的
な創造の萌芽をいかにキャッチし，組織全体の動きの中に位置づけ統括
するか。このことの実現によって，学生の学生による学生のための学習
支援たる SLA の活動を，SLA サポート室は「サポート」することがで
きるのである（足立 2015: 147 より，下線筆者）。 
 
 展開する事業として，高大接続の円滑化と大学教育における学びの実質化に
対応するため，大学初期段階での学びのスタート・アップ支援の充実方策を提
案・実施している。1・2 年次の段階で学習姿勢も含めた基盤づくりを行うこ
とが重要であり，その際，研究大学における支援としては「リメディアル」の
意味合いの支援と同時に，「レベルアップ」を指向した支援も開発・実施する
点に特徴がある。加えて，研究大学における「学生同士の学び合い」を核とし
た学習支援を組織することが CLS のアイデンティティでもあり，組織開発の
一環として教育専門スタッフ（教職員）の充実を図るため，教育（実践）志向
型大学教員のあり方も模索・提言している。さらに，支援主体学生を「学習意
識の高い先輩学生（学士課程後期学生，大学院生）」として育成することも
SLA を中心とした学習支援を展開する上でポイントとなっている。 
以上の点を踏まえて，CLS では具体的な学習支援活動として①個別対応型 
 
 
図 4-1 CLS の学習支援概念図 
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学習支援：学生からの個別の質問・ニーズに応じた相談対応型の支援，②企
画発信型学習支援：CLS や SLA がイベント等を企画し，新しい学びの機会を
提供する支援，③授業連携型学習支援：公募型で特定の授業とリンクし，授業
内外で受講生の学習を促進する支援，④自主ゼミ支援：学生同士で学び合う自
主ゼミ活動を行う学生に向けた教室・物品の貸出等の支援を展開している。①
②は課題解決型の学習（Project-Based Learning），①③は教科・科目型の学
習（Subject-Based Learning），④は学生同士の学び合いに対応した支援形態
としている（図 4-1）。支援の中核は①の SLA によるピア・チュータリング
であり，理系科目（物理・数学・化学），英会話，ライティングの支援を軸に
年間約 3000 人の学生を支援している。 
CLS の教職員体制（2017 年度段階）は，センター長 1 名，副センター長 1
名，センター員（助教 1 名，助手 1 名，事務員 1 名）で，日常的かつ直接的
な SLA の育成はセンター付の専任スタッフ（助教・助手）が担っている。な
お，副センター長以下，教育学を専門としている。 
最後に，物理的環境についても言及しておく。東北大学はキャンパスの拠点
が分散している大学である。CLS は 1・2 年次学生が過ごすキャンパスに拠点 
 
 
図 4-2 SLA ラウンジの様子 
CLS オフィス 
相談受付 
カウンター 
フリースペース 
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を置いて支援活動を行っているが，SLA として活動している学生たちは，普
段は全員別のキャンパスを拠点としている。「SLA ラウンジ」と呼ばれるス
ペースに CLS オフィスと SLA の活動場所（相談受付カウンター）及び待機場
所が設けられており，広さがおおよそ 150 ㎡ほどの約 50～60 名を収容数可能
なコモンズに併設されている場所ある。コモンズは飲食・談話可のフリースペ
ースで，SLA による学習支援を利用しない学生も自由に使用できる（図 4-
2）。 
 
（2）SLA の概要 
有給の学生チューターである SLA は学部 3 年生から博士課程後期 3 年生ま
で幅広い学生層で構成され，約 50 名規模の組織を形成している。学部 3 年生
以上とされているが，理系科目担当の SLA を中心に，博士課程前期・後期の
学生も多いことは本実践の特徴である。SLA の平均活動年数は約 2 年で，大
多数は卒業時（本実践の場合は博士課程前期修了時が多い）まで活動を継続す
る。加えて，博士課程後期に進学後も活動を継続する SLA は少なくなく，5
年以上の活動歴を有する SLA も一定数存在している。活動開始段階から 2016
年度までの SLA 数の推移を示したのが表 4-2 である。 
 毎学期 10 名程度の SLA を新規で採用しているが，SLA の選抜は次の流れ
で進められる。まず募集は，公募制と主に SLA による推薦・紹介制を併用し
ている。ただし，公募と推薦・紹介の違いが直接的に採用結果に影響すること
はなく，以降の流れも同様である。SLA の活動に興味を持った学生には，ま
ず 30 分程度の「説明会」を実施し，事前に CLS の学習支援理念や SLA の活
動の様子を理解してもらうことで，希望と実態のミスマッチを防ぐ目的があ
る。「説明会」後，学生に再度正式な応募の手続きしてもらった上で，個別に 
 
表 4-2 SLA 数の推移 
 2010 年 2011 年 2012 年 2013 年 2014 年 2015 年 2016 年 
前期 21 名 38 名 37 名 36 名 46 名 62 名 50 名 
後期 30 名 37 名 37 名 37 名 49 名 55 名 55 名 
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「面接＋試験」を実施する。「面接」は約 30 分の所要時間で，主に①志望動
機，②支援（教育）観，③学習観，④人となりに関する質問を行う。その後，
約 1 時間の所要時間で「試験」を実施する。「試験」は，希望する支援担当
分野によって形態が異なるが，筆記試験は一部であり，口頭試験（対応シミュ
レーション等）を多く取り入れている。これらはすべて専任スタッフが 2 名
体制で実施する。 
 SLA は週 1 回 3～5 時間，学期ごとに決められたシフトで勤務することにな
っている。加えて月 1 回 2 時間の専門分野別勉強会，不定期の共通研修会
（義務と任意どちらも有）等の活動もある。規模の大きい組織ということもあ
り，SLA が一堂に会する機会は学期の初めの説明会と終わりの総括会以外は
ない。 
学習支援を利用する学生の傾向についても触れておきたい。主に理系科目を
中心とした個別対応型学習支援における質問対応記録の記述を分析すると，学
生が SLA を利用する背景には，①授業についていけない，②自身の不理解の
充足，③イメージがつかめない，④自身の課題解釈に対する不安，⑤自身の解
答の確認，⑥発展的な内容に関する知的好奇心の存在を確認することができ
る。まず①②に関しては，リメディアルとしての学習支援になる。しかし一口
にリメディアルといっても，①は高校までの未履修やカリキュラムのミスマッ
チといった高大接続の構造的問題に起因するのに対し，②は単純に自身の理解
不足（これまでの学習内容の未定着）を解消するための補習といった違いがあ
る。次に，③④⑤は授業の高度化によって引き起こされる状況である。特に理
系科目は高校で扱った内容からより応用的な内容を扱うことになることから，
例え学生が基礎的な知識を身につけていたとしても，新しい内容を適切に理解
するのは容易ではない。それ故，③のように学習内容の全体像やその内容を扱
うことへのモチベーション（なぜ，何のためにこの手続きを行うのか等）に関
する疑問が生じやすい。同様に，④⑤も諸々不確実性の高い中で学習を進めな
ければならない学生が有する不安といえる。そして⑥に関しては，授業の枠を
超えて先取りで専門の学習を進めたい学生に見られる傾向である。  
このように，SLA は明示的であれ非明示的であれ，様々な学習課題を抱え
た学生に対して学習支援を実践する存在である。足立（2017a）は学生にとっ
ての SLA の存在意義として，①気軽さなどを発揮するピアとしての役割，②
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わかりやすさ学問的見地が求められる指導者／相対的熟達者としての役割，③
理解を促進するための対話者としての役割，④経験値や俯瞰的視点，ロールモ
デルを提供する上級生としての役割の 4 点を示している。つまり，SLA は学
習支援を利用する学生に応じて，他者として，同じ学生として，先輩として，
多側面で影響を与え得る存在であるといえる。 
 
第 2 節 SLA の活動モチベーション傾向 
（1）モチベーション研究の目的・方法 
支援に従事する学生の成長や変容，動機付け等に関して分析を行っている先
行研究はいくつか確認することができる。杉村ら（2006）はピア・サポート
活動における主体的経験から学生が活動を維持する動機付けの向上と心理的発
達を促していることを明らかにし，山崎ら（2005）は研修プログラムによっ
て学生の自尊感情や社会的スキルが向上することを示している。加えて，泉谷
ら（2013）はピア・サポート活動経験が，活動に従事する学生の大学生活全
体の質向上に寄与する可能性を示唆しているが，いずれの研究も支援活動経験
の効果や学生の成長要因を明らかにすることを目的としていることから，支援
に従事する学生がどのようにして支援活動に適応していくのかというプロセス
については直接言及してはいない。この課題にアプローチした数少ない研究と
しては，支援に従事する学生の活動モチベーションを明らかにした藤原ら
（2013）の研究と学生の変容プロセスについて要点を示した橋場ら（2014）
の研究がある。しかしながら残された課題として，前者は分析対象が広範に渡
ったことで，多種多様なピア・サポート活動の中で各大学における支援活動の
位置づけに応じた検討ができなかった点を挙げ，逆に後者は分析対象が限定的
だったことから変容プロセスの全体像を十分に把握したとはいえない点を挙げ
ている。いずれも，支援領域や大学の特性に応じた研究の蓄積と必要性につい
て言及したものといえる。 
そこで本節では，「学習支援」の領域に特化した SLA を分析対象に，活動
モチベーションの所在とその変容に関する活動モチベーション傾向を明らかに
することを目的とする。上述の通り，支援に従事する学生の活動モチベーショ
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ンに焦点化した研究は少なく，かつ活動前段階のモチベーションとその変化ま
でを分析対象とした研究はほとんど見られないことから，SLA の活動モチベ
ーション傾向を押さえることで，SLA 自身がどのように支援活動を意味づ
け，「支援者」としての自己形成を促進する適応プロセスを描くのかについて
検証することが可能になる。加えて，本実践では学部学生から博士課程後期学
生までを一元的に組織して学習支援を展開していることから，SLA 間の学年
の幅や活動経験年数に拡がりのある点が特徴的である。幅広い学年の SLA を
分析対象とする研究自体少ないことから，この特徴を踏まえて SLA の活動モ
チベーションの傾向を捉えることには一定の価値があると考えられる。特に組
織的な「質保証」体制を検討する上で，支援主体である SLA の実態を把握し
ておくことは必要不可欠な条件である。 
研究の方法は次のプロセスを踏まえる。はじめに，採用試験を受ける段階で
の SLA の活動モチベーションについて分析を行う［分析 A］。分析対象は，
2012 年度後期から 2014 年度の間に採用した SLA47 名分のエントリーシート
の記述と，それにもとづいて実施した採用試験の面接において SLA が口頭で
補足した情報を筆者が記録したメモである。計 47 名の SLA の内訳は，学部学
生（以下「学部」）26 名，博士課程前期学生（以下「修士」）12 名，博士課
程後期学生（以下「博士」）9 名である。本分析の留意点として，エントリー
シートの記述は採用試験の面接で使用する性質上「自己 PR」の要素も多分に
含まれざるを得ないものとなっている。SLA の活動前のモチベーション分析
に厳密を期すのであれば，採用後に無記名でのアンケートを実施する等，より
妥当なデータの収集が必要となるが，今回は事例研究の性格上，そこまでの措
置を取るには至っていない。本分析の限界として，目的に対して間接的な方法
でアプローチせざるを得ない状況にあることを予め示しておきたい。  
 そして，SLA が実際に学習支援活動を経験した後で自己認識している活動
モチベーションについて分析を行う［分析 B］。分析対象とするのは，2014
年度末に実施したアンケートとその記述にもとづいて実施した SLA との個別
ヒアリングの内容である。 
 本アンケートは，SLA 全員に自身の活動を振り返るワークシートとして学
期末に実施しているものである。個別ヒアリングはビデオレコーダーで録画し
ながら，アンケートの記述を補完する形の半構造化インタビューとして実施し
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た。回答者は学習支援活動歴が 1 年未満の SLA（以下「新規」）14 名，1 年
以上の SLA（以下「継続」）25 名の計 39 名である。加えて学年内訳は「学
部」12 名，「修士」19 名，「博士」8 名となっている。アンケートとヒアリ
ングの実施概要は表 4-3 の通りである。 
［分析 A／B］共に KJ 法にもとづく自由記述内容の分析を実施した。具体
的には次の 4 つの工程で分析を進めた。ⅰ）SLA 一人ひとりのエントリーシ
ート／アンケート自由記述（箇条書きや長文短文等書き方は様々）を，内容別
に区切り要素を抽出する。ⅱ）採用面接での口述説明メモ／個別ヒアリングで
得た情報を補足しながら要素を調整・精緻化する。ⅲ）各要素に応じたコーデ
ィングを実施する。ⅳ）カテゴリーを編成し，さらにカテゴリー同士の関連付
けを行う。 
なお，［分析 B］で着目した自由記述項目は，①活動参加動機・継続動機の
項目と，②成長認識の項目の２点である。結論を先取りする形となるが，①の
分析から「自己成長」に関する動機が高い傾向にあることが明らかとなったこ
とから，活動モチベーションを精緻化する上で，「自己成長」の中身をより具
体的に捉えるために②の項目にも着目した。 
 
表 4-3 2014 年度アンケートと個別ヒアリングの実施概要 
 
 
■アンケート（「SLA 活動振り返りシート」） 
概要：2～3 月中個別実施／記名式／5 件法による自己評価 20 項目＋記述式アンケート 8
項目＋フリーコメント欄． 
対象：理系科目，英会話，ライティング担当 SLA45 名，分析除外ア）2 名，未実施イ）4 名，
有効回答数 39 名分． 
主要分析対象項目：①あなたが SLA として活動するに至った動機（新規向け）／SLA の活
動を続けているモチベーションは何ですか（継続向け）②あなたが SLA の活動を通じて身
についた・成長したと思う点はなんですか（いずれも自由記述式，200 字程度まで可） 
■個別ヒアリング 
概要：2～3 月中個別実施／30 分／「SLA 活動振り返りシート」にもとづくヒアリング／
録画あり． 
対象：理系科目，英会話，ライティング担当 SLA 45 名，不完全実施ウ）3 名，未実施 3
名，有効対象 39 名分． 
 
ア） 回収したアンケートデータの字崩れにより解読困難なもの 
イ） アンケートの未提出 
ウ） アンケート未提出等の理由による記述にもとづかないヒアリングの実施 
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（2）活動前のモチベーション 
［分析 A］において，47 名分の記述は 92 の要素に分類され，12 のコード
が付与された（図 4-3）。これらから生成されたカテゴリーは，①自己成長へ
の期待【イ・ロ・ホ・ヌ】，②他者貢献への意欲【ハ・ニ・ホ・ヘ】，③自身
の興味・関心の充足【ヘ・ト・チ・リ】，④外形要因【ル】の 4 つである。 
まず，SLA の活動前のモチベーションとして記述の多い項目は，「支援学生
への貢献意欲【ハ】」と「自己効力感向上への期待【ヘ】」である。記述総数
としては後者が最多となっているが，各学年で 3 割～4 割強の回答を得ている
傾向に関しては両者とも同様の特徴を示している。具体的な記述は下記の通り
である。 
 
＜支援学生への貢献意欲【ハ】＞ 
・悩み事の多い学部 1・2 年生に寄り添って豊かな学生生活のお手伝いができ
ればと考えています（学部：物理担当） 
・1・2 年生の大学生活での活動や選択肢のはばを広げるお手伝いができれば
と思っています。（修士：英語担当） 
 
 
図 4-3 活動前のモチベーション傾向 
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・自習をしていてわからない部分を気軽に質問できて，勉強の効率をあげられ
るようにしたい。（博士：物理担当） 
 
＜自己効力感向上への期待【ヘ】＞ 
・物理の概念や直感的なものを教えたい。学習の指針などを示せたら良いと思
う。（学部：物理担当） 
・自らの知識や考え方を提供できる機会を得るために，SLA に応募した。数
学科，あるいは数学に意欲のある学生には計算力よりも数学的な考え方を身に
つけさせたい。（修士：数学担当） 
・自分の専門をいかして，映画と小話を鑑賞しながら英語の文法と日常会話を
練習することに取り組みたい。（博士：英語担当） 
 
【ハ】の記述からは，支援対象学生への配慮の意識を確認することができ
る。これは学習支援者として活動する上での「支援」の必要性の認識を反映し
ている。一方，SLA 自身が好ましいと考えている学習方針を，「教える」と
いう行為で体現することに価値を見出している記述を【ヘ】としている。これ
は，SLA のこれまでの学習経験にもとづく自信が基盤となっており，学習支
援活動に従事しようとする自分自身への期待感の高さを示している項目であ
る。この項目に関して，学年別の記述割合が最も高いのが「学部」であること
も特筆すべき点である， 
次に，「スキルアップの期待【イ】」については学年別に記述内容に差異を
確認することができる。「学部」では，これまで学習してきた内容を，学習支
援を通じてもう一度復習できるとする「学習内容の定着」という意味合いで位
置づけられ，「修士」が「自身の専門分野への還元」を企図する一方で，「博
士」においては，研究活動のアウトプットと結び付いて学習支援の方法や「教
える」という行為に焦点が当てられることが多く，「教育的な資質能力の獲
得」の意味で用いられる。特に「学部」に関しては，半数以上が「ともそだ
ち」という「組織理念への共感【ホ】」と併せて記述していることから，SLA
の中でこの活動が学習支援サービスを提供するものであるという認識と同時
に，自身が学習する機会であるという認識も強いことがわかる。あわせて，
「志望進路との合致【ヌ】」に見られるように将来的に大学教員を含んだ教育
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職に従事することを希望する SLA もおり，特に彼らはスキルアップの機会と
して本活動を積極的に位置づける傾向にある。 
 
＜スキルアップの期待【イ】＞ 
・知識を覚えるのは授業や本を読んだりで出来る事ですが，知識を深めるのは
ほかの人に教えたり，話し合いながらでしか出来ない事だと思ったので，SLA
で参加したいと思いました。（学部：化学担当） 
・学部 1・2 年生に物理を教えることで，自分の理解の助けにもなり，お互い
が学ぶことができるようになりたかったから。（学部：物理担当） 
・SLA によって学問である“物理学”に携わることが，私にとっては初心にか
えることになるので，ひいては自分自身の研究へ還元できると考える。（修
士：物理担当） 
・研究活動において「人に伝える力」は必ず求められる能力なので，SLA 活
動を通してその伝える力を磨いていきたいと考え，志望します。（博士：物理
担当） 
 
そして，「教えることへの関心【ト】」と「専門分野学習への関心【チ】」
においては，学習塾等の教育関係のアルバイト経験を有していたり，友人同士
で積極的に自主ゼミを開催して教え合う経験を持っていたりする SLA による
記述が多い。このような経験を引き合いに出しながら，大学における学習支援
活動に対する適性を自分なりに見出し，それ自体を活動のモチベーションとす
る SLA も多い。 
さらに，「異分野交流への期待【ロ】」と「対人関係拡張への期待【リ】」
において，交流という点では共通しているものの，前者では自身の専門と異な
る分野の先輩 SLA・後輩学生との関わりに学習の価値を見出している点が特
徴である。一方後者は，支援活動を通じた多くの人との関わりそのものに意義
を見出している点に違いがある。また，「組織貢献意欲【ニ】」は，自分自身
が以前に SLA の世話になった経験から，恩返しの意識が明示されている項目
である。最後に，給与や活動場所の利便性といった「勤務条件の良さ【ル】」
を挙げる SLA が少数であることに関して，これは面接の場において活動動機
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として明示することが適切ではないという暗黙的な制限が SLA に働いたから
と推察される。 
 以上より，SLA の活動前のモチベーションの傾向はカテゴリー別に，①自
己成長への期待：学習支援活動が SLA 自身の学習に及ぼす好影響に対して期
待感を抱いていること，②他者貢献への意欲：特に後輩学生に対する支援意識
が高いこと，③自身の興味・関心の充足：今後の学習支援活動における自身の
パフォーマンスに対する自己期待が高いこと，④外形要因：勤務条件に関して
明示的にモチベーションとして位置づける SLA は少ないことにまとめられ
る。 
 
（3）活動中のモチベーション 
 ［分析 B］において，学習支援活動に従事して半年以上経過した SLA39 名
分の「活動参加・継続動機」の自由記述は，79 の要素に分類され，14 のコー
ドにまとめられた（図 4-4）。さらに，①自己成長の実感【A・B・C・D】，
②他者貢献への意欲【E・F・G】，③活動・所属することから得る満足感 
 
 
図 4-4 活動中のモチベーション傾向 
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【H・I・J・K】，④新しい関心の創出【D・L】，⑤外形要因【M】の 5 つの
カテゴリーが生成された。 
 第一に，自己成長の実感のカテゴリーで「新規」「継続」共に高い数値を示
す「専門分野の学び直し【A】」記述から分析できることは，SLA が専門とし
ている学問領域の基礎復習や本質的理解の促進，自身の学習方略の再検討とい
った，所謂「学び直し」の側面に活動モチベーションを見出しているというこ
とである。 
 
＜専門分野の学び直し【A】＞ 
・学びながら仕事ができるってことが一番大きかったと思います。「分かって
いる」と思ってたのが，対応してたら「実は分かっていなかった」ってことが
結構ありました。SLA の活動で，そういった「実は分かっていない」知識の
勉強もできたし，分かっていたものも理解が深めたと思います。（新規：化学
担当） 
・初心忘るべからず。初学者・学部生の欠点を通じ，本当に学ぶべき基礎や考
えを自分も学べる。また，すでに知っている内容も，相手に教えることで，よ
り洗練される。（継続：物理担当） 
・式だけでなくその式の意味，解答のモチベーションは何かを意識するように
なった。（新規：物理担当） 
・物理の本を読むとき，「この箇所良くわからないのですが？」と学生に質問
されて，うまく説明できる程度，自分は理解できているかという視点で読むよ
うになり，なんとなく理解したような気になっている所を無くそうという姿勢
が身についた気がします。（新規：物理担当） 
 
【A】と同様に SLA 自身の成長に焦点化している項目として，「異分野交
流による学び【B】」「教育スキルの修得【C】」「多方面での成長実感
【D】」がある。【B】では，特に同僚 SLA との議論から新しい学習機会を得
ていることに言及する記述が大半である。そして【D】においては，社会人と
しての勤務マナーや初対面の学生と話すスキル等，学習支援に限らず活動全般
に関わることを通して得たもので，「継続」の SLA に固有の成長内容となっ
ている。一方で，学習支援活動の専門性に最も関係が深いと思われる教育方法
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の理解や学生理解といった【C】に関して自覚的な意欲を有している SLA は
少ない。【C】の記述 3 件はいずれも今後のキャリアに教育職を志望する SLA
によるものである。 
第二に，他者貢献への意欲のカテゴリーに属する項目として「支援学生への
貢献意欲【E】」「大学全体への貢献意欲【F】」「組織貢献意欲【G】」が
挙げられる。【E】が活動前のモチベーション同様高い値を示しているのに加
えて，教育機関である大学に対しての貢献意欲を示す【F】と同僚 SLA も含ん
だ学習支援センターへの貢献意欲を示す【G】が「継続」に特有のモチベーシ
ョンである点は興味深い。計 7 件の回答を記した「継続」の SLA は，全員 2
年以上の活動経験を有しており，「文系向けの支援を手厚くしたい」や「学部
生の教養教育の質の向上に貢献するため」，「『ともそだち』というコンセプ
トのよさ」といった記述から，組織としての活動目標を SLA 自身の活動モチ
ベーションとして位置づけている点が特徴的である。同時に，下記「継続」3
年の「博士」のヒアリング内容から読み取れるように，この活動モチベーショ
ンには自分たちが形作ってきた学習支援活動が今後も継続・継承されていくこ
とへの期待とその難しさへの危機感も含みこまれている。  
 
・（部会では）K 君が一番長くて，毎年同じようなことを言っているんですよ
ね。若いメンバーが色々意見するけれど，5 年くらい活動している K からは
「それは昔やった」という意見が出るようになってて。毎年マンネリ化が進ん
でいて…，5 年間やって変わらないことだから，それは仕方がないことだと感
じてますが…。（中略）本当はそういうところを変えていきたいんですけど，
自分たちがでしゃばっても…。部会をまわす中心メンバーは若いメンバーにし
たいですし。（中略）でも，毎年同じことやってるなぁじゃ面白くないんです
よね。自分たちが引退した後に，蓄積したものがなくなってしまうと，3 年後
とかのメンバーが同じことをやっているようじゃつまらない。自分たちのノウ
ハウを下のメンバーに大切なところだけでいいので伝えていきたいんですよ
ね。（継続・博士：化学担当，ヒアリングにて） 
 
第三に，活動・所属することから得る満足感と新しい関心の創出のカテゴリ
ーにおいて，活動前のモチベーションとは異なる内容が表れている。具体的に
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は「組織の居心地の良さ【J】」「研究以外のコミュニティの必要性【K】」
「教育研究への関心【L】」が該当するが，これらは SLA が実際の活動を経
たことで価値を見出せるようになった項目といえる。【J】では専任スタッフ
への信頼感等が記され，【K】では SLA 自身が研究以外の頭を使うことので
きる貴重な機会として活動を位置づけている。さらに【L】からは，専任スタ
ッフや同僚 SLA との活動を通して，学習支援を中心とした大学教育研究への
興味が喚起されたことが垣間見える。逆の意味で特筆すべき点として，活動前
のモチベーションである「自己効力感向上への期待【ヘ】」に対応する記述―
例えば，自分の想定通りに教えることができているといった内容が活動中には
確認できないことが挙げられる。この傾向は，実際に支援活動を経たことで
SLA の活動前後での自己認識の変化を表していると考えられる。  
 以上から，SLA の活動中のモチベーションの傾向をカテゴリー別に示す
と，①自己成長の実感：SLA 自身の専門分野の理解促進に寄与する「学び直
し」効果を活動前の想定以上に実感していること，②他者貢献への意欲：支援
学生から所属組織・大学までを含んで貢献意欲の範囲が拡がっていること，③
活動・所属することから得る満足感と④新しい関心の創出：各 SLA の文脈に
応じたモチベーションの多様化が見られ，かつ活動前に確認できた自身への期
待が活動後の満足感には直結していないこと，⑤外形要因：活動前のモチベー
ションと同様の傾向にあることがいえる。 
 
（4）活動後の自己成長認識 
 これまでの分析から，本実践の SLA の活動モチベーションについて「自己
成長」に関する動機が大きな割合を占めていることが明らかになったが，さら
に［分析 B］としてこの部分に特化し，SLA が実際の活動を通して実感して
いる「成長感」を分析した。39 名分の自由記述から 56 の要素を抽出しコーデ
ィングを行い，図 4-5 の結果を得た。そして，カテゴリーとして①学生対応に
関わる教育・学習支援スキルの向上【a・b・c・d・e・f・g・h・i・j・k】，
②自己省察の促進【a・d・i・m】，③チームワークの醸成【a・d・h・l】，
④仕事意識・責任感の向上【c・g・j・n】の 4 つが生成された。 
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図 4-5 活動を通して得られた成長感 
 
 まず，活動モチベーションの分析結果と同様に，SLA 自身の学習に資する
「学力・学習姿勢【a】」が高い値を示している。これに対して，特に「傾聴
力・洞察力【b】」「対応の柔軟性【e】」「説明力【f】」「支援学生に考え
させる力【g】」「『a～i』以外の対応に関わる力【k】」の項目に表れている
ように，学習支援者の専門性と結び付きの強い既出の「教育スキルの修得
【C】」に関して，成長を認識している SLA が多いことは活動モチベーショ
ンの傾向と異なる特徴である。具体的な内容は次の通りである。 
 
・【b】相手が求めていることを探るクセがついた。（新規：英語担当） 
・【b】対話によって相手の考えていることをくみ取る力。（継続：数学担
当） 
・【b】聞く力→学生の状況を把握するためにあえて説明しないことを心がけ
た（継続：物理担当） 
・【b】質問に来ている学生が何を考えているのかを常に頭において行動する
ことが徹底できるようになってきました。（継続：数学担当）  
・【b】何をしたいか，何がわからないか，人のことを考えるようになった。
（新規：英語担当，ヒアリングにて） 
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・【e】求められているレベルに応じて自分の対応を考える点。（新規：化学
担当） 
・【e】学生とのコミュニケーションに変化。前は学生自身の立場にあまり立
っていなかった。（新規：数学担当，ヒアリングにて） 
・【e】学生のモチベーションの温度差によって対応を少しずつ変えれるよう
になった。（継続：物理担当） 
・【g】学生さんに考えさせる学び：学生さんが全然わかっていないときな
ど，僕が説明するより学生さん自ら糸口を発見した方が学生さんの学習になる
はず。色々とヒントを出して学生さんに気づいてもらうように心がけてはい
る。（継続：物理担当） 
・【g】ついつい教えすぎてしまうので，学生に考えさせるという対応を意識
するようになった。（継続：化学担当） 
・【k】褒める力→聞くことで学生のこれまでの考え方の良い所を見出せるよ
うになった。（継続：物理担当） 
・【k】「わからないフリ（演技）をする」意識も身についた（継続：英語担
当，ヒアリングにて） 
 
これらの記述からは，SLA が実際に学習支援活動を経験したことでより実
践に紐づいた具体的な行動・意識の変化が起こったことを確認することができ
る。併せて，活動前のモチベーションとの関連で見ると，SLA 自身に学習支
援に対する認識の変化が生じていることも確認できる。具体的には，既出の
「自己効力感向上への期待【ヘ】」の記述では自身の学習経験をいかに提供す
るかという意識であったものが，自己成長認識の回答では様々な学習支援ケー
スへの対処を経て，支援学生の実態・ニーズの理解が促進されたことで，SLA
は支援学生本位の学習支援意識へと変化していることが読み取れる。上記項目
における記述以外にも，「【c】前はしゃべって満足していたのが，相手のリ
アクションを想定に入れられるようになった」「【i】『教えなきゃ』から
『考えさせよう』『学生から引き出そう』『とりあえず何か話してもらおう』
へと変わり，どのような質問対応でも気持ちに余裕を持つことができるように
なった」「【m】自分は相手に質問する力があると思っていたが，足りないと
いうことを自覚した」といった内容を確認できることからも，これまでの学習
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支援に対する自己認識を反省的に捉えて，自身の変化を積極的に意味づけてい
る SLA は多い。 
 次に，チームワークの醸成カテゴリーの項目【a・d・h・l】に着目すると，
異分野の SLA 同士で協働して学習支援を行うことで，自身の専門領域のアプ
ローチだけでは見えてこない考え方や有意義な知見を得ることができること
や，学習支援とは別の文脈で SLA 同士の学問的な議論ができる環境に関して
言及する記述を確認することができる。活動中のモチベーションで高い値を示
した「異分野交流による学び【B】」の内容と関連しており，同僚の SLA と
の関わりにおいて構築される新しい関係性のコミュニティそれ自体が，SLA
の活動モチベーションと自己成長認識の両方に好影響を及ぼす要因といえる。 
 そして，仕事意識・責任感の向上カテゴリーでは，特に【g】において SLA
自身が提供する学習支援に組織的なポリシーが強く反映されている。加えて，
SLA にとって初めてのアルバイトであることも多い本活動では，勤務マナー
等の一般常識を示す「勤務意識・社会性【m】」や学習支援の成果・質保証を
考慮する「時間帯効果の意識【j】」といった点を，自覚的に成長として位置
づける SLA が一定数存在することも特徴的である。 
 以上，活動後における SLA の自己成長認識の傾向はカテゴリー別に，①学
生対応に関わる教育・学習支援スキルの向上：「教育スキル」自体の認識が拡
がり，関連する項目に対する成長認識が高いこと，②自己省察の促進：SLA
の学習支援イメージが活動前の「教授モデル」から支援学生に配慮した「支援
モデル」へと変化していること，③チームワークの醸成：SLA の「同僚性」
が自己成長認識を促進させていること，④仕事意識・責任感の向上：学習支援
活動を責任ある仕事として捉えていることにまとめられる。  
 
（5）小括 
 これまでの分析から，活動前後で共通する SLA の活動モチベーションを大
別すると，①自己成長に関わるカテゴリー，②他者貢献に関わるカテゴリー，
③自己満足感に関わるカテゴリー，④外形要因のカテゴリーの 4 つに分けら
れる。これらのカテゴリーで示された内容は活動前後で質的に変化しており，
この部分に SLA の活動モチベーション傾向の特徴が表れている。 
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 まず①に関して，活動前はスキルアップの名目で広い意味での自己成長に期
待を示していた SLA は，活動後特に自身の専門分野の学び直しに意義を見出
すようになる。次に②は，活動前後で一貫して有し続けるモチベーションであ
るが，学習支援組織との関わりが増すにつれ，同僚 SLA を含めた組織貢献意
欲が顕在化するようになる。そして③について，SLA は自身が提供する学習
支援パフォーマンスに対する自己期待の高い状態で活動に参画するが，活動を
経るとその期待は表れなくなる。一方で，活動後は SLA 毎に自己満足感を充
足する機会を新たに見出すようになり，このカテゴリーにおいてモチベーショ
ンの多様化が進むようになる。最後に④に関しては，活動前後を通して勤務条
件等はモチベーションとして表面化しにくい傾向にある。  
 さらに，これらの傾向に至る要因に関して，自己成長認識のカテゴリーにも
とづいて補足的に書くのであれば，SLA は学習支援活動を経ると活動前に比
べて，①「教育スキル」の認識を拡げて，②自己省察を促進させ，③同僚
SLA と学び合う機会に意味を見出し，④学習支援活動に仕事としての責任感
を抱くように変化するが，この一連の流れが少なからず活動モチベーション傾
向に影響を与えていると考えられる。 
以上が導き出された結論である。ただし，活動前のモチベーションについて
は採用試験時のデータを用いていることから，その文脈に影響され偏りのある
結果が示されている可能性があることも否定できない。分析方法の限界性を踏
まえた上で本結論を解釈する必要があることについては重ねて記しておきた
い。 
 
第 3 節 SLA の成長プロセス 
（1）成長プロセス研究の目的・方法 
学習支援の文脈においては「学生の力」を積極的に活用し，組織的に位置づ
けようとする動きを確認することができる（佐渡島ら 2012; 椿本ら 2012 な
ど）。しかしながら，その拡がりに比して運営組織基盤は必ずしも磐石とはい
えない状況にあることは既出の通りである。「学生の力」を活用した取組みそ
のものが依然として体系的であるとはみなし難い状況も影響してか，活動に従
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事する学生の成長に関して検証を行った先行研究はそれほど多くはない（山崎
ら 2005；泉谷ら 2013；藤原ら 2013；橋場ら 2014；秦ら 2016）。その方法
もアンケート分析からインタビュー分析まで多様である。 
特筆すべきは橋場ら（2014）による広く学修支援に携わる学生スタッフの
変容プロセスを明らかにした研究と，秦ら（2016）による立命館アジア太平
洋大学の実践に特化した初年次教育に関わる TA（ピアリーダー学生）の成長
プロセスとその要因を明らかにした研究で，学生の成長だけでなくその過程も
分析の射程に含まれている。しかしながら，これらの研究は分析対象事例によ
って示される結果に違いもあることから，各領域（生活支援なのか学習支援な
のかといった違い）による研究結果の蓄積が必要とされる。 
そこで本節では，SLA の成長過程に着目する。学習支援を担う SLA はどの
ように「学習支援観」を獲得・変容させていくのか，そして具体的な「学習支
援方法」をどのように改善・確立させていくのかについて，その変容過程を明
らかにすることを目的とする。SLA の変容過程が示されることで，SLA の成
長につながるきっかけを具体的な学習支援活動の中にどのように組み込みうる
のか，つまり SLA の育成・研修体制の構築・改善といった実践開発を検討す
ることが可能となる。 
 分析対象は 2016 年度前期段階で活動歴 5 年を有するベテランの SLA（以
下，SLA+）である。「数学」を専門とする SLA+は学部 3 年次の後期から活
動を開始し，博士課程後期に進学してからも活動を継続している。SLA+の質
問対応件数と，その他特筆すべき活動に関しては表 4-4 にまとめた。 
 
表 4-4 SLA+の年度別学習支援活動の概要 
活動年度 
質問対応件数 
(平均件数) 
特筆すべき活動 
2011 年度 
(後期のみ) 
12 件 
(未算出) 
なし 
2012 年度 
91 件(61.0 件，
n=30) 
研修合宿への参加(9 月) 
2013 年度 
66 件(53.1 件，
n=28) 
学習イベントの企画実施(5 月)， 
数学部会長(通年) 
2014 年度 
72 件(79.4 件，
n=34) 
研修合宿への参加(9 月) 
2015 年度 
40 件(59.6 件，
n=38) 
シニア SLA(通年)5)， 
他大学調査訪問(11 月) 
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分析の方法として，①SLA+が記述している各種資料のテキスト分析と，②
SLA+への半構造化型インタビューによる自己省察の分析を行う。  
 ①のテキスト分析に用いる資料は，ⅰ）学習支援対応毎に作成される「質問
対応記録」【資料 A】，ⅱ）セメスター毎に実施する「活動振り返りアンケー
ト」【資料 B】，ⅲ）長期休み期間中の研修活動の一環として実施されるワー
クショップ等における「成果物」【資料 C】，ⅳ）SLA+の各種活動において
作成された「活動振り返りメモ」【資料 D】の 4 点である。これらの資料が
分析において有する役割は，【資料 A】は SLA+の短期的な変化，【資料 B】 
 
表 4-5 各種分析資料の詳細 
【資料 A】質問対応記録 
概要：学生対応を実施する度に作成する A4 表裏の対応記録。作成に要する時間は，SLA 毎
に個人差はあるが約 15 分程度。 
内容：表面では①学生の属性・質問内容（利用学生が記入），②質問内容の分類・精緻
化，学習支援対応の概要（SLA が記入），裏面では③学習支援対応の流れや全体と共有す
べき重点項目の詳細を記す。  
用途：学生対応終了後に専任スタッフと実施する個別リフレクションや同僚 SLA との情報
交換に使用。また，担当科目に応じた専門分野別の部会における対応内容等の検討資料と
しても使用。 
＊記録フォーマットに関しては年度毎に多少の改定が加えられているものの，記録の目
的・趣旨に変更はない。 
【資料 B】活動振り返りアンケート 
概要：セメスター末に実施する記名式のアンケート。  
内容：①5 件法による自己評価 20 項目，②記述式の質問 8 項目，③自由記述によって構
成。SLA の活動動機や成長認識，勤務意識・態度，活動全般の改善点等を探るための内容
が盛り込まれている。 
用途：研究的には SLA の活動傾向分析のために使用。また，実践的にはセメスター末に実
施している専任スタッフとのヒアリングにおいて，SLA 個々人と今後の活動目標等設定の
ために使用。 
＊アンケート項目に関しては年度毎に多少の改定が加えられている。 
【資料 C】ワークショップ等の成果物 
概要：2014 年度の研修合宿にて実施したワークショップ「SLA による SLA のためのルーブ
リックを作成せよ」において，同僚 SLA と協働で学習支援者の資質能力を分析したもの。
作成に要した時間は約 5 時間。 
内容：学習支援者の資質能力に関して，自分たちで 5 つの領域を設定し，4 段階
（Excellence / Good / Needs work / Bad）に応じて項目を作成したもの。 
【資料 D】活動振り返りメモ 
概要：①専門分野別の部会の勉強会において議題に挙がった内容に対する 800 字程度のブ
ログコメント，②学習支援組織の HP において掲載予定の SLA の紹介文，③研修合宿終了時
の振り返りシート。 
内容：①「学生対応の際に自分自身が大事にしていること」の課題に対して，各 SLA が
各々の思いを文章に表したもの，②SLA としての経験だけではなく，自身の研究や学習姿
勢・関心の変遷といった自己成長に特化して自己認識をメモ化したもの，③研修合宿での
感想等をまとめたもの。 
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は同じく中期的な変化を，そして【資料 C・D】は要所での変化を抽出するこ
とである。【資料 A～D】の詳細は表 4-5 の通りである。 
②の半構造化型インタビューに関して，事前に「SLA 活動歴のテンション
マップ」を作成した上で実施した。これは，SLA+が学習支援活動を開始した
段階から現在までの自身のテンションを感覚的に折れ線グラフ化し，グラフの
折り目を中心にきっかけとなったエピソード等を記入してもらうものである。
これは SLA+自身の経験と自身の様々な変化の過程を視覚化すると同時に，イ
ンタビューの前に自己省察を促進させる効果を有する。併せて，インタビュー
時にインタビューする側とされる側の両者が共通に立ち戻ることができる前提
資料として機能させることを意図している。実際に使用したテンションマップ
のイメージは図 4-6 の通りである。 
その上で，専任スタッフ２名による所要時間は約 120 分の半構造化インタ
ビューを実施した。質問領域をⅰ）自身に対する「成長認識」，ⅱ）エピソー
ド抽出，ⅲ）対象者自身の学習支援者としての役割理解，ⅳ）活動期間毎に応
じた設問の 4 つに分け，領域毎に具体的な設問を 5 問程度準備した手元資料 
 
 
図 4-6 SLA+のテンションマップ（筆者によるメモ記入版） 
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をもとにインタビューを展開した。特にⅳ）に関しては，事前に①のテキスト
分析を行い，SLA+の成長のターニングポイントにあたりをつけた上で，それ
らをテンションマップと SLA+の自己認識語りによって検証することを想定し
てインタビューを実施した。 
 これらのデータから，まずテキスト分析において SLA+の学習支援者として
の成長認識に関係の深いキーワードとキーセンテンスを抽出し，その傾向と経
験年数を対応させながら成長段階の区切りを緩やかに設定した。次に，テキス
ト分析の結果を踏まえた上で，半構造化インタビュー分析によって，暫定的に
設定した成長段階の検証を行い，成長段階のターニングポイントとなったであ
ろう鍵的場面の抽出を行った。そして，その時の SLA+の自己省察を精緻化
し，各成長段階における SLA の特性を分析した。 
 
（2）初任期の特徴 
 テキスト分析によれば，SLA+の活動前の学習支援活動（主にチュータリン
グ）の印象は「1・2 年生の持ってくる講義についての質問を答えればよい。
自分にとって数学は日頃から扱っているわけで，いつも通り数学をすればよ
い」【資料 D／②】というものであった。この認識からは，自身の専門であ
る数学の学習・研究の延長上に学習支援活動が位置していることがわかる。同
時に，普段から高度な数学に接している SLA+にとって，1・2 年次の数学に
対する抵抗感はなく，学習支援を行う上で特段何かを準備する必要はないとい
う姿勢であることも読み解くことができる。 
 さらに SLA+は活動開始当初の自身の質問対応について，「質問者のつまず
いている箇所を見抜くために時間がかかってしまい，沈黙してしまったり一方
的に答えを示してしまうことがあった」「未だ自分の力不足は明らかで学ぶべ
きことはまだまだある」【資料 B／2011 後】と振り返っている。しかしなが
ら，2015 年 12 月段階の SLA+の振り返りでは学部時代の自分自身を「高飛車
先生」と形容しており，「自分が勉強してきた通りに説明すればわかってくれ
るはずだ。数学は日常的にセミナーなどで話しているのだから，普段通り喋れ
ば大丈夫！」という姿勢であったと回顧している【資料 D／②】。 
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一方で，活動開始約 1 年後には質問対応に関して「自分のスタイルを変え
て，臨機応変に対応しようとするスキル」の必要性を述べると同時に，「教育
とは，学生が自ら学習するように学生を育てることである」という言葉との出
会いに影響を受けたことを記述している【資料 D／③／2012 研修】。実際に
質問対応経験を積んだことにより，SLA+自身が当初抱いていた学習支援イメ
ージと実態が異なることを理解しつつある記述として読み取ることができる。
併せて，この頃の自身の対応方法を「Step1（略）相手の分かっていない所を
見抜く」「Step2  その点（相手の分かっていない所）を指摘して，その点と
元の（学生がはじめに投げかけてきた）質問のつながりを考えさせる。又は，
こちらが示す」「Step3 結論をはっきり『～が分かれば，その質問が解決す
るのです。』と言う」と分析している【資料 D／③／2012 研修】。実際に
【資料 A】の記述からは支援学生から質問された問題に対する結論が示され，
かつその多くはパターン化されており，SLA+の質問対応記録から読み取れる
対応方法は，支援学生の質問―厳密にいえば数学の問題に応じて同じであるこ
とがわかる。対応方法としてどの支援学生に対しても基本的には同様の「結論
を示す」状況は，SLA+がこの段階で掲げている前述の学習支援理念「学生が
自ら学習するように学生を育てること」とやや乖離があるように見受けられ
る。 
 上記の記述も含めて，インタビューにおいて SLA+が 4 年越しに自身を振り
返った際，初任期の自己分析のポイントとして以下 3 点が挙げられた。 
1 点目は，誰かに「教える」経験としてすでに予備校のチューター実績を有
していたことである。高校生を相手に個別のチュータリング経験を持っていた
SLA+にとって，大学における学習支援活動も要は「相手が高校生から大学生
にかわっただけ」の位置づけであったことが明らかとなった。  
2 点目は，学習支援に従事するにあたり，活動に対する不安は一切存在しな
かったことである。SLA+曰はく，この時点での自分自身の姿勢を「根拠のな
い自信と『任せろ感』」と表現しているが，「自信」の裏付けとなっているの
は予備校でのチュータリング経験からくる「教える」ことへの抵抗感のなさで
あろう。加えて，この段階の SLA+が大学での数学に困難を感じることなく学
習を順調に進めていたことも大きな要因となっている。これまでの SLA+の成
功体験にもとづいた教えることへの「自信」と，担当する専門科目への「自
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信」が学習支援活動全般に対する「自信」へと直結していたと理解することが
できる。 
 3 点目は，専任スタッフと先輩 SLA 同士の「大人としての関わり合い」に
対して憧れを強く抱いていたことである。先輩 SLA が学習支援のあり方につ
いて深い議論をする様子を目の当たりにして，その姿をロールモデルとしてい
たことを SLA+は振り返っている。本人も“背伸び”をしようとする傾向にあっ
たことを自覚しており，先述の対応方法 Step1-3 に関しても，研修等で学んだ
言葉を並べて表現しただけで実態も伴っていなかったという自己評価を下して
いる。 
 これらの SLA+の自己分析を踏まえ，インタビューを通じて補足された内容
としては，初任期における SLA+の学習支援姿勢は「自身が普段勉強をして理
解していることをそのまま伝える」ことであり，対応方法は「『問題 A』の質
問がきたら，『回答 A』と答える」というものである。例えば，「一次独立っ
て何？」という質問に対して，「一次独立とは○○である」という定義を提供
するイメージである。ここから，何より数学としての答えを優先する学習支援
観であることがわかる。 
 最後に，SLA+の初任期段階のターニングポイントとして「教育実習での挫
折」が挙げられた。これは学習支援活動以外でのきっかけではあるが，SLA+
は自身の学習支援認識の変容に影響を与えた出来事として明確に位置づけてい
る。具体的には，教育実習をきっかけに今まで疑うことのなかった自身の「数
学を教えるモチベーション」に迷いが生じると同時に，教えることと自身の数
学の学力に対する「自信」を喪失したことを挙げている。  
 初任期の特徴をまとめると，初任期は支援学生を理解する（相手の立場に立
つ）視点の重要性は認識しているものの，それを実際の行動には移しきれてい
ない状態といえよう。むしろ，優先項目として位置づいているのは SLA 自身
の専門分野の知識・理解といった「学力」であり，それによって学習支援活動
に対する「自信」が担保されているといっても過言ではない。学習支援活動に
おける「質問対応力」と自身の「学力」を同一視する傾向を垣間見ることがで
きる。 
以上から，初任期段階の SLA の特性としていえることは，①学習支援者の
資質・能力の認識として重要な位置を占めているのは自身の専門分野の学力で 
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図 4-7 初任期段階の学習支援の志向性 
 
ある。②この認識から形作られる学習支援者像は，問題・回答の「解説者」で
ある。③SLA が有している様々な（特に自身の学力面に関する）「自信」に
揺らぎが生じることで，学習支援者としての成長が促進され得るということで
ある（図 4-7）。 
 
（3）中堅期の特徴 
 活動開始から約 1 年が経過すると，SLA+は学生対応で心がけたこととし
て，「学生をよく見て，つまずいている点を見抜く」「教えすぎない。→結
果，自分でやる（説明したことを自ら再構成すること）ことになるからよく理
解できる」【資料 B／2012 前】と記している。ここでは自分自身の対応のあ
り方だけでなく，支援学生の変化傾向も交えた文章を記載しており，自身の対
応スタイル・方法を表現する中に支援学生への意識を垣間見ることができる。
同時にこの記述からは，教えすぎないことが支援学生の学習促進に寄与すると
いう認識も窺える。いかに回答を示せるかが学習支援対応の軸にあった初任期
と比較すると，学習支援において優先すべき事項の意識転換が図られている。  
2 年目に入ると，対応の工夫として「とにかく計算をさせる。『出来たぞ』
という感覚を感じてもらう」【資料 B／2013 後】と記述しており，支援学生
自身に手を動かしてもらう行動と支援学生の学習意欲とを結びつけて考えてい
ることからも，支援学生が学習支援を通じてどのように変化するのかといった
部分に関心を示していることがわかる。加えて，この時期の SLA+の【資料
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A】を分析すると，質問対応記録と共に添付することになっている対応時のメ
モ書き減少していることや，記述に「ここまで自分でやってきてからまた質問
に来るように言って対応を終えた」といった内容が増えてきていることから
も，「教えすぎないで支援学生に手を動かしてもらう対応」が SLA+にとって
最善の対応方法として定着していることが読み取れる。 
さらに，学習支援経験を重ねてからは「まずは相手がわかっていることや知
っていることを引出し，その枠組みの中で理解ができるように努めた」「色々
な人を受け入れるための余裕をもって対応に臨めた」【資料 B／2014 前】点
を対応の工夫に挙げ，支援学生への意識・配慮を強く反映した記述がさらに認
められるようになる。これらの記述からは，「支援学生自身にやってもらう」
ことを大切に対応にあたってきた SLA+が，単にやってもらうだけでなく，自
分自身が様々な支援学生に対して受容することも含めてどのように働きかける
べきかといった質的な改善を模索しながら活動するようになったことを読み取
ることができる。 
インタビューにおいて，中堅期におけるターニングポイントとして SLA+は
①学習イベントの企画・実施と②学生対応での失敗経験の 2 点を挙げた。 
①に関して，SLA+は 2013 年度前期に自身の数学への興味・関心と学習の
経歴，そして現在の研究内容を後輩学生に発信する学習支援イベントを実施し
た。本イベントの企画・準備の段階で，専任スタッフや同僚 SLA との発表内
容・資料作成等の検討において，「どうすれば自分の考えをわかりやすく，か
つ面白く相手に伝わるのかを考えつくす」ことができたと振り返っている。こ
の経験が数学のチュータリングにおいても常に他者を意識する姿勢につながっ
たと SLA+は分析している。 
一方，②では，2014 年度前期に対応した支援学生から常時「わからない」
という反応を直接的に受けた経験から，これまで比較的自信を持って取り組ん
できた学習支援のチュータリングに迷いが生じたことを明らかにしている。
SLA+自身は学問的にも「正しいこと」を伝えて対応したにも関わらず，支援
学生の反応が悪かったという状況に衝撃を受け，自身の学習支援観を自覚的に
見直さざるを得なかったと回顧している。あわせて，自分自身がやろうとして
いること（やりたいこと）と支援学生のニーズに不一致があるのではないかと
いう点に関しても認識を新たにしたことが明らかとなった。  
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これらは，SLA+の振り返りの要点である「『相手（支援学生）がどう思う
のか』への配慮ができるようになった」ことと，「（支援）学生の『つまず
き』を予想して，相手に確認するようになった」ことに影響を与えたといえ
る。具体的には，前者の学習支援意識の変化については，専ら支援学生が「何
故・どうしてわからないのか」を毎回の対応で考えるようになったことであ
り，後者の学習支援方法に関しては，例えば，「一次独立って何？」という質
問に対して，「どんなイメージを持ってる？」のように支援学生の“わからな
さ”をある程度想定しつつも，それを精緻化するやり取りを交えるといった変
化である。 
 中堅期の特徴をまとめると，SLA は学習支援経験の蓄積を経て一旦は自身
の学習支援スタイルを確立させるが，それを砕き再構成することで成長が促進
される段階といえる。また，学習支援者の役割を問題や解答の「解説者」か
ら，支援学生自ら学ぶ姿勢を援助する役割にシフトさせていく模索の過程を見
て取ることができる。 
 以上から，中堅期段階の SLA の特性としていえることは，①学習支援者の
資質・能力の認識において，「支援学生の理解」の比重が高まっている。②そ
の結果，対応方法も他者本意のものへと変化し，主体的学習の「援助者」とし
ての学習支援者像が形成されていく。③この過程において，学習支援の文脈に
おける失敗経験を得ることは，SLA 自身の省察を促す上で重要なファクター
となる（図 4-8）。 
 
 
図 4-8 中堅期段階の学習支援の志向性 
 
144 
 
（4）熟達期の特徴 
 この時期の SLA+には，後輩 SLA をサポートする役割を依頼したことか
ら，アンケートでは「（本学習支援活動を）以前よりも広い視点で見ることが
できるようになった。学生対応に関して自らが対応するときでも，客観的な視
点が持てた」【資料 B／2015 前】と述べている。この立場の変化に伴い，
SLA+の思う“良い対応”について同僚 SLA に向け次の 2 点で説明している。
「①我々が普段数学をする時に無意識に行っている言動・発言をもっと見つめ
直すということ」，「②我々は学生に数学力を身につけさせることはもちろん
ですが，それ以上に，我々は学生の先輩として，学生が今後それぞれの学問を
勉強し，知識・技能を吸収するための学習力を身につけさせるべきだと思う」
【資料 D／①／2015 部会】。 
前者の指摘について，SLA+は 2015 年度開始頃から，【資料 A】での記述
や SLA との情報共有において，「学生のつまずきどころ（わからなさ）」に
注目する必要性を度々表現するようになっていた。それは，研究者の卵として
数学の研究に取り組む自分自身を含めた SLA の思考と，必ずしも数学を研究
するとは限らない（むしろ少ない）支援学生の思考とが大きく異なることへの
自覚が，学習支援を行う上では重要であることを示している。SLA+自身が経
験した支援学生とのミスマッチという先述の失敗経験が教訓化され，後輩
SLA を指導する側に立ったときの指導の軸となっている。 
後者については，他大学における同種の学習支援実践に触れたことが大きな
影響要因となっている記述である。それは，公立はこだて未来大学メタ学習セ
ンターの実践から広く「学び方を学ぶ」ことを意味する「メタ学習」概念の知
見を得たことで，SLA+は「数学を教える（支援する）」という枠組みから
「学び方を教える（支援する）」という考えにシフトし，学習支援観を拡張さ
せたと理解することができる。 
 SLA+はこの段階において，シニア SLA としての役割を担って学習支援に従
事したこと自体がターニングポイントであったと位置づけている。後輩 SLA
に対して，自身の学習支援観等を明示することが求められる役処となったこと
で，否が応でも自分自身の特徴や学習支援における強みを自覚していこうとす
る姿勢が定着したと回顧している。このような学習支援に対する自己認識の確
145 
 
立の動きは，自分以外の他者による支援活動の意味も相対的に認識することつ
ながり，学習支援を俯瞰して捉えられるようになるきっかけといえよう。  
 そして，この段階で自身の大きな変化として認識している点に，「『極論，
（質問に対して）答えまでいかなくても良い』と思うようになった」ことを挙
げている。具体的には，「学生と一緒に『（方法や答えを）探す』ことで，結
果的に相手がわかってくれる」ようになるという学習支援観に落ち着いた。こ
れは，答えを提供するでも，行き着くように先導するでもなく，それ以外の部
分で支援学生にとって意味のある学習支援のあり方を SLA+なりに見出したと
いうことであろう。 
 熟達期には，SLA は一アクターとしてではなく一歩俯瞰した立場で学習支
援者の活動・役割を捉え直す機会を得ることで，学習支援者としての自分自身
の特徴を相対的に位置づけようとする傾向になる。これまで SLA の学習支援
の基盤にあった「自分自身の学力」が自身の学習経験の一部に位置づけられ，
さらにここには「学習方略」や「自身のあたりまえの認識」等も含まれる。特
に学習支援観については，「科目支援＜学び方支援」意識を顕在化させ，科目
の枠を超えた視野の拡張を得た段階であるといえる。学習支援方法も「共に探
す」というアプローチを得ることで，上記の理念を形にしようとする工夫が見
られる。 
そこで，熟達期段階の SLA の特徴としていえることは，①支援学生からの
質問に応じる科目支援だけでなく，その学習全体に資する学び方までを射程に
入れた学習支援観である。②その上で，自分自身の学習経験も含めて学習支援  
 
 
図 4-9 熟達期段階の学習支援の志向性 
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を「メタ」に捉える学習支援者像を形成する。③立場を変えて学習支援に関わ
ることで，学習支援観の拡張が促進され得ることが明らかとなった（図 4-
9）。 
 
（5）小括 
 本節では学習支援を担う SLA の変容過程を明らかにすることを目的とし
た。具体的には，学習支援観の獲得・変容過程と学習支援方法の改善・確立過
程を検証したが，これまでの分析により示唆されたことは下記の通りである。  
 まず，初任期段階の SLA は，自身の専門分野の学力を学習支援者の資質・
能力としての拠り所とし，問題・回答の「解説者」として成長していく。そし
て，中堅期段階になると，専門分野の学力だけでは学習支援が成立しないこと
を認識し，支援学生を理解することに対する重要性の比重を高めながら，支援
学生の主体的学習の「援助者」として変容していく。さらに，熟達期では，自
身の専門分野の学力以外に，学習方略や学習姿勢への認識も含みこんだ自身の
学習経験を学習支援者の資質・能力として相対化させ，学習支援観を拡張させ
ていく。 
 この変化は，SLA が学習支援者として自己優位の段階から他者優位の段階
を経て，それらを包括的かつ相対的に捉えて学習支援をメタ的に解釈できるよ
うになるという成長プロセスを描いており，学習支援に従事する学生のひとつ
の成長モデルとして位置づけられる。成長を促すきっかけとなったターニング
ポイントとしては学習支援活動における失敗・成功体験や，学習支援組織の中
での SLA 自身の役割の変化，学習支援活動以外での自己変容等が挙げられた
（図 4-10）。 
特に，学習支援活動以外での自己変容に着目するのであれば，あくまで考察
の域を脱しないが，本節で示した学習支援者としての成長は，専門の学習者さ
らには研究者としての成長と相互に関係し合っていることは想像に難くないだ
ろう。学習者・研究者としての成長は，「自分自身の学力」に対する本当の意
味での「自信」を得る過程でもある。専門の学問の本質的理解にもとづく「自
信」を少しずつ得ていくのと比例するように，支援学生への配慮や学習方略へ
の志向性といった学習支援のあり方を深く考察するようになると考えられる。  
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図 4-10 SLA の成長段階 
 
課題としては示した学習者・研究者としての成長と，学習支援者としての成
長の因果関係も明らかにする必要があるが，これは学生の成長を対象とする研
究全般にいえることであり，成長の諸要因との関連性と見出すことは極めて困
難といわざるを得ない。領域や範囲に特化した部分的な研究と，ライフコース
分析といった継続的な研究とを連動させる必要があり，実践開発と並行した研
究が重要となる。しかしながら，現実的に実践は常に同じ環境を保持できるわ
けではなく，そこから得られるデータそのものに一般性を見出すことは簡単で
はない。故に，文脈依存的ではあるものの，本節で示したような成長モデルを
蓄積し分析し続けることで，より普遍的な成長過程を明らかにできるものと考
える。 
 
註 
1）高度教養教育・学生支援機構は，①高等教育開発推進センター，②国際交
流センター，③国際教育院，④グローバルラーニングセンター，⑤教養教
育院，⑥高度イノベーション博士人財育成センターを統合した東北大学の
教育の質的向上に寄与するための学内共同教育研究施設である。 
2）これは 2011 年度改訂版における表記であり，2010 年度版では「スチュー
デントアドバイザー（仮称）制度」と記されている。その前後の記述は
「学生の教養教育の理解を深めるため，スチューデント・ラーニング・ア
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ドバイザー（SLA）制度の活用を進める。助教や TA，RA とも連携した効
果的な教育体制の確保を図る」である。 
3）機構の教員組織には，高等教育開発部門，教育内容開発部門，学生支援開
発部門がある。 
4）SLA 実践の開発・運営に携わってきた専任スタッフ（足立佳菜・鈴木学）
は 2015 年度東北大学全学教育貢献賞を受賞している。 
5）シニア SLA とは，①専任スタッフと SLA の媒介者，②SLA と SLA の媒介
者として位置づき，専任スタッフよりもより身近でかつ専門科目の内容に
踏み込みながら個々の SLA の成長を促す役割を担う存在である。 
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第 5 章 リフレクションにもとづく組織的な質保証の構造 
本章では，CLS が組織的に実施している SLA 育成の取組みに焦点を当て
る。鳥越ら（2013）の研究では，学生参画型支援プログラムを教職員の役割
は「彼らの力に期待をしながら見守ること」とされ，学生スタッフの主体性・
能動性を促進させる「環境」づくりという点に役割が見出されているが，具体
的な取組みについての知見はいまだ不十分である。岩崎（2014）は学習支援
に参画する学生の成長を促す上で，「自らの活動を反省的にふりかえる」作業
の重要性を指摘し，「学生スタッフを研修する立場にある組織」に対し，「学
生スタッフが対話することで日常的な業務を反省的にふりかえる機会を提供」
することを求めている。そこで，本章では特に SLA 実践において創出される
「省察性」に焦点を当ててその実践的な仕掛けの特徴と構造について考察す
る。第 1 節では OJT と Off-JT にもとづく各種育成の仕掛けについて全体像を
示す。第 2 節では，実践における「省察」の意義を検証するために，理論的
な分析軸を示す。同時に，学習活動を組織的に支援する方策についても理論的
な枠組みを得る。第 3 節では SLA 実践の基盤である「学習相談対応」に紐づ
く個々のリフレクションのサイクルについて明らかにする。第 4 節では，組
織全体として「省察性」を高めるための構造を示す。なお本章では SLA 育成
に向けた各種取組みの創出過程にも着目し，運営者の意図や SLA のニーズ，
課題，物理的限界性等の実践的・現実的課題状況との呼応関係を記述すること
で，分析の成果を他の「実践」に還元可能な形で提示することを志向する。文
脈に即して発生した課題とその課題解決の試行の連続が事例にもとづく実践的
研究であるため，文中には文脈理解のための経験的叙述も多く含まれる。これ
らを切り離して方法論のみ記述することは，他実践への応用可能性を弱めるも
のと考えるからである。 
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第 1 節 SLA 育成に向けた仕掛け 
（1）全体像 
2016 年度段階における SLA の育成に資する仕掛けの全体像を示したものが
図 5-1 である。7 年間に及ぶ実践開発の中で，様々な改善を経て構築されたサ
イクルである。SLA 個人の勤務時間は週 1 回 3～5 時間で必ずしも学習支援活
動に関与する時間が多いとはいえない中で，活動において他者の介在程度を示
した「層」と，活動が展開される期間を示した「タイムスパン」とを掛け合わ
せて，段階別に育成の仕掛けを表している点が特徴である（図 5-2）。ここで
は，本サイクルを理解するための前提として各「層」における仕組みについて
記しておきたい。 
まず，第 1 層の「個人」は SLA 一人ひとりを示している。SLA はそれぞれ
自身の専門性にもとづく自律的な支援主体であることから，各自の文脈におい
て諸活動に取り組むことが大前提となる。次に，第 2 層の「他者・集団」は
同僚 SLA との関わりを示している。特に「部会」と「シニア SLA」について
説明を加える必要があり，「部会」は SLA の専門分野に応じて組織されるも
ので，物理，数学，化学，ライティング，英語，企画の 6 部会が設定されて
いる。各専門分野に関する学習支援情報の共有や，月 1 回の定例ミーティン
グ，部会毎の個別プロジェクト等を実施する枠組みとして「部会」は機能して 
 
 
図 5-1 SLA 育成の仕掛けの全体像 
出所：足立（2017b）より。 
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図 5-2 SLA 育成のサイクル 
出所：足立（2017b）より。 
 
いる。一方の「シニア SLA」は，SLA の活動経験を 2 年以上有する博士課程
前期以上の SLA が務めることができる立ち位置で，「CLS の諮問機関（相談
役）であり，SLA のサポート役であり，CLS 運営改善の先導役」である。専
任スタッフと SLA の中間的な存在として，主に SLA の育成支援を担ってい
る。そして，第 3 層の「組織」に関しては専任スタッフをはじめ他部会の
SLA との関わり等，SLA 自身の個人的な文脈とは異なる次元にある学習支援
活動全体との関係を示している。 
 
（2）OJT の構成 
 日常の学習支援活動において OJT として導入されている仕掛けには，①学
習相談対応記録の作成（個人），②サッカーノートの記入（個人），③メンタ
ー制による活動サポート（他者），④シニア SLA による指導・助言（他
者），⑤SLA 同士によるブリーフミーティング（集団），⑥専任スタッフへ
の学習相談対応報告（組織），⑦専任スタッフによる始礼での情報共有（組
織）が挙げられる。これらを時系列で並べ直すと，⑦→③④①→⑥→⑤→②が
SLA の日常の学習支援活動のルーティンとなる。 
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 まず，⑦始礼による全体の情報共有は SLA がその日の学習支援活動に従事
する上でのレディネス形成に影響を与えている。週 1 回の勤務が基本の SLA
にとって，前の週の学習相談傾向や残された検討課題といった情報を刷新する
ことは，提供する学習支援の質を担保する（可能な限り一定にする）上で重要
となる。そして，実際の学習相談対応は SLA 複数人体制で実施することを推
奨しており，活動経験の浅い SLA には③メンター制を徹底している。他の
SLA に対しても④シニア SLA を中心としたピアリフレクションの活動を実施
している。具体的にはピアレビューシート（図 5-3）に準じてレビュアーであ
る先輩 SLA がレビュイーである SLA の相談対応を観察しながら指導・育成を
行う。ピアレビューシートの表面は，計 15 項目に関して 5 段階評価を行う部
分と，レビュアー・レビュイーのコメント欄からなる。裏面は 15 項目の具体
的な行動を説明する補助資料となっている。これは SLA を評価することが目
的ではなく，レビュアーの SLA の指導力向上も企図した取組みである。相談
対応終了後はその都度①記録を作成し，記述の 5 観点にもとづいて自身の対
応の振り返りを行う。その後，学習相談対応記録を用いて⑥専任スタッフへの
報告を行うが，その際「対話」によってより深い内省を SLA に促すことを目
的としている。同時に，専任スタッフは「対話」から全体へと還元すべき要素
の抽出も行っている。最後に勤務修了時には同シフトで活動する SLA 同士で 
 
   
図 5-3 ピアレビューシート（左：表面，右：裏面） 
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⑤ブリーフミーティングを行い，各専門分野をまたいで活動全体の振り返りと
申し送り事項の洗い出し等を行う。加えて，この一連の勤務中の活動において
各 SLA が特筆すべきと個人的に判断した内容を⑦サッカーノートという自己
省察を目的としたノートに書き留め蓄積していくという仕掛けも設けている。 
 以上が，日常における SLA の育成に資する取組みである。これらの取組み
を成立させる上で，シフトの特性を踏まえておく必要がある。シフトは各時間
帯に各種専門を担える SLA を配置することになっている。必然的に専門が同
じ SLA 同士は勤務時間が重複しないようなシフトの体系となっており，普段
の活動では異質性の高い（専門の異なる）SLA 集団で活動することが基本と
なる。この特性は，日常における育成活動は各種専門の向上ではなく，学習支
援全般に資する能力（教育的な配慮や対人スキル等）の向上を目的とするよう
に方向付けする要因である。それ故，専任スタッフも含めて異質性の高い集団
だからこそ意味のある「振り返り」と「共有」を核に育成の仕掛けを構成して
いる。 
 具体的にこの方針が反映されているわかりやすい仕掛けとしてピアレビュー
シートがある。レビュー項目は学習相談の「導入時」5 項目，「本対応時」7
項目，「終了時」3 項目の計 15 項目からなる（表 5-1）。これらの観点を示
すと，「導入時」では①信頼関係の構築，②円滑な利用促進（事務的な手続き
等も含む），③コアヒアリング，④周辺ヒアリング，⑤計画の共有（本対応に
おける契約），「本対応時」は⑥対応学生が話せる環境創り，⑦情報の伝え方
の工夫，⑧考えさせる工夫，⑨理解促進の工夫，⑩先輩の独自性ⅰ：見通し，
⑪先輩の独自性ⅱ：共感性，⑫時間管理・情報取捨選択，そして「終了時」に
は⑬振り返り・理解定着促進，⑭信頼関係構築，⑮今後の活用促進をポイント
としている。いずれの項目においても，学習支援者として対人支援を実施する
際の心構えや対応方法のルーティンに関する視点を重視していることがわか
る。日常における SLA 育成活動は各種専門のプロフェッショナルとしてでは
なく，学習支援者としての資質・能力形成に向けた「振り返り」を中心に行わ
れていることが特徴である。 
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表 5-1 ピアレビューシートの項目 
【導入時】 
①これから対応に入るための良い雰囲気作りができた。 
②ユーザーズカード，カルテの書き方等の案内や，SLA の利用の仕方の共通理解を図るな
どし，SLA を利用してもらうにあたっての適切な誘導をすることができた。 
③学生に聞き取りを行いながら，今回の質問内容の全体像を整理・把握することができ
た。 
④対応にあたっての必要情報（時間制限等）や，質問事項に関わる周辺情報（学習状況，
授業情報，課題かどうか等）を把握することができた。 
⑤今回の対応方針・対応計画について，学生と共有することができた。 
【本対応時】 
⑦SLA 側の発話量を調整し，学生が自身の疑問や思ったことを話せるように促せた。 
⑧情報の視覚化，（SLA の）思考の言語化などをし，コミュニケーションを工夫できた。 
⑨解説する際に図を描いたり，身近な例に関連付けるなど，学生の理解を深めるような工
夫ができた。 
⑩先輩としての良さを活かし，少し先の見通しを与えるなど，アドバイスができた。 
⑪自身が 1・2 年次だった頃の経験値を活かすなどして，学生に寄り添った対応をすること
ができた。 
⑫解説に要する時間を意識しながら，必要な情報を適切に取捨選択して解説できた。 
【終了時】 
⑬今日の対応の要点を整理したり，今日できるようになったことを示すなどして，対応の
振り返りをすることができた。 
⑭質問以外の話題に触れるなどして「また来たいな」と思える雰囲気をつくることができ
た。 
⑮適切な言葉を添えて，アンケートを配布したり，SLA に関する必要情報を提供すること
ができた。 
 
（3）Off-JT の構成 
 月・学期単位の SLA 育成活動は Off-JT を中心に行われる。中期は他者・集
団の層である「部会」，長期は組織の層である「CLS 全体」の活動が核とな
っている。 
 「部会」は SLA 実践が開始してから比較的早い段階で設置された枠組みで
ある。活動を経る中で確立された主要な機能は，専門を同じにする SLA 同士
の「情報共有」と「勉強会」の 2 点である。先述の通り，各種専門に特化し
た SLA 間の意見交換は日常での活動では実施しにくい環境にある中で，SLA
実践において提供するサービスには学問的な妥当性を担保することも質保証上
重要であることから，それらを補完する仕掛けとして「部会」を位置づけてい
る。 
月に 1 度開催される「部会」では，前半の「情報共有」で質問傾向，学生
傾向，各種対応事例，各 SLA の悩み等を共有し，後半の「勉強会」で対応検
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討，具体的な出題の検討，模擬対応等を実施している。これらの活動に向け
て，中期の活動では SLA の学生対応を録画し①ビデオリフレクション（個
人）を実施したり，②サッカーノート（個人）で論点を整理したり，さらには
③HP・スタッフブログ（集団）を活用して各自「部会」の議題の共有や事前
課題に取組んだりしている。いずれの取組みも「部会」活動の実質化に向けた
工夫である。「情報共有」と「勉強会」の二部構成が基本の枠組みである一方
で，各部会が置かれた課題状況に応じて独自の試みも行われている。一例とし
て，図式化・イメージ解説に特化した対応スキルの向上（物理部会），テキス
トの誤植リストの作成（化学部会），対応記録に用いる独自の分類ラベルの設
定（数学部会），activity ツールの整理とノウハウの共有（英語部会）等が挙
げられる。 
一方，学期単位で実施される取組みとしては，①活動の振り返りシート（個
人），②活動説明会・活動報告会（組織），③共通研修（組織），④集中研修
（組織）を実施している。必要に応じて専任スタッフと個別面談を実施した
り，サッカーノートの確認を行ったりする等，SLA が学期単位で学習支援活
動の総括を行えるように専任スタッフが中心となって SLA 個々人に働きかけ
る体制を整えている。 
具体的に①振り返りシートはⅰ）基本事項 20 項目（学生対応 5 項目，勤務
全般 9 項目，部会活動等 6 項目）についての 5 段階評価，ⅱ）記述式アンケ
ート 8 項目（表 5-2），ⅲ）ミニレポート（自由記述）から構成される。個別
面談の実施も視野に入れながら，SLA 自身がこれまでの活動を振り返り，今
後の学習支援活動に向けた目標設定に反映させるという SLA 個々人の PDCA
サイクルを回す仕掛けである。次に②活動説明会・活動報告会では組織全体の
目標や改善事項の共有を主目的としている。振り返りシートや後述する集中研
修から導かれた SLA のニーズにも対応しながら，専任スタッフを中心に組織
全体の共通認識を形成するための機会として位置づいている。そして③共通研
修は基本的には講義型の勉強会で，カウンセリングマインドや他大学の学習支
援実践の理解等，その時々に応じたコンテンツで実施している。最後に④集中
研修（夏季合宿）は，今後の活動の改善と SLA のチーム力向上，学習支援だ
けでなく大学教育全体の知見を得ることを目的に実施している。ⅰ）前期総括
会，ⅱ）座談会，ⅲ）研修会，ⅳ）ワークショップの大枠で構成されており，  
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表 5-2 振り返りシートの記述式項目（2016 年度版） 
①【ニーズ・モチベーション】あなたの SLA の活動に対する現在のモチベーション（ニー
ズ）は何ですか？上位 3 つを回答し，可能な人は，その割合を示してください。 
②【工夫・意識】あなたの対応上の工夫や意識していることを教えてください。 
③【成長】あなたが今期の活動全体を通じて，身についた・成長したと思う点を挙げてくだ
さい。 
④【課題】あなたの SLA の活動における現在の課題点・反省点を挙げてください。 
⑤【目標】あなたの来期の活動目標を教えてください。 
⑥【他己評価】今期の活動の中で，「いいな」と思った他の SLA の対応や言動等はありまし
たか？あれば，だれのどんなふるまいか，教えてください。 
⑦【要望】センターへの要望や提案がある人は自由に書いてください。 
⑧【満足度】総合して，あなたの今期の活動の満足度（100 点満点）とその理由を教えてく
ださい。 
 
ここで検討した内容・成果は後の活動に大きく影響を与える取組みとして位置
づいている。 
以上から，中期の取組みは学問の専門性の面で同質性の高い SLA 同士によ
る研鑽を目的として，集団による知見の「共有」と「批判的な検討」を中心に
展開され，学習支援内容に紐づく各種専門のプロフェッショナルとしての資質
向上が企図されている。そして長期の取組みでは，SLA が学習支援をよりメ
タに捉えられるようになることと，学習支援者としてのアイデンティティの形
成・モチベーションの向上を目的として組織全体による「改善」と「新たな知
見の創出」が行われているといえる。 
 
第 2 節 SLA 育成の前提としての「実践による学習」理論 
（1）実践における「省察」の意義 
 経験学習のモデルとして Dewey や Lewin，Piaget の学習理論の研究にもと
づく Kolb（1984）による 4 つのステップが基本的な枠組みといえよう。学習
を経験の変換により知識を創出する過程と定義づけた上で，①まず具体的な経
験をして，②その経験を内省し，③得られた教訓を抽象的に概念化し，④その
概念を新しい状況に適用することによって学習が成立することを示している。
単に体験することが目的なのではなく，その体験から「振り返り」を通じてど
のように学びとるかということが本モデルの肝であり，重要なのは②内省のあ
り方如何で，①経験の解釈は人それぞれになるということだ。  
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 加えて，教師のように複雑な実践の状況に効果のある高度で総合的な見識を
必要とする専門職は「反省的実践家」であることを説いた Schön による「省
察のはしご」概念も示唆に富む（Schön 1987: 114-7）。これは「行為の中の
省察」を基盤に，実践者とその実践に関与した他者（コーチ）間のコミュニケ
ーションによってよりメタな次元での省察（「行為についての省察」））が行
われる可能性を説明している。他者の介在により「省察」が深まることを示す
と同時に，実践者と他者が相互に影響を与え「省察」の質を高め合う「互恵的
な行為の中の省察」の過程も示唆している。 
 さらには，「省察」のプロセスのひとつである ALACT モデルでは，①行為
（Action），②行為の振り返り（Looking back on the action），③本質的な諸
相への気づき（Awareness of essential aspects），④行為の選択肢の拡大
（Creating alternative methods of action），⑤試み（Trial）といった流れを
示している（Korthagen 1985）。このモデルで特筆すべきは，「感情のアプ
ローチ」が振り返りに含まれることで，自己と他者の差異に着目し「省察」を
深めることにある。さらにその行為が最も重要とされる③本質への気づきを促
す点に「省察」の意義を認めることができる。 
 そして，Moon（2004）は日常的にも教育的にも用いられる「省察」を 3 類
型に分けて定義づけている（表 5-3）。特に，アカデミックな文脈においても
効果を発揮する「省察」の意義として，①新しい学習に対して意味づけをする
こと（有意味学習），②有意味学習により学んだことを抽出するプロセスから
さらに学ぶこと，③既有知識や情報の整理によって学ぶことの 3 点を示し，
「省察」のプロセスから波及する学びの深化拡張を説く。つまり「省察」は質
の高い学習プロセスの一端を担い，具体的には①自身の学習に知的な余地を与
え（slows the pace），②学習の当事者意識を高め（sense of ownership），③
メタ認知を促すという学習行動そのものに好影響を及ぼすものであるといえ
る。 
あわせて，「省察」の効果を高めるための諸条件や留意点についても提唱さ
れてきている。Rogers（2001）の課題整理を発展させてまとめた和栗
（2010）によれば，「省察」を展開する上で検討すべき要素として，①先行
条件：学習者の「省察」に対するレディネスや意欲，意図性をどのように育む
かを考慮する，②個別条件：学習者個人の経験や自主性に応じて機会を設計  
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表 5-3 「省察」の 3 類型 
「省察」の一般的見方（common-sense view） 
省察は，目的・何らかの成果を達成するためにするもの。あるいは，単に省察をしようと
することによって，何かしらの予測しない成果が生まれるもの。省察は明らかな答えがな
い，比較的複雑で，はっきりしない思考に対して用いられる。省察は既有知識や理解を咀
嚼し直すこと。 
アカデミックな文脈で用いられる「省察」：一般的見方からの発展形 
アカデミックな文脈における省察/省察を通した学び（reflevtive learning），または省
察を用いた文書化（reflective writing）は，明確な目的を伴い，意図的である。また，
学習，行動，あるいは説明に関する特定の「成果」も伴う。目的やテーマの説明があって
省察が行われることもある。省察作業のプロセスや成果は，たいていの場合，他者に見ら
れ，評価されるために抽出されたもの（例えば文書化されたもの）となる。それらの要因
が省察のありようや質に影響する。 
成果に着目した「省察」の見方 
省察のプロセスではなく，省察を用いてもたらされる「成果」に着目したもの。様々な先
行研究で扱われている省察プロセスを通して得られる成果は以下の通り。 
・学習，知識，理解何らかの行動 
・再検討のプロセス 
・個人的で継続的，専門的な能力開発 
・自らの学習あるいはそれ以外の活動のプロセスについての「省察」（メタ認知） 
・演習で得られた所見から理論を練ること 
・不確定だったことについて，決意をすること，問題解決をすること。エンパワーメント
や解放 
・思いがけない成果・結果（例えばジレンマ状態を脱するような思考や発想，創造的な活
動） 
・感情（プロセスの一部分あるいは結果として） 
・さらに省察する必要があることを明確にし認識すること 
出所：Moon（2004），和栗（2010: 88）より筆者編集。 
 
するよう配慮する，③プロセス：単純化・モデル化ができない「省察」の不確
実性や予期せぬ事態等に配慮する，④方法：特に誰が・どのように行うかが重
要であり，ⅰ）単独，ⅱ）他の学習者とともに，ⅲ）コーチやメンターとの関
わり方を検討することが挙げられるという。また，Moon（2004）は「省察の
深さ」にも着目し，そのレベル別に，①描写的な書き方：「省察」をしておら
ず，単なる状況の描写に留まる状態，②描写的な「省察」：描写しつつも「省
察」を行っているが，単独の視点での「省察」にとどまり，複数の視点から実
践できていない状態，③対話的な「省察」：多様な視点から俯瞰できており，
分析的かつ総合的な「省察」の状態，④批判的な「省察」：多様かつ批判的な
分析ができ，歴史的かつ政治社会的な文脈からも位置づけられている状態の 4
段階の「省察」方法を示している。単に個人的な反省としての「省察」ではな
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く，様々な文脈の中で相対的に分析・検証できる「省察」にまで質を上げるた
めには実践上の意図された工夫や仕掛けが重要であることがわかる。  
 最後に，学習の「段階性」との関係からも「省察」の位置を確認しておきた
い。もともと学習カリキュラムは基礎から応用へといった一種の系統性にもと
づいて設計されやすい。実践における学習も ICM パラダイム（Burton & et al 
1984）に代表されるように，徐々に課題の複雑さが増していく環境の中で行
われるものである。難易度は高くとも達成可能な目標を各レベルにおいて設定
されている状況が学習環境としては最善とされる。一方で，生田（1987）に
よれば易から難へという順序をたどらずに，あえて段階を設定せずに学習者自
らが段階や目標を構築するように促す「非段階的な学習」も実践の文脈によっ
ては採り入れられているという。「現場への放り出し」（松本 2003）による
学習方法もあり得る中で，松尾（2006: 45）は「実践による学習には段階的学
習と非段階的学習が存在し，領域によって採用される学習方法が異なるといえ
る。このことは『よく考えられた練習』にも，領域ごとにいくつかのパターン
が存在する可能性を示している」とし，実践における学習の多様性について示
唆している。どちらの文脈においても「省察」は学習の深化拡張に寄与する営
みである。段階的学習のなかのプロセスに位置づけた場合，既有知識の捉え直
しや目的の明確化を促進する一方，非段階的学習では学習者に有意味学習を促
し，学習者自身が主体的に学びを構築するプロセスを支援する仕掛けとなり得
る。 
以上，「省察」に関わる諸理論から導ける要点は，①各自の経験は「省察」
によって様々に意味づけられる可能性があること，②他者の介在による「省
察」はよりメタな次元の「省察」を可能にすると共に，両者の「省察」を促進
させること，③深い「省察」は本質への気づきへと接近すること，④「省察」
のプロセスや成果物といった諸要因が「省察」自体のあり方や質に影響を与え
ること，⑤より深い「省察」に導くためには，「個に応じる」等の各種条件を
考慮した質向上に向けた工夫が盛り込まれた実践の必要があること，⑥「省
察」は様々な学習場面においても状況に応じた効力を学習者に与えるというこ
とである。 
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（2）学習活動に対する組織的支援の理論的枠組み 
 基本的には実践者である「個」への還元が中心となる実践での学習におい
て，組織はどのように関与することができるのだろうか。Lave & Wenger
（1991）は，実践においては持続的に相互交流を行う「実践コミュニティ」
が形成され，はじめは周辺・部分的な活動からの参加であるが，徐々に正式に
全般的な活動に参加するようになる「正統的周辺参加」を説く。あわせて「実
践コミュニティ」における学習形態は，「認知的徒弟制」（Collins & et al 
1989）という実践活動の中で徒弟的な教育を通して高次の認知的道具を獲得
していく取組みとなる。 
 一方で，より専門性を高める共同体づくりの取組みとして「プロフェッショ
ナル・ラーニング・コミュニティ」という概念も提唱されている（Dufour & 
Eaker 1998）。教員組織文化の変革の必要性を述べた本理論では，①外部研修
ではなく日常の業務から学ぶこと，②業務の対象である子どもの成長のために
行う討議を通じて協働することを前提としている。さらに Hord & Sommers
（2008）はその特徴を①学習に向けた信念や価値観，方向性の共有，②援助
的なリーダーシップ，③協働的な学習と応用，④構造的・関係的な条件の支
援，⑤個々人の実践の共有の 5 点にまとめている。特に組織のリーダーの役
割に着目し，「プロフェッショナル・ラーニング・コミュニティ」を実質化す
るための戦略の実行を求めている。それは，①共有される方向性の明確化，②
方向性の実現に向けて実践者が専念できる計画の立案，③実践者の専門家とし
ての成長の促進，④進歩の評価・確認，⑤支援の提供で，組織における学習文
化の醸成に向けて重要な取組みとして位置づけられる。 
 加えて，Senge（1990）による個人と集団の継続的な学習を基盤とした「学
習する組織」理論も組織学習のあり方を検討する上では欠かすことができな
い。「学習する組織」を構成する 5 つの要素に，①システム思考：組織のあ
り方理解，②自己マスタリー：個人の精神的成長，③メンタルモデル：既成の
思考方法の検証，④共有されたビジョン：組織構成員が受け入れる計画，⑤チ
ーム学習：ビジョン達成に向けた協力が挙げられている。効果的な⑤チーム学
習を実施するためには「ダイアログ」と「ディスカッション」を使い分けるこ
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とが重要であり，前者は問題点を探り出すために，後者は意思決定に向けた最
善の選択肢絞り込むために用いられるべきとしている。 
 最後に，学習活動における組織的支援の方策を検討する上で，組織的な知識
創出過程を示した「SECI モデル」を確認しておきたい。野中・竹内（1996: 
91-2）は「知識が，異なる知とくに暗黙知と形式知の社会的相互作用をつう
じて創造されるという前提に基づけば，四つの知識変換モードが考えられる」
とし，①共同化（Socialization）：個人の暗黙知からグループの暗黙知の創
造，②表出化（Externalization）：暗黙知から形式知の創造，③連結化
（Combination）：個別の形式知から体系的な形式知の創造，④内面化
（Internalization）：形式知から暗黙知の創造のプロセスを示している。本モ
デルにおいて「個人は知識の『創造者』であり，組織は知識の『増幅器』であ
る。しかし，変換の大部分が実際に起こるコンテキストは，グループ・レベル
あるいはチーム・レベルである（野中・竹内 1996: 359）」という認識は，組
織的支援を行う組織の役割の位置づけを規定した示唆に富む内容である。  
以上をまとめると，「実践コミュニティ」のように組織における実践を通じ
て自然発生的に学習が創出される場合もあれば，「プロフェッショナル・ラー
ニング・コミュニティ」のように主にリーダーが場づくりの支援者となって協
働的な学習機会を意図的に醸成することも求められている。この場合において
も個人と集団両者の継続的な学習が重要であり，その仕組みの構築に向けたア
プローチは様々である。しかしながら，組織学習のいずれの理論においても，
日常の経験に価値を見出し，その経験から学習するためには「他者との関わ
り」が重要なファクターであることがわかる。ここから，組織的な支援の役割
は個人・集団両方の学習に「他者との関わり」を組み込んだサイクルを創出す
ることだといえよう。そして，知識創造の主体はあくまで個人であるとした上
で，それを組織が援助する環境をいかに設計・整備できるかが重要であるとい
える。 
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第 3 節 基盤としての「個」のリフレクション 
（1）学習相談対応の「記録」プロセス 
 SLA の主活動は，学生の質問対応である。その質問対応の記録をとるこ
と，そして記録をもとに対応報告を専任スタッフに行い，対応を振り返るとい
う作業を初年度から継続して行っている。この取組みに焦点をあて，「振り返
り」作業の内実について分析を加えていく。 
質問対応事例を記録に残す目的については，表 5-4 の通り SLA に提示して
いる。2010 年度の活動開始当初は表中②・③にあるような，質問（問題）事
例の共有と統計的把握による傾向分析等が主目的であったが，実践の蓄積に伴
い記録作成の第一の目的には「対応力の向上」を掲げている。つまり，記録作
成の主体が自身の対応を振り返り，改善のポイントを見つけ，次の対応に活か
すことを「記録作成」作業の最も重要な役割として位置づけている。  
 1 回の質問対応および記録，報告作業の一連の流れの基本は図 5-4 の通りで
ある。質問対応が終わると，SLA は所定の記録用紙に対応内容を記録する。
蓄積する情報には，利用学生の基本情報（本人記入）と対応日時や科目・分野
名等の質問箇所の基本情報以外に，①「問題と解答（解法）」の詳細情報，②
対応方法に関する情報，③学生情報の 3 種類がある。 
記録を作成し終えると，これにもとづき専任スタッフに対応の報告を行う。
対応報告では，専任スタッフが聞き役となり，後述する内容について対話を通
じて深めていく。必要に応じて専任スタッフが情報を加筆したり，SLA 自身
に再度加筆・修正を行わせたりすることもある。  
 
表 5-4 対応記録の目的・活用用途の説明 1) 
①対応力向上        
；自身の対応の振返り，改善のための評価 
② SLA 内の情報共有    
；問題情報，学生情報の共有による運営の円滑化・質向上 
③運営改善        
；学生動向等の現状把握，統計的分析 
④教育（正課カリキュラム）改善  
；授業に情報をフィードバック 
⑤対外的な組織力明示の材料   
；実践を他に伝わる“形”にする意義 
⑥研究的意義  
；教育学，各科目学習科学 
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図 5-4 1 対応に紐づく振り返り作業の工程 
 
 対応報告（の聞き取り）の目的を専任スタッフ主体にして整理し直すと，表
5-5 の通りとなる。当該学生への指導（振り返りの促進）はもとより，②～④
に挙げた目的も大きい。すなわち，作成した記録は，別の SLA の学習材料と
して機能することも意図しているため，読み手（同僚他者）を想定した発問を
行い，書かれていない情報を補う作業をしている（表中②）。また，質問頻度
の高そうな難解な問題の情報や配慮の必要な学生の情報，あるいは，報告者の
SLA が有している対応の「コツ」や対応で困ったこと等，組織全体で共有す
べき情報を取得する機会でもある（表中③）2)。重複する側面もあるが，全体
を通して，CLS の利用状況や SLA の活動実態の状況把握を行い組織運営に活
かしていく作業（表中④）の一つとしても位置づいている。  
 これらの作業に注力する背景には，SLA 学生が週に 1 回の勤務であるとい
う実態が強く影響している。比較的活動頻度の少ない中，専任スタッフが「情
報の媒介役」となることで，SLA 間の情報共有を促している。 
なお，本実践において，こうした「対応報告」のあり方が成立するのには，
専任スタッフが SLA の対応の様子を観察できる位置に常駐しているという物
理的環境要因が影響している。「注視」できるわけではないが「雰囲気は理解
している」距離にいることで，緩やかな文脈の共有を可能にしており，対応報
告のしやすさを支えている。ただし，「対応報告」の最大の課題は，専任ス  
 
表 5-5 対応報告における専任スタッフの意識・役割 
①対応 SLA への教育（振り返りの促進） 
②他の SLA に共有可能な資料化の援助 
③全体に還元すべき情報の取得 
④SLA，利用学生，質問状況の状況把握 
質問 
対応 
記録 
作成 
対応 
報告 
保管 
共有 
平均 40 分 約 15 分 5 分～ 
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タッフの専門分野と質問対応事例の分野が異なるため，科目に紐づく専門的な
アドバイスを行えないことであるが，その課題自体を CLS の全体構造に含み
こんで SLA 育成のサイクルを設計している点は特徴といえよう。 
こうして作成された記録用紙は，SLA の待機場所にある本棚に，学期・科
目・分野ごとに分類され保管される。棚には約 2 年分の記録が手に取れるよ
うになっている。学生情報や質問科目等の基本情報は専任スタッフがデータ化
し統計的に処理をしている。紙媒体での保管としているのは，数式や図を記入
することが多く手書きの方が記入しやすいことと，資料を閲覧する際のアクセ
スのしやすさからである。前学期以前の情報から特定の記録を引き出したい際
にはデータから検索をかけることもあるが，そうした閲覧の仕方はまれであ
り，全体的に見返す上では紙媒体のまま利用する方が適している。新規採用者
の SLA はこの記録用紙を見て学ぶことも多い。新規以外の SLA でも，自身の
勤務していない間の質問状況等を把握するために，記録に目を通すことがルー
ティンとなっている。こうした日常的な“共有”の他，同じ科目を担当するメン
バーで構成される科目部会において，他メンバーと共有したい情報等があった
場合は，別フォルダに当該記録をピックアップし，後のミーティングの際の検
討材料にする等しており，対応記録は事例検討・共有のための基本資料となっ
ている 3)。 
 
（2）実践を分析するための「振り返り」観点 
学習相談対応の実践を記録する対応記録用紙 4)は，必要に応じてその都度変
更が加えられ，当初から 10 数回の改訂を重ねてきた。改訂理由には運用上の
便宜を図ったものも多いが，「第 13 版」の改訂は振り返り作業の改善を主目
的に行った改訂である。 
先に述べた通り，記録用紙には，①問題と解法情報，②対応方法に関する情
報（自身の情報），③学生情報の 3 種類の情報が含まれるが，「第 13 版」以
前の記録用紙では，①問題情報に紐づく記録に傾斜しがちであったことが課題
であった。そこには，質問（問題）の「解法」＝「対応」の情報という誤認識
が少なくなかったことや，当時取り入れていた〔項目チェック型〕5)の振り返
り欄の形骸化等が付随していたと考えられる。 
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そこで，「第 13 版」で取り入れたのが〔自由記述型〕の振り返り欄であっ
た。自由記述型というのは，具体的には「質問対応ダイジェスト」という，論
文でいうサマリーの位置づけにあたる欄を設けたことを指している。これの導
入には次のような経緯があった。すなわち，専任スタッフとの「対応報告」の
場において，SLA に口頭で話をさせると様々な情報が出てくるのにもかかわ
らず，記録として残る―つまり自覚化・言語化される情報にはそれらが抜け落
ちることが多いという実態であった。そこで，短文（主に箇条書き）ではなく
文章体での記述を強制することで，暗黙的・非明示的な「文脈」を自分自身で
捉える力を養おうとした意図があった。「ダイジェスト化」することで，その
質問対応の要点を掴み，自身の中で事例をメタ的に位置づけることを促す作用
を期待したのである。換言すると，対応報告でセンター員が問いかける内容
を，自分自身で行えるようになるための試みであった。また，これにより，記
録を閲覧する他者にとって情報が把握しやすくなることも期待された。同時
に，運営上の意図としては，SLA の利用者数の拡大に伴い肥大化しつつあっ
た記録作成の作業を，要点を絞り内容を洗練させることで，作業負担の軽減と
効率化を進める意図もあった。 
しかし，情報を把握し易くすることと作業負担の軽減という目的について
は，少なくとも当初はあまりその効果を期待できない状態が継続した。それ
は，記述式の記録作成が当該学生たちには想像以上に難しい作業であったこと
が背景にある。これは本事例固有の事情ともいえるが，理系学生は「事実」の
記述はできても「認識」の記述を行うことを苦手としている傾向がある。ある
SLA（2015 年当時，理学研究科博士課程後期 1 年／SLA 経験歴 3 年目）は，
記録用紙の課題について専任スタッフと話をする中で，次のように SLA の課
題状況を分析した。「（理系学生は）もともと授業の感想を書いてくださいと
か，価値とか自分の気持ちとか，刹那的な現象であったり，そういう“断片”を
記述することが本当に苦手なんですよ。体系的に厳密に定式化されたものを書
きたい。書くということはそういうことだという理解がある」6)。この認識自
体は個人の見解によるものではあるが，表出している課題状況からすると，こ
の見立てにはある程度筆者らも同意するところであった。文章化する方式を採
用してから，記録作成に時間がかかる SLA も現れてきたためである。そのた
め，当初意図した作業負担の軽減は「ダイジェスト化」では果たせない事もわ
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かった。しかし，SLA が苦手とする作業であることは運営上では課題となる
が，育成の観点からすると，成長を促す鍵となる可能性を含むことも意味して
いる。そこで，どういった点が書きにくいのか，情報を残せる SLA の記述に
は何の要素が含まれているのか等の検討を重ね，こうした課題状況に対応する
ために，「ダイジェスト」欄に記入の際の観点を付記する形へと修正を加えた
という経緯がある。 
「質問対応ダイジェスト」欄を設けた当初は「質問者の最初の質問は何であ
ったか」という点の記入を促す注記のみを付していたが，その後，記述の観点
として表 5-6 の内容を SLA に提示するようになった。これらの項目は，初め
から設定されていたものではなく，SLA と専任スタッフが対応の振り返り作
業を重ねる中で整理された項目である。つまり，ここに示した 4 観点（総括
を除く）は「対応報告」を繰り返す中で得られた経験知の集積ともいえる。そ
こで各項目の意図や意味，つまり，上記の 4 観点に整理するに至った課題背
景について説明を加えたい。なぜなら，この課題背景には「振り返り」作業に
おいて本事例における SLA が何を振り返ることが苦手であるのかや，他者が
記録用紙を活用する際に何が必要となるのかといった実態が示されており，そ
れは同時に，SLA 育成を意図した「振り返り」作業構築における課題と強調
点が現れているからである。 
これらの項目において最も強調されるのは「①への着目」と「①と②を区別
すること」である。つまり，質問者が感じている「問い」の把握，およびその
「問い」と対応者が見立てた質問者の「課題」の間に“違い”が存在することを
認識する視点である。これらを強調する背景には，次のような実態上の課題が
ある。すなわち，往々にして「熟達者」は「初学者」の「問い」に鈍感になり  
 
表 5-6 対応記録における「振り返り」の観点 
① 学生自身の質問 
② SLA が見立てた学生の課題 
③ 対応意図・方針 
④ 実際の手順・流れ 
⑤ 全体的総括 
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がちであるということである 7)。多くの SLA が，担当する科目については“得
意”であった経験を持つ学生たちであるため，まずは，質問者が何に疑問を持
っているのかを把握し（知的側面），対応の上では共感を示す（情的側面）こ
とが必要になる。しかし，これらの作業を苦手とする SLA は多い。「問い」
の把握の難しさは，自身の認識する「課題」を質問者自身の「問い」と混同す
ることからくるものでもある。そのため，質問者の「問い」への意識だけでは
なく，「問い」と「見立ての課題」の“区別”が重要になるのである。  
なお，質問対応において「問い」を対応の起点にすることは重要であるが，
対応者の見立てた「課題」も当然ながら対応の指針を左右する重要な要素であ
る。「問い」にばかり寄り添い「見立て」が希薄な場合，質問者（学び手）に
必要な支援とは何かということをメタ的に捉えることができず，場当たり的か
つ形式的な支援に留まる危険性がある。ゆえに，「問い」への着目は，「問
い」を最優先にすることを意味するわけでない。 
次に強調されるのは，④と区別される③への着眼である。③は対応者自身の
意図や方針を意味しており対応者内部での認識を問うたものである。④は実際
に行われた手順や目の前の質問者の反応との呼応の中で必要となった工夫を意
味しており，対応者と質問者双方のやりとりの事実を問うている。この③「意
図」（対応者の認識）を④「実際の手順」（事実）と区別することを促す背景
には次のような経緯があった。 
「質問対応ダイジェスト」導入前に，現状の記録用紙の課題についてある
SLA（2014 年当時，理学研究科博士課程後期 1 年／SLA 経験歴 2 年目）か
ら，次のような指摘があった。すなわち，「事実」の記述部分については実際
に目の前にする質問者によってその都度変わる部分であることから，記録用紙
の読み手（＝他の SLA）としては今後に活かせるところが比較的少ない。一
方で，対応者の「意図」の記述については，妥当性の検証もある程度しやす
く，それゆえに自身の対応に活かせる部分も多い。しかし，現状の記録用紙に
はそうした情報がなかなか読み取れない，という趣旨であった 8)。これは，記
録用紙の持つ意味の一つである「SLA 内の情報共有」に関わる観点に立脚し
た問題提起といえよう。つまり，「個」の活動の振り返りだけではなく，それ
を「集団」としての「振り返り」に変換していく際の観点として，「対応者の
意図」という項目の必要性が，実践者である SLA から指摘されたということ
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だ。すなわちこの観点により，記録が他者の振り返りの材料としての資料的価
値を持ち，活用可能性が高まることを示唆している。 
具体的に記録用紙の実例が図 5-5 と図 5-6 である。前者は改善を要する例，
後者は観点を踏まえて整理された良例である。 
まず改善を要する例であるが，ここには「線積分，面積分の意味がよく分か
っていなかった。これがどういう意味なのか説明し，解くために必要なポイン
トを解説した」とある。この記述が改善を要する例である理由は大きく 2 点
ある。一つは対応者自身が，学生の課題をどう把握し，どのような対応方法の
可能性があるのかを検討しきれていないという点である。ただし，記述と対応
の実態が異なる可能性は大いにあり，対応自体は良いものであった可能性は十
分にある。しかし，対応者自身が自身の選択に自覚的になることで次回対応へ
の改善につながるヒントが得られるため，ここでは改善を要する例として捉え
ている。もう一点は，他者の振り返りの材料としての資料的価値が低い点であ
る。つまり，抽象的な記述に留まっているため，他の SLA がこれを読んでも
得られる情報が少ないということである。こうした事例の場合は，「対応報
告」の中で 4 観点を意識しながら専任スタッフが聞き取りを行い，対応者自
身に問いかけをすることで思考を深めてもらうこと，資料には聞き取り内容を
追記する等し，実践的な指導を行っている。 
次に，良例に関しては各観点が適切に腑分けされ記載できている。特に，学
生の課題状況の把握から，対応としては全てを説明する必要はないと判断し，
「必要な式の情報だけ与える→計算工程の大枠を示す」等，段階的な手順を踏
む工夫が見られる。そして，これらを詳述することで，他者にとっての資料的
価値が高い記録となっている。なお，この事例は手順の工夫に焦点があてられ
た記録（事例）であるが，その他，質問された内容の難易度が高い場合は，そ
の問題の解法自体を裏面に記載したり，難易度としては特筆に値しない場合で
も，SLA 側が見落としがちな点等についてメモをする等の事例もあり，その
時々の質問対応内容によって“良例”となるポイントは複数ある。したがって，
記載の仕方はこれに限るものではない。 
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図 5-5 利用記録用紙実例（要改善の一例） 
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図 5-6 利用記録用紙実例（良例） 
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以上，対応記録の作成と対応報告の流れを中心とした「振り返り」作業の実
際とこれを促すための実践的方策について整理してきた。これにより明らかに
なったことは，次の通りである。 
一つ目に，表 5-6 において示した 4 観点が，学習支援実践の「鍵的場面」
を抽出するために重要な観点であるということである。この観点の提示は，記
録作業を単なる事務的な作業ではなく，実践を省察し，次の実践に活かすとい
う「振り返り」作業を実質化する上で重要な役割を担っている。特に，「問
い」と「課題」，「意図」と「事実」の区別は，自分自身の振り返りにおいて
も，これを他者・集団の振り返りに昇華する上でも鍵となる視点であった。  
二つ目に，「振り返り」を促す媒体として，「記録用紙」と「（主に）専任
スタッフ（他者）」という「モノ」と「ヒト」の存在が重要であるということ
である。本事例において「記録用紙」は，「書く」という言語化作業を通じた
実践者自身の振り返りの促進と，「残す」という実践の資料化による他者・集
団の振り返り作業の基盤づくりを可能にする媒体であった。また，本事例の専
任スタッフは，「振り返り」の主体である SLA 本人にとっては，「対話」に
よる振り返り促進の媒体として，組織全体にとっては，個別の実践や個々の気
づきを「共有知」に変換するための媒介役として位置づいている。さらに言い
換えれば，「断続的な活動に思考の継続性を」「個別の活動に共同性を」生み
出す役割ともいえよう。この 2 つの「媒体」の意義が強調されるのには，本
事例の持つ諸々の条件（限界性）が背景にあることはいうまでもない。つま
り，活動スパンが 1 週間おきであることや，同僚他者と日常的に情報共有す
ることが難しい状況下において重要となる観点ということである。  
また，本事例で示した「記録作成」と「対応報告」は，一つひとつの対応事
例にもとづき，その場で行われる「即時性」を有した営みである。週に 1 度
の実践経験しか積むことができない SLA にとって，この「即時性」も，「振
り返り」を実質化する上では重要な条件である。 
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第 4 節 組織全体の「省察性」を高める構造 
（1）「内省・批判的検討・改善」の営みの創出 
SLA 実践における SLA 育成の基盤には，SLA 一人ひとりの日常的な学習支
援経験を意味づける仕組みがあるといえる。学習支援経験を重ね，その都度対
応記録の作成を行いながら振り返りの観点にもとづいた「内省」を繰り返すこ
とは，最終的には SLA が個人で学習支援の本質にアプローチし，その意味を
見い出せるようになるための土壌となる。たとえ学習支援に関する一般的な知
識を有していたとしても，「知っていること」と「実践できること」には隔た
りがあり，そこを SLA 自身で架橋できるようになるためにも経験による学習
―特に「内省」し続ける「反省的実践家」としての学習をルーティン化するこ
とが重要である。 
SLA 個人として「内省」する機会は業務上のルーティンに複数組み込まれ
ている。これ自体は他組織の活動においても業務日誌の作成等を通じて実践さ
れていることであり珍しいことではない。SLA 実践の特徴は，「内省」を個
人で完結させない仕組みを組織的に整備している点にあるといえる。それは
SLA 一人ひとりの日常の活動に必ず他者を介在させることで，「ダイアロ
グ」を意図的に発生させる仕組みである。例えば，SLA の勤務環境は日々の
シフトにおけるチーム（異質性の高い集団）での学習相談対応や SLA 同士の
ピアレビュー，専任スタッフへの対応報告，ブリーフミーティング等である
（図 5-7）。チーム対応でいえば，自身の専門に関する科目の対応であれば中
心に，専門外の科目であっても周辺に位置しながら学習支援に関わるといっ  
 
 
図 5-7 チーム対応（左）と対応報告（右）の様子 
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たように，緩やかに「正統的周辺参加」可能な環境が醸成されているといえ
る。さらには一口に他者といっても，学習支援という専門性の観点からは専任
スタッフやシニア SLA，メンターのように熟達度が異なる他者同士の集まり
である。関わる他者によって視点の異なる「ダイアログ」にもとづく「振り返
り」が創出されるこの日常的な勤務環境自体が，「内省」を個人内で閉じさせ
ない工夫といえる。 
加えて，学習の「段階性」の観点からも異なる他者の影響は小さくない。経
験にもとづく学習の場合，どのような学習支援経験を得られるかは極めて偶発
的であり，組織的にも学習支援者としての成長の段階を一定程度示しているも
のの（表 5-7），経験の機会まで含めて意図的に設計するのは困難であるとい
わざるを得ない。その意味において，どのような経験を得るかといった部分で
は SLA 実践は「非段階的な学習」の側面が色濃い。故に，その時々の予測で
きない経験・機会に応じて最も適切な他者が関われる可能性を残している点
は，SLA 一人ひとりに応じた成長を支援するためには大切な要素であろう。  
SLA 実践では日常的な学習支援活動と並行して「部会」の活動にも重点が
置かれている。日常のシフトが異質性の高い他者との協働の仕組みによって成
り立っているのに対し，「部会」は同質性の高い他者との協働の仕組みであ
る。 
 
表 5-7 SLA としての成長段階（2015 年度版） 
 段階 ラベル 説明 
 ０ 解答 自分でできる 
及
第
点 
１ 伝える わかりやすく説明ができる 
２ 
双方向/
配慮 
相手の思考・ニーズに合わせた対応ができる 
３ 
予測/ 
洞察 
相手の課題を分析して，それに必要な対応ができる 
一
人
前 
４ 
自覚/ 
客観化 
自分の得意・不得意が認識できる 
５ 比較の力 自分・他者の方法のそれぞれの長所・短所を理解できる 
６ 自己変容 他者の方法も取り入れることができる，複数の方法論を持つ 
熟
達
者 
７ 概念化 自分のポリシーを説明する言葉を持つ 
８ 責任 他者に指導・助言ができる 
出所：東北大学高度教養教育学生支援機構学習支援センター（2016: 76）より作成。 
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同じ「部会」に所属する SLA 同士が学習支援の場で物理的に関わる頻度
は，日常のシフトの SLA と比較すると少ないが，月単位の活動である「部
会」では同じ専門という利を活かしたスキームで成り立っている。その一つ
に，学習支援における「鍵的場面」が共有しやすいという利点がある。もとも
とその専門において近い文脈（学習経験）を共有している者同士，直接的に学
習支援経験を積まずとも，他者からの情報提供による間接的な経験によって，
ある程度の状況を共有し集団で検討を行うことが可能となる。先述の通り，
SLA 実践では SLA 間の学習支援経験の絶対数のバラつきがシフト等の影響で
生じることは避けられないが，学習支援における「鍵的場面」に活動中遭遇で
きないということは充分にあり得る。この個々人によって差が生じざるを得な
い部分を，他者・集団の「層」である「部会」が補完しているといえよう。始
礼等による組織全体での共有も比較的短い間隔で実施してはいるものの，文脈
が同じである「部会」の方が効率的で的確，かつ SLA にとっても直接的な意
味を見い出しやすい共有が可能となる。つまり「部会」は，他者からの間接経
験をできる限り自身の直接経験に近づけるための仕掛けといえる。  
もう一点，「部会」は「ダイアログ」だけではなく「ディスカッション」と
してのチーム学習を展開する機会でもある。各種専門に立脚した「部会」にお
ける検討課題は，一種の学問的な「妥当性」を視野に入れて議論しなければな
らないものも多く，その場合「部会」としての最善の判断を下さなければなら
ない。各 SLA が示した課題に対する選択肢を，「部会」で批判的に検証する
という作業は，各科目専門に立脚した学習支援者としての成長を促進する機会
といえよう。 
松尾（2006: 63）によれば Kolb の経験学習モデルは個人が属している集団
やコミュニティの前提を疑うメタ学習プロセスを考慮に入れておらず，それを
踏まえる必要があるという。言い換えると，組織のあたりまえや前提を検討す
る機会を設けることで，メタ学習プロセスを範疇とした「省察」が展開され得
るということだ。 
SLA の実践では，常に開発にさらされてきた状況も相まって，現状を改善
し続ける組織的な風土が醸成されている。故に，集中研修等で SLA 自身に組
織的課題を検討させ，自分たちの実践を規定している既存の「基準」「枠組
み」自体を疑わせ，新たな知見を創出することを求めてきた。振り返りアンケ 
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表 5-8 集中研修のワークショップテーマ一覧 
2011 年度：「大学生に必要な 10 の力」 
2012 年度：「SLA 成長日記を作る」 
2013 年度：「SLA 採用試験を考案（改善）せよ」 
2014 年度：「SLA による SLA のための SLA ルーブリックを作成せよ」 
2015 年度：テーマ A「現在の業務を改善するための提案を作成する」 
テーマ B「科目を超えた SLA 共通の研修を企画する」 
2016 年度：「これから学習支援を行う人（後輩 SLA）に引き継ぎたいキーワー
ド集を創る」 
 
ートや個別面談においても，この集中研修を自身の学習支援者としてのエポッ
クメイキングに位置づける SLA も多く，「学習支援者としてのアイデンティ
ティの形成」に影響を及ぼすものである。組織改善に向けてこれまで実施して
きたワークショップのテーマは表 5-8 の通りである。2014 年度のワークショ
ップを経験した SLA は合宿アンケートの自由記述で「SLA とは何か？普段か
らぼんやりと考えてはいたが，それを客観化（文章で可視化）する良い機会で
あった。集中して取り組んだものの，まだまだ客観化できていない面も多い。
これから思う存分悩み続けたい」と述べており，学習支援者の役割をメタ的に
理解しようとする姿勢を明示している。集中研修以外にも，有志選抜メンバー
での他大学への調査訪問や合同研修会を実施する等，外部との比較において
SLA 自身が本 SLA 実践の特徴を相対化することが可能な機会も設けている。 
SLA が自らの活動を相対化するのに効果的な仕掛けは，SLA の経験に伴っ
て変化する役割を設定することが挙げられる。SLA は活動する中で，①初
期：先輩 SLA から指導を受けるメンティー，②中期：後輩 SLA の指導役であ
るメンター，③中後期：「部会」をコーディネートする部会長，④後期：SLA
全体の指導・育成を担うシニア SLA のように役割を変化させる機会が用意さ
れている。立場を変化させることで「省察」の質に変化を及ぼし，よりメタな
「省察」の次元へと SLA を誘う仕掛けである。松尾（2011: 24）は成長の 5
段階モデルとして①初心者，②見習い，③（とりあえず）一人前，④中堅，⑤
熟達者の階層を示し，一人前から中堅へと成長する際に「第一の壁」が，中堅
から熟達者への過程で「第二の壁」があることを指摘する。SLA 実践では，
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「第一の壁」をメンターや部会長の役割を経験させることで，そして「第二の
壁」はシニア SLA を担わせることで乗り越えさせようと組織的に支援してい
る。 
 第 4 章において，SLA は学習支援活動を経験することで①「教育スキル」
の認識を拡げて，②自己省察を促進させ，③同僚 SLA と学び合う機会に意味
を見出し，④活動に対して仕事としての責任感を抱くようになる傾向が確認さ
れている。加えて，もともと自己成長に関わる活動動機を核に SLA に従事す
る学生が多いが，学習支援活動後には「学修する個人」としての成長だけでな
く「コミュニティの構成員」としての成長にも意味を見出せるようになること
が明らかになっている。この傾向の背景には，立場を変えて「省察」を続ける
ことが影響していると理解できる。 
 
（2）省察的実践の組織化の構造 
ここまで SLA の成長を担保する組織的な育成の取組みについて分析してき
たが，その結果にもとづいて，SLA 実践において創出される「省察性」の特
徴と，SLA の成長を促す組織的な支援方策・仕掛けの構造について考察す
る。 
まず，SLA 実践においては階層化された他者との協働にもとづく「省察」
が最大の特徴といえよう。SLA の「省察」の機会は大別すると①「個人×短
期」，②「他者・集団×中期」，③「組織×長期」の次元に分けて展開されて
いる。 
①の次元では，実践者である SLA 自身の「内省」を促すことを主目的に，
自身の科目専門とは異なる他者―ここでは，教育学を専門とする専任スタッフ
や，経験豊富な SLA（メンター・シニア SLA）との関わりにおいて，「ダイ
アログ」を手法とした「振り返り」を重視している。ここで行われる協働的な
「省察」の特徴は，主に学習科学の見地から学習支援者としての成長を促すも
のである。具体的には学習支援者としての心構えや振る舞い等といった学習支
援観の拡張に資する「省察」といえる。  
②の次元では，SLA 自身と科目専門を同じにする同僚 SLA との関わりにお
いて，「ディスカッション」による「批判的検討」を重視している。ここでの
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協働的「省察」は，各科目専門に立脚した学習支援者としての成長の促進を含
みこんでいることが特徴で，各専門の知識・考え方の深化に資する「省察」で
ある。 
③の次元では，SLA の学習支援者としてのアイデンティティの形成と当事
者意識を高めることを目的に，組織的な枠組みの「改善」に向けて SLA 全員
で組織的な「省察」を行う。組織における既存の「あたりまえ」をより良い方
向へと進化・発展させるための「省察」である。 
以上より，SLA 実践の組織的な育成の仕掛けは，次元の異なる「省察」の
入れ子構造になっているといえる。そこには，よりメタな「省察」を促すこと
を目的として，SLA には経験に応じてこれまでとは異なる新しい役割を付与
するという仕掛けも盛り込まれている。このように，SLA 実践は様々な「省
察」の機会によって学習支援の質と継続性が担保されているといえる。  
 これらの「省察」機会の創出を核とした SLA 実践における組織的関与の構
造を図 5-8 に示した。組織的な知識創出過程を示した「SECI モデル」とそれ
に対応した「場」の概念（野中・紺野 1999）に照らし合わせて，CLS が提供
する組織的援助としての相互作用促進の仕掛けを①～⑧に位置づけたものであ
る。まず①②は共同化に対応した「創発場」であり，学習支援実践・経験を共
有する機会である。次に③④は表出化に対応した「対話場」で，ダイアログを
通じて言語化・概念化する機会が該当する。そして⑤⑥は連結化に対応した
「システム場」で，部会や集中研修において新たな体系を相互に検討する機会
が当てはまる。最後に⑦⑧は内面化に対応した「実践場」で，SLA 個々人に
新しい概念の定着を促すために改善を加えた取組みを示す。CLS ではこのよ
うな組織的な仕掛け―「場」をデザインすることで，SLA の協働的な「省
察」による成長を促しているといえる。それは同時に，CLS の組織としての
新たな知の創造にもつながっている。  
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図 5-8 CLS における省察的実践の組織化の構造 
出所：Nonaka & Konno（1998: 43）をもとに筆者作成。 
 
註 
1）『SLA ハンドブック 2015 版 三版』p18 より。本冊子は新規 SLA 研修用
の資料であり，センター理念，体制，対応の流れ，勤務上のマナー等がま
とまっている。 
2）ここで得た情報については，毎週発行しているセンターからの通信（B5
版用紙 1 枚，場合によって表・裏）で，週の初回勤務時に SLA に配信をし
ている。 
3）2015 年度後期新規採用者のある SLA は次のように述べている。「私たち
は対応のたびにカルテに記入し，学生情報や対応内容を記録している。こ
の半期活動してみてこのカルテをみると皆非常に論理的に方針を定め，対
応に当たっていることがわかる。このカルテ作成というのはデータの蓄積
が一番の目的だと思うが，同時に対応の自己採点になっている。カルテを
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繰り返し作成することで自身の活動を見直すことができるし，また他人の
カルテを見ることによって対応の根拠を学ぶことができるわけである。」
（物理担当 4 年生，「北海道大学（LSO），東北大学（CLS）合同研修会
の報告」レポートより） 
4）なお，SLA では理系，英会話，ライティングの分野ごとに別の対応記録用
紙を用いているが，ここでは理系対応時の対応記録用紙を事例として用い
る。 
5）項目は次の通り。「□答えを教えるだけになってしまった／□解説・説明
中心の対応だった／□ヒントを与えたり，問いかけをするなど利用学生さ
ん自身に考えさせることができた／□＋αの情報・知識を提供した／□雑
談などを交えて，利用学生さんとコミュニケーションがとれた」（例；第 9
版） 
6）2015 年 3 月 18 日。SLA へのヒアリング。 
7）米国学術研究推進会議（2002: 43）は，熟達者による学習指導について，
次の事を指摘している。「ある領域で熟達しているからといって，その人
がその領域を学ぶ他者をうまく援助できるとは限らない。実際，熟達者
は，生徒にとって何が難しく何が容易であるかがわからないために，熟達
することが教授行動を阻害することもある」。また，効果的な教授法を考
える際には，教科内容に関する知識の他，「生徒がどんなところでつまづ
くのか，生徒はどのような道筋をたどって理解に至るのか，生徒が問題を
解決するのを支援するための方法にはどのようなものがあるのかなどの知
識」が必要であるとされている。 
8）2014 年 6 月 13 日。SLA へのヒアリング。 
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終章 
研究の総括 
本研究は，昨今の大学教育実践において幅広い領域で展開されている学生参
画型支援プログラムに関して，特に学習支援の取組みに焦点化し，その「質保
証」体制の構造を明らかにすることが目的であった。根底にある課題意識は，
各種学生参画型支援プログラムは大学教育サービスの一環として提供されてい
るにもかかわらず，正課教育における授業やそれに準ずる教育プログラムに比
して，その取組みの「質」の検証や実践改善方策の開発といった研究的動向が
必ずしも活発ではないことに対する危機感である。日本では TA 制度に端を発
する大学教育の学生参画の動きではあるが，その時からすでにこのような傾向
は顕在化していたといえよう。つまり，語弊を恐れず表現するのであれば，大
学教育における学生参画の意義は「安価な労働力」としての教員負担の軽減が
第一であり，参画する学生への教育効果や，学生が関わることでの教育改善の
促進といった側面に対する関心が希薄であったことを否定することはできない
だろう。一方で，昨今見られる学生参画型支援プログラムの拡大傾向からは，
「学生を参画させること」自体が目的となってしまっている事例も散見され，
一種の流行として実践が展開され得ることへの違和感も有している。 
そこで，本研究では高等教育段階において学生が参画することの意義を再検
討すると同時に，どのようにして取組みの質を保証するのかについて，具体的
に学生参画型学習支援実践を分析・検証することで，そのスキームを明らかに
していった。以下，各章における研究の結果と考察を確認していく。 
まず，第 1 章では高等教育のパラダイム転換がもたらした大学教育の変化
と対象領域の拡大について，米国を中心とした理論的背景を整理し，学生参画
と質保証を論じるための前提を示した。高等教育機会の量的拡大は，高度人材
育成に向けた社会的要請と学生の消費者意識の高まりを引き起こすことにな
り，大学教育の費用対効果を問う傾向を加速させていった。つまり，アカウン
タビリティにもとづく大学教育の質保証が求められるようになる契機である。
そして，ユニバーサル・アクセス段階の到来は学生の量的拡大だけでなく質的
変容をもたらし，それは大学教育の構成原理を「教授パラダイム」から「学習
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パラダイム」へとシフトさせる推進力になると同時に，これまで「教育者中心
主義」に立脚していた大学教育に「学習者中心主義」の考え方を定着させるこ
とになった。 
この正課教育を中心とした高等教育の変化に対して，異なる方向性から大学
教育のあり方を問い直す動きが活発であったことも明らかになっている。正課
外活動や大学生活全般における「学生関与」の促進が学生の成長に効果を及ぼ
すことのインパクトであり，実際に大学教育における学生支援や学習支援，サ
ービス・ラーニング等の正課外プログラムの充実を後押しすることになった。
正課内外における重層的な大学教育の展開が，そこに関わるアクターを教員だ
けでなく職員，そして学生にまで拡張させていくひとつのきっかけとなってい
る。そして，このような包括的な取組みから学生が経験し身につける知識やス
キル・態度といった「ラーニング・アウトカムズ」への関心が大学教育全体で
高まっていき，質保証における最重要課題として位置づいていった。 
その質保証の取組みは世界的にも多様に展開されているが，質保証はあくま
で大学教育の質の「水準」を評価するものであり，比較や優劣をつけるための
ものではないことの理解が重要である。とりわけ「内部質保証」が重視される
傾向にあり，教育プログラムを単位として①教育目標，②カリキュラムのデザ
イン，③アセスメント，④改善と再構築という設計と評価の一体的なサイクル
を創出することが求められている。この「内部質保証システム」の考え方にも
とづいて，本研究において意味する「質保証」体制が定義された。 
次に，第 2 章では日本の高等教育政策において学生参画型支援プログラム
がどのように位置づけられてきたのかを主に政策過程の分析から明らかにし
た。日本における学生参画型の取組みの起点となるのは TA 制度である。これ
は政策主導でトップダウン的に導入され，1990 年代以降国立大学を中心に普
及していった。TA 制度の目的は，①教員の教育活動補助から，②大学院生へ
の経済的支援，そして③学部段階の教育改善，さらには④将来の大学教員養成
へと推移・拡張してきた経緯が確認されたが，特に③と④は目的というよりも
大学教育の変遷に応じて TA 制度に期待する効果が示されたものと理解できる
だろう。各大学における運用実態からは③④の期待に応える取組みもいくつか
確認されるものの，大学院生の人材養成機能なのか，教育改善なのか，それと
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も教員の負担軽減なのかといった TA 制度の方向性の議論が尽くされておら
ず，制度の普及に比して実践上の課題は多いことが明らかとなった。  
一方「廣中レポート」以降，大学教育に浸透していった「学生中心の大学」
という考え方は，正課外プログラムの積極的な捉え直しを推進し，学生・学習
支援の拡大とそれに伴う大学教育における「学生の力活用の弾力化」を定着さ
せた。これを契機に大学院生だけでなく学部学生にまで大学教育への参画機会
が拡げられることになる。その後「学士力」の設定や，その実現に向けた単位
の実質化をはじめとした教育改善・学習重視の流れが「ラーニング・コモン
ズ」設置・拡充議論のタイミングと重なりながら，大学教育における学習支援
機能が強化されていく。さらには，競争的資金政策である「GP」型事業の積
極的な展開が大学教育実践での学生参画の促進・定着に貢献したことも重要で
ある。以上より，日本において，TA を契機として政策的に推進された大学教
育における学生参画型の取組みは，学生支援の必要性の高まりや大学教育の質
的転換の動向に影響を受けながら，参画する領域の範囲を拡げていったことが
わかった。 
そして第 3 章では，学生参画型支援プログラムの実践的展開と題して，日
本の大学教育で展開される学生参画型のピア・サポートと FD 活動の実践傾向
について分析を行った。学生参画型の実践は各大学の事情に応じて着実に普及
していることが明らかとなったが，両者ともに様々な取組みが入り乱れている
現状にあることも確認された。そこで，大学教育における学生参画の概念整理
を行い，横軸に取組みの対象，縦軸に取組みに参画する学生に求める資質を設
定したマトリクス図で類型化したところ，①学生支援領域，②教授学習支援領
域，③大学運営改善領域が導かれた。これら領域における取組みに参画する学
生は，①学生個人の「問題（problem）の軽減」から，②授業の文脈も含みこ
んだ「課題（task）の達成」，そして③大学組織全体における「目的・使命
（mission）の遂行」までを役割とする特徴が明示された。加えて，学生参画
型支援プログラムの中でボリュームゾーンである教授学習支援領域に特化した
分類を行い，ⅰ）修学アドバイザー分野，ⅱ）SA 分野，ⅲ）TA 分野，ⅳ）
チューター分野の取組みについてそれぞれ詳述した。これら実践の分析からは
それぞれ，ⅰ）アドバイザー学生の修学経験が活きる支援学生の「ロールモデ
ル」としての役割を担わせる方向性，ⅱ）運営面に特化した授業支援の量的拡
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大に対応した SA と，授業改善・充実の質的洗練を担う LA という同じ学部学
生であっても役割を棲み分ける方向性，ⅲ）新たな授業方法の開発と改善のサ
イクルを促進させる TA の方向性，ⅳ）チューター認証プログラムにもとづく
自律的な支援主体としての方向性といった特徴を見出せる。  
さらに，第 4 章と第 5 章では，学習支援のチューター分野の取組みである
CLS における SLA 実践に着目して，「質保証」体制の構築に資する SLA の特
性と CLS の組織的な育成の仕掛けについて検証した。第 4 章では支援に参画
する学生の活動モチベーションと活動を通した自己成長認識について分析を行
った。明らかになったことは，SLA の活動モチベーションは，①自己成長に
関わるカテゴリー，②他者貢献に関わるカテゴリー，③自己満足感に関わるカ
テゴリー，④外形要因のカテゴリーの 4 つに分けられ，これらのカテゴリー
で示された内容は活動前後で質的に変化しているということである。①に関し
て，スキルアップという広い意味での自己成長に期待を示す活動前に対して，
活動後は特に自身の専門分野の学び直しに意義を見出すようになる。②は，活
動前後で一貫して有し続けるモチベーションであるが，学習支援組織との関わ
りの増加とともに，同僚 SLA を含めた組織貢献意欲が顕在化するようにな
る。③では，SLA は自身の学習支援パフォーマンスに対する自己期待の高い
状態で活動に参画するが，その期待は活動後表れない。対して活動後は各
SLA が自己満足感を充足する機会を新たに見出すようになり，このカテゴリ
ーではモチベーションの多様化が進むことがわかった。④は勤務条件等に関す
ることであるが，活動前後を通してモチベーションとして表面化しにくい傾向
にある。加えて，これらの傾向に至る要因として，自己成長認識のカテゴリー
にもとづくと，SLA は学習支援に従事するようになると，①「教育スキル」
の認識を拡げて，②自己省察を促進させ，③同僚 SLA と学び合う機会に意味
を見出し，④学習支援活動に仕事としての責任感を抱くように変化し，この一
連の変化が活動モチベーション傾向に影響を与えていると考えられる。 
あわせて SLA の成長プロセスとして，学習支援観の獲得・変容過程と学習
支援方法の改善・確立過程を検証した。初任期段階の SLA は問題・回答の
「解説者」として成長していく。その際の拠り所は自身の専門分野の学力であ
るが，中堅期段階になると専門分野の学力だけでは学習支援が成立しないこと
を認識し，支援学生の理解に対する重要性の比重を高めながら，支援学生の主
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体的学習の「援助者」として変容していく。熟達期では，学習方略や学習姿勢
への認識も含めて自身の学習経験を相対化させ，学習支援観を拡張させてい
く。この変化は，学習支援に従事する学生のひとつの成長モデルであり，自己
優位の段階から他者優位の段階を経て，それらを包括的かつ相対的に捉えて学
習支援をメタ的に解釈できるようになるという成長プロセスを描いている。 
最後に第 5 章において，SLA の育成に向けた組織的な仕掛けについて分析
を行った。諸々の物理的な制限の中で OJT と Off-JT の混合で実施する取組み
は，「個」「他者・集団」「組織」の層と，「短期的」「中期的」「長期的」
のタイムスパンの組み合わせで成立している。最大の特徴は階層化された他者
との協働にもとづく「省察」であり，①「個人×短期」，②「他者・集団×中
期」，③「組織×長期」の次元に分けて展開されていることが明らかとなっ
た。①の次元では，実践者である SLA 自身の「内省」促進に向けて，自身の
科目専門とは異なる他者との「ダイアログ」を手法とした「振り返り」を重視
する。これは学習支援者としての心構えや振る舞い等といった学習支援観の拡
張に資する協働的な「省察」で，主に学習科学の見地から学習支援者としての
成長を促している。②の次元では，科目専門を同じにする同僚 SLA との「デ
ィスカッション」による「批判的検討」を重視しており，各専門の知識・考え
方の深化に資する協働的「省察」により，各科目専門に立脚した学習支援者と
しての成長を促進させる。③の次元では，学習支援者としてのアイデンティテ
ィ形成と当事者意識の向上を目的に，SLA 全員で組織的な枠組みの「改善」
に向けた「省察」を行う。これは組織における既存の「あたりまえ」をより良
い方向へと進化・発展させるための「省察」である。 
ここから，SLA 実践の組織的な育成の仕掛けは，次元の異なる「省察」の
入れ子構造になっていることが明らかとなった。さらには，よりメタな「省
察」を促すことを目的として，経験に応じて SLA に新しい役割を付与すると
いう仕掛けも盛り込まれている。この構造は SLA の自己成長認識と対応して
おり，SLA 実践は多様な「省察」の機会を基盤として学習支援の質と継続性
が担保されていることが明示された。 
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学生参画型学習支援プログラムにおける内部質保証体制のモデル化 
研究の総括を踏まえた上で，最後に学習支援に参画する学生（チューター）
の特性とそれに応じた組織的な仕組みを対応させた「内部質保証体制」のモデ
ルを示したい（図 6-1）。このモデルの最大の特徴は，学生参画型学習支援プ
ログラムを組織的に展開するために必要な構造を第 1 層から第 3 層まで段階
的に示している点にある。 
まず第 1 層においては，もともと自己成長意欲—特に自身の専門学習や研
究への還元の期待を活動のモチベーションとして有しているチューターにとっ
ては，自律的に活動可能な学習支援機会に参画すること自体でニーズは一定程
度満たされている状態にある。この先輩学生による学習支援の機会を設けるこ
とのみにおいてプログラムを展開することも可能ではあり，実態としても運営
体制の課題等の影響を受け，この第 1 層で留まらざるを得ない実践が多いこ
とも事実である。その場合，支援可能な範囲を制限するといった運用上の工夫
が不可欠であると考えられる。しかしながら，これだけでは今後の質保証の要
請に応えることはできないだろう。  
 
 
図 6-1 学生参画型学習支援プログラムにおける内部質保証システムモデル 
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そこで第 2 層は学生が参画する活動機会の提供から，学習支援の実質化・
高度化に向けたチューター育成の段階を示している。自己成長意欲を基盤とす
るチューターの「学習支援者意識」は参画時点では必ずしも高くはない傾向に
あり，いかにしてその意識を醸成させ，学習支援者として成長させるかがこの
段階における中核的な課題である。具体的には ITTPC の認証プログラムにも
とづいて，研修体制を構築する等の方策が考えられる一方で，学習支援に関わ
るチューターとしては「学習支援方法に関わる専門性」だけでなく「学習支援
内容に関わる専門性」も同時に高めていく必要性も生じる。これらを両立する
仕組みとして「省察」の入れ子構造を本研究において示した。何より，チュー
ターとして活動する学生「個人」の成長に還元されることを第一に，学習支援
における「個人」の PDCA サイクル構築に向けて，「個人」だけではなく
「他者・集団」，そして「組織」全体の協働的な「省察」を軸とした育成機会
を設けることが肝要であろう。これらの機会がチューター同士の学習支援にお
ける実践知共有を促し，学習支援を担う当事者としての意識の醸成へと繋がっ
ていく。 
現在日本において展開される学生参画型学習支援実践の多くはいまだ第 1
層の段階であるといえるが，それを第 2 層にまで引き上げることができれば
「内部質保証システム」としては及第点であろう。しかしながら，学生を参画
させる取組み特有の課題でもある「チューター学生の入れ替りサイクルの速
さ」とそれに伴う相対的な「学習支援サービスの質の低下」に対応する方策も
必要である。そこで取組みの継続性を高めるために第 3 層を補足的に位置づ
けている。安定的な運営のためには，学習支援者として成長を見せるチュータ
ーの中で一定数存在する組織理念を共有した組織貢献意欲の高い学生に向けた
配慮が必要である。このチューターは学習支援プログラムをマネジメントする
教職員とその枠組みにおいて活動するチューターの橋渡しや，実際にチュータ
ーを育成する側の役割を担う等，組織全体の取組み改善を促す媒体になり得る
存在でもある。特に博士課程を有する大学においては，チューター活動の延長
上にある役割を想定しながら学生参画型学習支援プログラムの設計を行う必要
があるだろう。取組みの不断の改善を促進し，学生参画型学習支援プログラム
の新しい可能性を模索するためにはこの第 3 層の意義は小さくないといえ
る。 
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以上のモデルは，橋場ら（2014）の言葉を借りれば，「学修する個人」の
側面から「コミュニティの構成員」としての側面の成長を組織的に担保できる
かがポイントである。「コミュニティの構成員」としての成長，言い換えれば
「学習支援者」としての成長を個々人の活動モチベーションに位置づけられる
かであり，学生参画型の取組みであるからこそ，その質と継続性を追求した
際，組織的な関与が欠かせない。参画する学生のモチベーションを喚起し得る
組織的な仕掛けをいかにデザインしていくかが，学生参画型学習支援プログラ
ムの「内部質保証システム」を検討するための大事な視点である。本研究にお
ける分析事例は学習支援に特化しており，さらには学部学生から博士課程後期
学生までを構成員とする組織形態であることから，提示したモデルは全ての学
生参画型学習支援実践に適応できるとは限らない。しかし，学生支援機能の分
析には大学の組織的性格を考察する必要もあるといわれており（川島
2014），その意味において，本研究が各大学の文脈に応じた学生による学習
支援機能を再考するための材料となる可能性はあり得るだろう。 
 
残された課題と展望 
今後は，より一層大学教育において「学生の力」を活かす取組みの妥当性と
可能性，そして将来性，同時に限界性を見極めながら実践を展開していく必要
があるだろう。この判断は各大学の文脈や，学生の特性に依拠するところが大
きいといわざるを得ないが，その背景を踏まえたとしても，大学教育に参画し
得る学生は，「自身の経験だけでは脆く，他者からの働きかけなくしては蒙
い」存在でもあるということを再認識すべきである。学生の主体性を尊重する
という名目の下に，ある種の“放任・無責任”の学生参画型支援プログラムが跋
扈していることも残念ながら否定はできない。大学教育の質保証が今後より一
層充実していくのであれば，学生参画型支援プログラムを主導しマネジメント
する側には，学生の主体性や自律性が存分に発揮される適切な環境設定や意図
的な働きかけの仕組みづくりが求められていくだろう。 
 故に，残された課題として，このプログラムをマネジメントする側に焦点を
当てた研究を進めていくことが重要となる。対象となるのは教員なのか職員な
のか，それとも専門職としての「第三の職種」なのか，それは各種実践の動向
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を継続して見守らなければならないが，実際に千葉大学では「ALPS プログラ
ム（アカデミック・リンク教育・学修支援専門職養成プログラム）」が 2015
年度より展開され始めている。包括的な大学教育を支える存在としてこのよう
な専門職の存在が一般的になれば，学生参画型支援プログラムとの親和性も高
いことから，各種実践を次のステージに引き上げる可能性も期待できる。新し
い動向も交えながら，これまで各種プログラムの運営を担い，参画する学生を
マネジメントしてきた立場の教職員の役割を再検討し，取組みに向けて必要な
資質・能力を明らかにしていくことが肝要である。 
 さらに，正課教育とは異なる学生の成長の場として大学教育における学生参
画型支援プログラムの展開を注視していきたい。提供するサービスもさること
ながら，参画する学生にとって新しい自己成長の機会としての意義が高まって
きている。特に，教授学習支援領域の取組みにおいては，その性質上，大学教
員準備プログラム等とも関連が見出せる。実際に大学教員準備プログラムの取
組みを展開している大学は 10 弱であるが，実践の活動の場を確保することが
課題のひとつに挙がっており（東北大学高度教養教育・学生支援機構大学教育
支援センター 2015），学生の成長を共通項に各種プログラム間で，相補的か
つ相乗的に実践を展開し得る可能性も十分に考えられるだろう。正課内外含め
た学生の成長の機会をいかに大学教育カリキュラムとして有機的に展開してい
けるのかを実践的に検討していかなければならない。 
 最後に，実践的研究の課題と意義について記し，本論を締めたい。本研究で
は，学生が学習支援者として成長する過程に焦点を当て，かつそれを組織的に
促進する仕組みについて分析することで，学生参画型学習支援プログラムの
「内部質保証システム」について検討した。ここで示した内容は学習支援者の
育成方策の一つとして形成されたものであることは確かであるが，当然なが
ら，学生が学習支援者として成長するために必要な観点は本研究で示したもの
が全てではない。加えて，実践事例の分析結果はその「方法」の「効果」を論
じるには十分とはいい切れない。しかし，実践事例から適切な「効果」を論じ
ることは容易ではなく，実践的な「意義」は複合的なものであるため（効果が
ある，運営しやすい，理念に沿う，実際のアクターの個性に合う等），たとえ
部分的に効果を検証できたとしても，要素分解的に抽出された「効果」は「実
践としての意義」を把握する困難さを抱え，ひいては他の実践に還元しにくい
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ものにもなりかねない。本研究においては，実践的研究の役割を他実践に還元
可能な形で分析結果を提示することと捉えて論を展開した。実践が「成立す
る」上での要因の多層性を考慮した上で，どのように実践から研究的価値を導
き，より洗練され一般化した知見の創出に寄与できるかという観点は，実践的
研究に課された本質的な研究課題である。引き続きこれらの課題に対峙しなが
ら，実践的研究の方法論の改善を重ねていきたい。 
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